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第１章 監査の概要 

１ 外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 

 

２ 選定した監査テーマ 

持続可能な中山間地域等形成プログラム及び儲かる農林水産業加速化プログ

ラムに関する財務事務の執行及び事業の管理について 

 

３ 監査テーマとして選定した理由 

(1) 岡山県における「中山間地域」とは、山間地及びその周辺の地域等地理的及び

経済的条件に恵まれない地域で、①山村振興法に規定する山村、②特定農山村

地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律に規定す

る特定農山村地域又は③過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に規

定する過疎地域のいずれかに該当するものをいう（中山間地域の振興に関する

基本条例第２条）。 

岡山県には２７の市町村が存在するが、中山間地域には、そのうち８１．

５％の２２の市町村が存在し、岡山県の人口の１７．７％にあたる３３万５０

２０人が居住している。 

また、岡山県の中山間地域の面積は５３８３.５２平方キロメートルであっ

て、岡山県全体の７５．７％を占める。 

なお、岡山県全域の高齢化率は３０．７％であるが、中山間地域の高齢化率

は、より高い４０．１％となっている（以上につき岡山県ＨＰ参照）。 

(2) 岡山県は、第３次晴れの国おかやま生き活きプランの「重点戦略Ⅲ 安心で豊

かさが実感できる地域の創造」において、「⑥持続可能な中山間地域等形成プ

ログラム」を掲げ、中山間地域の活性化等の施策に取り組むとともに、「重点

戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」において、「④儲かる農林水産業加速化プ

ログラム」として、農林水産業の振興の施策を進めている。 

上記のとおり、岡山県の中山間地域は、高齢化が進んでおり、人口減少が懸

念される状況であることから、中山間地域の活性化を図ることは、岡山県全体

の経済の均衡ある維持発展を図るうえで不可欠であり、その事業の遂行状況及

び費用対効果については、県民が強い関心を抱くところである。 

なお、農林水産業は、中山間地域の主な産業の一つであることから、中山間

地域の活性化と岡山県の農林水産業の振興は、密接に関連していると思われ

る。 

(3) そこで、岡山県が取り組んでいる持続可能な中山間地域等形成プログラム及び
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儲かる農林水産業加速化プログラム（以下両プログラムをあわせて「本各プロ

グラム」という。）について、公益性、公共性の観点から、横断的に財務事務

の執行及び事業の管理が法令・規則等に照らして適切に実施されているか、さ

らには、それぞれの事業が一体として効率性及び有効性の観点から適切に執行

されているかどうかの視点で検証することは、大いに意義があると判断し、監

査の対象とすることとした。 

 

４ 外部監査の対象期間 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日。なお、必要がある範囲で、令和

４年度よりも前の年度についても監査の対象とした。 

 

５ 外部監査の実施期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

６ 外部監査人及び外部監査人補助者の資格と名称 

外部監査人 弁 護 士  上  尾  洋  平 

同補助者  公認会計士  黒  田  直  樹 

同補助者  弁 護 士  鈴  木  清  英 

同補助者  弁 護 士  井  上  民  子 

 

７ 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第２５２条の２９に規定

する利害関係はない。 

 

８ 本監査報告書の構成 

本書の構成であるが、第１章では、監査の種類や監査テーマを選定した理由

等包括外部監査の概要を述べている。 

第２章では、本監査の具体的な視点を明らかにするとともに、かかる監査の

視点を踏まえた監査意見の表明方法を述べている。 

これらの監査の視点及び監査の意見表明方法を踏まえて、第４章以下におい

て個別の事業の監査意見を述べていることから、第４章以下の各事業の監査意

見をご確認いただくにあたり、監査の視点及び監査意見の表明方法について

は、ご留意いただきたい。 

第３章では、個別の事業の監査を踏まえた結果を総括している。この章にお

いては、監査の結果の概要を明らかにするとともに、監査人の総活的な意見を
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述べている。 

第４章では、個別の事業について、監査の結果を明らかにしている。個別の

事業の監査においては、事業の概要を表に記載しているが、これらの表のうち

「事業目的」欄及び「事業内容」欄は、監査の過程において県から提出された

資料の内容をもとに監査人が概要を記載したものである（ただし、表現等が不

鮮明なもの等については、適宜監査人が表現を修正している。）。 

最後に、第５章において、結語を述べている。 

なお、本報告書においては、法令、条例、要綱及び基本計画について正式名

称ではなく略語を用いる場合があるところ、その詳細については、末尾の「凡

例」として記載している。 

また、専門性が高い用語等については、用語解説を末尾に設けていることか

ら、こちらも併せてご参照いただきたい。 

 

第１章 
・監査テーマ及び監査テーマの選定理由 

・その他監査の概要 

第２章 

・監査の基本的な視点についての解説 

・監査の視点に基づいた監査の対象 

・監査の実施方法 

・監査意見の表明方法 

第３章 ・個別事業に対する監査結果の一覧 

第４章 ・個別事業に対する監査結果 

第５章 ・結語 

巻末 ・凡例、用語集 
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第２章 監査の視点等 

１ 監査の基本的な視点 

(1) 監査の範囲について 

ア 地方自治法２５２条の３７の１項は、「包括外部監査人は、包括外部監査対象

団体の財務に関する事務の執行及び包括外部監査対象団体の経営に係る事業の

管理のうち、第２条第１４項及び第１５項の規定の趣旨を達成するため必要と

認める特定の事件について監査するものとする。」と規定しており、かかる規

定から、包括外部監査の対象は、「財務に関する事務の執行」及び「経営に係

る事業の管理」であって、いわゆる行政監査は含まないことは明らかである。 

「財務に関する事務の執行」とは、地方自治法第２編第９章中に規定されて

いる財務に関する事務の執行をいい、予算の執行、収入、支出、契約、現金及

び有価証券の出納保管、財務管理等の事務の執行をすべて包含するが、執行以

前の予算の編成事務、予算の議会における審議等は含まない（松本英昭著「新

版逐条地方自治法」第９次改訂版７０６頁）。 

また、行政監査とは、「一般行政事務そのもの、すなわち内部組織、職員の

配置、事務処理の手続、行政の運営等につき、その適正及び効率性・能率性の

確保等の観点から行う監査である。」（同著７０６頁）とされている。 

このように、包括外部監査においては、対象とされた特定の事件にかかる財

務に関する事務の執行全てが監査の対象となるが、予算の編成事務、予算の議

会における審議等並びに行政の内部組織、職員の配置、事務処理の手続及び行

政の運営等につき、その適正及び効率性・能率性は監査の対象から外れること

になる。 

イ また、同条第２項は、「包括外部監査人は、前項の規定による監査をするに当

たっては、当該包括外部監査対象団体の財務に関する事務の執行及び当該包括

外部監査対象団体の経営に係る事業の管理が第２条第１４項及び第１５項の規

定の趣旨にのつとつてなされているかどうかに、特に、意を用いなければなら

ない。」としている。 

この点、第２条第１４項は「地方公共団体は、その事務を処理するに当たっ

ては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げる

ようにしなければならない。」、同条第１５項は、「地方公共団体は、常にそ

の組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を求めて

その規模の適正化を図らなければならない。」とされている。 

これらの規定を前提とすれば、包括外部監査は、特定の事件に係る地方公共

団体の財務事務が有効かつ効率的に実施されているかの観点から監査する必要

がある（いわゆる３Ｅ監査である。）。 
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ウ なお、財務事務の適法性に関し、「包括外部監査においては、適法性に重点を

おいて監査する」等の法律上の規定は存在しないものの、地方自治法第２条第

１６項は「地方公共団体は、法令に違反してその事務を処理してはならな

い。」と規定しており、地方公共団体の事務は、法律・条例等の根拠なく処理

することはできないことは明らかである。 

このように、法令に基づく行政という大原則を前提とすれば、監査の性質

上、財務事務の前提となる事業の適法性を確認することは当然の前提であると

考えられる。 

そのため、財務に関する事務の執行にかかる監査の前提として、当該財務事

務の前提となる事業について根拠となる法令が存在するのかの確認について

は、監査の対象に含まれると考える。 

オ これらをまとめると、包括外部監査においては、①事業の根拠となるべき法律

や条令等が存在しており、かつ、財務事務がその事務の根拠となる法律や条例

等に定める手続きに則り執行されているか（財務事務の合規性）、②財務事務

の執行が有効かつ効率的に行われているか（事業の有効性、効率性）を監査の

対象とする必要があると考える。 

以上を踏まえ、次項以降において、本件の監査テーマである中山間地域等形

成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する財務事務の執行及び事

業の管理について具体的な監査の視点を述べることとする。 

 

(2) 財務事務の合規性 

中山間地域の振興に関する基本条例は、「中山間地域が担う役割の重要性に

かんがみ、中山間地域の振興に関し、県、市町村及び県民の責務又は役割を明

らかにするとともに、県の施策の基本的方向を定めることにより、中山間地域

の振興の推進を図り、もって県民の福祉の向上に資することを目的とする」こ

と（第１条）を明らかにするとともに、食料・農業・農村基本法は、「食料、

農業及び農村に関する施策について、基本理念及びその実現を図るのに基本と

なる事項を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにすることによ

り、食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国

民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図ることを目的」とし（第１

条）、「地方公共団体は、基本理念にのっとり、食料、農業及び農村に関し、

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社

会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。」として地方

公共団体の責務を明らかにしている。 

このような中山間地域及び農業の振興に関する法体系を前提とすれば、地方
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公共団体が実施する中山間地域及び農業の振興に係る施策は、上記の中山間地

域の振興に関する基本条例及び食料・農業・農村基本法の基本理念に則った施

策であること又は国との役割分担を踏まえて、地方公共団体の自然的経済的社

会的条諸条件に応じた施策として執行されることが不可欠である。 

そのため、仮に、中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログ

ラムに関する個々の財務事務の手続きが適正に執行されていたとしても、財務

事務のもととなる施策（事業）が法律や国の施策等に準じたものとなっていな

ければ、財務事務の執行について合規性を認めることはできない。 

以上を踏まえ、本件の監査においては、個別の財務事務の根拠となる施策が

法律や基本理念、国が定める基本政策又は岡山県の条例等や基本計画等に準拠

して執行されているかについて監査の対象とする。 

また、中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関す

る事業が法令等に依拠する合理的な事業であったとしても、その財務事務は、

地方自治法、地方自治法施行令及び県財務規則等に基づいて適法に執行される

必要がある。 

本件の財務事務の合規性の監査においては、事業を遂行するための契約関係

を主な監査の対象とするところ、地方自治体が契約を締結する場合に準拠すべ

き法律等は、下記のとおりである。 

本監査においては、下記の各規定を規範として、中山間地域等形成プログラ

ム及び農林水産業加速化プログラムに関する財務事務が、これらの法令等に則

り、適法かつ適正に執行されているかを中心に監査する。 

記 

地方自治法 

２３４条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約

又はせり売りの方法により締結するものとする。 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するとき

に限り、これによることができる。 

 

地方自治法施行令 

１６７条の２ 地方自治法第２３４条第２項の規定により随意契約によることができる

場合は、次に掲げる場合とする。 

１ 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあっては、予定賃貸

借料の年額又は総額）が別表第五上欄に掲げる契約の種類に応じ同表下欄に定める

額の範囲内において普通地方公共団体の規則で定める額を超えないものをすると

き。 
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２ 不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加

工又は納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的

が競争入札に適しないものをするとき。 

３ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第

百二十三号）第五条第十一項に規定する障害者支援施設（以下この号において「障

害者支援施設」という。）、同条第二十七項に規定する地域活動支援センター（以

下この号において「地域活動支援センター」という。）、同条第一項に規定する障

害福祉サービス事業（同条第七項に規定する生活介護、同条第十三項に規定する就

労移行支援又は同条第十四項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。以下この

号において「障害福祉サービス事業」という。）を行う施設若しくは小規模作業所

（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定する障害者の

地域社会における作業活動の場として同法第十八条第三項の規定により必要な費用

の助成を受けている施設をいう。以下この号において同じ。）若しくはこれらに準

ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた

者若しくは生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）第十六条第三項に

規定する認定生活困窮者就労訓練事業（以下この号において「認定生活困窮者就労

訓練事業」という。）を行う施設でその施設に使用される者が主として同法第三条

第一項に規定する生活困窮者（以下この号において「生活困窮者」という。）であ

るもの（当該施設において製作された物品を買い入れることが生活困窮者の自立の

促進に資することにつき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認

定を受けたものに限る。）（以下この号において「障害者支援施設等」という。）

において製作された物品を当該障害者支援施設等から普通地方公共団体の規則で定

める手続により買い入れる契約、障害者支援施設、地域活動支援センター、障害福

祉サービス事業を行う施設、小規模作業所、高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十七条第一項に規定するシルバー人材セン

ター連合若しくは同条第二項に規定するシルバー人材センター若しくはこれらに準

ずる者として総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた

者から普通地方公共団体の規則で定める手続により役務の提供を受ける契約、母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）第六条第六項に規定

する母子・父子福祉団体若しくはこれに準ずる者として総務省令で定めるところに

より普通地方公共団体の長の認定を受けた者（以下この号において「母子・父子福

祉団体等」という。）が行う事業でその事業に使用される者が主として同項に規定

する配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの及び同条第四項に規定する寡婦

であるものに係る役務の提供を当該母子・父子福祉団体等から普通地方公共団体の

規則で定める手続により受ける契約又は認定生活困窮者就労訓練事業を行う施設
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（当該施設から役務の提供を受けることが生活困窮者の自立の促進に資することに

つき総務省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限

る。）が行う事業でその事業に使用される者が主として生活困窮者であるものに係

る役務の提供を当該施設から普通地方公共団体の規則で定める手続により受ける契

約をするとき。 

４ 新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところ

により普通地方公共団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を当該

認定を受けた者から普通地方公共団体の規則で定める手続により買い入れ若しくは

借り入れる契約又は新役務の提供により新たな事業分野の開拓を図る者として総務

省令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受けた者から普通地方公

共団体の規則で定める手続により新役務の提供を受ける契約をするとき。 

５ 緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

６ 競争入札に付することが不利と認められるとき。 

７ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

８ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

９ 落札者が契約を締結しないとき。 

 

県財務規則 

１５１条 契約担当者は、随意契約によろうとするときは、なるべく二人以上の者から

見積書を徴さなければならない。ただし、国又は他の地方公共団体と直接に契約し

ようとするとき、見積書を徴するいとまがないときその他見積書を徴する必要がな

いときは、この限りでない。 

 

会計要綱 

【第１５１条関係】 

（見積書の徴取の基準） 

１ 契約担当者は、契約事務の簡素化を図るため、見積書の徴取について次により取り

扱うことができる。ただし、（１）のア及び（２）のキについては、一律に適用す

ることなく、契約の種類、取扱業者の多寡等を考慮して適切に取り扱うこと。 

（１）２人以上の者から見積書を徴さなくてもよい場合 

ア 予定価格が１０万円未満であるとき。 

イ 契約内容の特殊性により、相手方が特定されるとき。 

ウ 緊急の必要から他の者から見積書を徴するいとまのないとき。 

（２）見積書を徴さなくてもよい場合 

ア 会場使用料、受験手数料、受講手数料、食糧費及び電気通信役務で、契約担当
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者が、見積書を徴する必要がないと認めるとき。 

イ 郵便切手、郵便葉書、収入印紙の購入のように契約金額が法令又は法令に基づ

く処分によって定められている契約をするとき。 

ウ 定期刊行物（新聞、雑誌等）、法令集の追録その他のもので相手方によって価

格差がないものを購入するとき。 

エ 災害その他特別な事由により緊急に必要な物品の購入その他の契約をすると

き。 

オ 生産品を売り払う場合で、買受人が直ちに代金を納付してその物品を引き取る

とき。 

カ 国等が示す基準や他の類似事業との均衡を図るため、あらかじめ定まった単価

で複数の相手方と同一内容の契約をしようとするとき。 

キ 予定価格が５万円未満であるとき。 

 

業務委託に係る随意契約ガイドライン 

第４ 運用に当たっての留意事項 

随意契約は、競争入札を原則とする契約方式の例外であって、無制限に認めら

れるものではなく、令第１６７条の２第１項各号のいずれかに規定する要件に適合

する場合に限り適用できるものであることを十分に認識し、次に掲げる事項を遵守

し適正に運用しなければならない。 

 

１ 共通的事項 

(1) 令第１６７条の２第１項各号の規定の運用に当たっては、規定を拡大解釈する

ことなく適用すること。 

(2) このガイドラインで例示する項目は、可能性のある事案を記載したものであ

り、形式的に該当するものは直ちに適用すべきものとする趣旨でないことや、

例示したものに限定される趣旨でないことを考慮のうえ、慎重に判断するこ

と。 

(3) 随意契約を行う場合は、競争入札による場合の作成方法に準じて予定価格を定

めること。（財務規則第１５０条） 

(4) 特命随意契約となる場合は、見積書提出業者が１者となることから、特に慎重

に予定価格の算定を行うとともに、相手方から見積書内訳を徴取し、これを詳

細に点検するなどして、適正な契約金額となるように努めること。 

(5) 政策上の目的から、公益法人等と特命随意契約している場合は、経済動向に留

意しながら、毎年度積算単価を点検して適正な委託料の積算を行うこと。 

(6) これまでに特命随意契約を行っている場合においては、前例や経緯、既成概念
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にとらわれることなく、競争性のある契約方法がとれないかを検討すること。 

(7) 随意契約を行う場合は、委託契約内容の大部分が委託契約の相手方から更に第

三者に再委託されることのないよう留意すること。また、再委託が見受けられ

る場合は、再委託先との直接契約を検討すること。 

(8) 随意契約を行う場合は、その理由及び令の該当条項並びに相手方選定理由（特

命随意契約にあっては特定の者に限られる具体的理由）を明確にすること。ま

た、予定価格が１００万円（消費税等を含む。）を超えるものは、入札・契約

事務審査会に諮り、随意契約の適否等を審議するものであること。（事業執行

伺等記入例） 

(9) 随意契約を行う場合は、原則として２人以上の者から見積書を徴取し、特別な

事由がない限り、予定価格の範囲内において最低の価格で見積った者を契約の

相手方とすること。ただし、国又は他の地方公共団体と直接に契約しようとす

るとき、見積書を徴するいとまがないとき、その他見積書を徴する必要がない

ときは、この限りでないこと。（財務規則第１５１条） 

(10) 随意契約における競争見積の執行回数は、原則として３回を限度として取扱

うこと。 

(11) 随意契約の相手方の選定は、原則として競争入札参加資格者名簿登載者の中

から行うこととすること。 

 

競争随意契約の相手方の選定 

 

競争随意契約                  競  争  入  札 

 

活用・効率化            ・競争入札参加資格者名簿 

 

 

(12) 技術提案型契約方式による選考委員会の設置に当たり、その審査を行う選考

委員が当該業務に対する提案（応募）者と利害関係を有するときは、その提案

（応募）者に係る審査に参加させないこと。 

【注】利害関係を有すると考えられる範囲は、個々の事案において契約担当者が適

宜判断すべきものと考えるが、一例として、自己又は父母、祖父母、配偶

者、子、孫若しくは兄弟姉妹が提案（応募）者と直接の利害関係にある場合

等が考えられる。（地方自治法第１１７条「議長及び議員の除斥」参照） 

（「業務委託に係る随意契約ガイドライン」６頁以下抜粋） 

以上 
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(3) 事業の有効性 

地方公共団体は、その事務を処理するにあたっては、最少の経費で最大の効

果を挙げるようにしなければならない（地方自治法第２条１４項）。 

中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する個別

の財務事務についても、目的を達成するため、最少の経費で最大の効果を挙げ

ることが必要であることはいうまでもない。 

なお、中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関す

る施策の範囲は多岐にわたっている。 

また、その方法は、補助金の交付によって支援する場合や啓発を促すものな

ど、その効果を明確に判定できる場合だけでなく、その効果を定量的に判定し

づらい場合がある。 

この点、中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関

する施策について、定量的な効果が直ちに表れずとも、継続することによって

将来に向かって中山間地域又は農林水産業の成長・発展に資する場合もあり、

短期的かつ定量的な効果の有無のみをもって有効性を評価することは早計であ

る。 

このように中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに

関する施策は、その効果を定量的に判断しづらい側面があり、かかる特徴を踏

まえると、これらの施策を実効的に実施するためには、その事業における目標

が明確な目的意識をもって設定されること、目標の設定が合理的であること、

その効果を合理的に検証されること及び検証された効果が次年度以降の事業に

生かされることが極めて重要であり、かかる目標の設定及び効果の検証が適切

になされなければ、事業としての有効性が乏しいにも拘らず、漫然とその改善

がなされることがないまま、徒に公金が支出される虞れがある。 

本監査においては、中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プロ

グラムに関する施策の効果に関する目標が明確かつ合理的に設定されているの

か、効果が検証されているか、かかる効果の検証手法が合理的か、その検証結

果を次年度以降にどのように生かしているか等を事業の有効性の評価指標とし

て監査する。 

 

(4) 事業の効率性 

中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する施策

の目標の設定や効果の判定が的確になされていたとしても、事業によって得ら

れた効果とその効果を得るために費やされた公金の額が相当なものでなけれ

ば、かかる施策の実施について、県民の納得を得ることはできない。 
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すなわち、投資された公金の額と得られた効果が均衡していなければ、最少

の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない（地方自治法２条１４

項）と規定している趣旨を全うできない。 

そのため、各施策に基づく事業の効果と予算の執行額が均衡しているかを監

査の対象とする。 

 

(5) 監査の具体的視点 

以上の監査の視点を考慮し、下記の３点を具体的な視点として、監査を実施

した。 

記 

ア 財務事務の合規性 

・中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する事務の執

行が法令、条例又は基本理念等に整合しているか。 

・財務事務の執行が法令及び岡山県財務規則等に準拠して適法になされているか。 

 

イ 事業の有効性 

・事業の効果について目標が明確に設定されているのか。 

・事業の目標の設定が合理的か。 

・事業の効果が検証されているか。 

・事業の効果の検証手法が合理的か。 

・効果の検証結果は、次年度以降の事業の実施に反映されているか。 

・社会情勢や外部環境の変化を踏まえて事業の目標が見直されているか。 

 

ウ 事業の効率性 

・中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する施策の効

果と執行された予算が見合っているのか。 

・より少額の費用で同様の効果をもたらす方法の有無について検討されているか。 

 

２ 外部監査の対象 

(1) 対象部署及び対象事業 

中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する財務

事務及び事業に関わる部署、具体的には、中山間・地域振興課、県民生活交通

課交通政策班、農政企画課、対外戦略推進室、農産課、農村振興課、林政課、

治山課、農林水産総合センターを対象部署とし、上記各部署が令和４年度に予

算執行した８２の事業を監査対象とする。 
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(2) 対象の選定理由 

岡山県の中山間地域等形成プログラムに関する施策について、中山間地域活

性化基本方針の立案等の中心を担っているのは、中山間・地域振興課である。 

また、中山間地域活性化の施策のうち地域交通の確保維持については、県民

生活交通課交通政策班が施策を実施している。 

他方で、農林水産業加速化プログラムに関する施策については、農林水産部

のうち農政企画課、対外戦略推進室、農産課、農村振興課、林政課、治山課、

農林水産総合センターが中心となって施策を進めている。 

そのため、監査テーマである中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加

速化プログラムに関する財務事務の執行及び事業の管理の把握のため、上記部

署を監査の対象とすることとした。 

なお、農林水産業加速化プログラムに関する施策のうち、予算の金額が１０

００万に満たない事業の一部については、監査対象部署とはしていない。 

 

３ 外部監査の実施方法 

(1) 関連法体系の理解 

中山間地域の振興に関する基本条例及び食料・農業・農村基本法をはじめ、

国内及び岡山県における中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プ

ログラムに関する法体系の内容を精査した。 

また、中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムの根幹

となる生き活きプラン等の計画を精査した。 

 

(2) 中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムの全体像に関

する資料の徴求及びヒアリング 

岡山県の中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関

する施策の全体像を把握するため、令和５年６月５日、岡山県の中山間地域等

形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する施策を担っている担

当者と面談を実施のうえ、岡山県の中山間地域等形成プログラム及び農林水産

業加速化プログラムに関する施策全般の概要資料の提出を受けるとともに、そ

の内容について説明を受けた。 

 

(3) 資料の実査 

岡山県の中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関

する施策全般の概要資料（委託に係る稟議資料や仕様書、見積書、委託契約

書、会議の議事録、事業の報告書などの資料一式）の内容を精査したうえで、
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事業に関する資料を追加で徴求し、資料を実査した。 

 

(4) 第 1次ヒアリング 

資料の実査及び１次的な質問の回答内容を踏まえて、監査対象とする中山間

地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する財務事務及び

事業について、令和５年９月２７日、同年１０月２日及び同年１０月１８日に

ヒアリングを実施した。 

 

(5) 第２次ヒアリング 

監査人において、いったん監査意見を作成し、かかる監査意見について事実

誤認がないかについて、令和６年１月２５日、同年１月２９日及び同年２月９

日、担当課の職員からヒアリングを実施した。 

 

(6) 第３次ヒアリング 

監査人において、第２次ヒアリングの結果を踏まえて、意見書を修正し、改

めて監査意見について事実誤認がないかについて、令和６年３月１日、担当課

の職員からヒアリングを実施した。 

 

４ 監査意見の表明方法 

中山間地域等形成プログラム及び農林水産業加速化プログラムに関する施策

は多岐にわたることから、それらに対する監査の結果について可及的に一覧性

及び明瞭性をもたせることが包括外部監査においては重要であると考える。 

もっとも、監査対象となる各事業について、単に「指摘」や「意見」を述べ

たり、「問題がない」と述べたりするだけでは、なぜそのような「指摘」、

「意見」に至ったのか、又はなぜ「問題がない」と判断されたのか判然とせ

ず、監査の意義が乏しいものとなる。 

そこで、指摘や意見を述べる又は問題点なしと判断する前提として、監査の

基本的視点において提示した３つの視点から、各事業を監査した結果を個別に

下記のＡからⅮまでの基準を用いて統一的に評価するとともに、上記の評価と

関連付けて、各事業の監査項目について、監査人が速やかに改善すべき重要事

項として判断したもの（評価が「Ⅾ」となったもの）について「指摘事項」、

直ちに改善すべきではないが改善を検討することが望ましいと判断した事項

（評価が「Ｃ」となったもの）について「意見」をそれぞれ記載する。 

 

記 
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Ａ：違法又は不適当な点はなく、将来の事情まで考慮して十分な対応がなされている。 

Ｂ：違法又は不適当な点はなく、現状において必要な対応がなされている。 

Ｃ：違法又は不適当な点はないが、現在の対応を改善することが望ましい。 

Ｄ：違法又は不適当な点が認められ、直ちに改善する必要がある。 
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第３章 個別事業に対する監査結果の一覧 

No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

１ 持続可能な中山間地域等形成プログラム 

１ 地域政策企画調査事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

２ 生活交通確保対策事業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見１－１】地方バスの運行事業者の生産性を向上させる施策について、さらなる検

討が必要と考える。 

③ Ｂ  

３ 離島航路維持対策事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４ 
地域公共交通維持確保支援

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

５ 
公共交通デジタル化推進事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６ 
岡山県パーソントリップ調

査事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７ 鉄道施設等整備促進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

８ 生き活き拠点強化支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

９ 
おかやま地域づくり支援員

配置事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

１０ 
持続可能な中山間地域等形

成事業 

① Ｄ 
【指摘事項１－１】随意契約の締結にあたっては、可及的に競争性のある契約方法を検

討する必要があると考える。 

② Ｂ  

③ Ｂ  

１１ 
地域と暮らしの維持応援事

業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見１-２】本事業のうち補助金の支給がなかった事業について、積極的に補助金が活

用される施策を検討する必要があると考える。 

③ Ｂ  

１２ 
中山間地域協働支援セン

ター事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

１３ 
おかやま元気！集落活動促

進支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

１４ 
地域の多様な担い手確保・

活動支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

１５ 
小中学生離島の魅力発見・

発信事業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見１－３】本事業の成果指標として離島振興を担う人材の増加数や交流人口の増加

数等を用いることを検討すべきである。 

③ Ｂ  

１６ 
岡山移住・定住促進パワー

アップ事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

１７ 
空き家等を活用した住ま

い・事業所などの支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

１８ 
晴れの国ぐらし移住相談会

の開催事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

１９ 情報発信の推進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

２０ 
ワーケーション・二地域居

住等の推進事業 

① Ｂ  

② Ｃ 【意見１－４】本事業による効果測定について検討する必要があると考える。 

③ Ｂ  

２１ 他県との連携事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

２２ 
吉備高原都市住区利用促進

事業 

① Ｂ  

② Ａ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

２ 儲かる農林水産業加速化プログラム 

２３ 農業実務研修事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

２４ 早期経営確立支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

２５ 帰農者支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

２６ 
担い手育成・スマート農業

社会実装促進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

２７ 
ハイブリッド産地育成推進

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

２８ 
黒大豆枝豆産地力強化対策

事業 

① Ｂ  

② Ｃ 

【意見２－１】本事業の趣旨に照らして、生産者の所得向上を図ることを県として推進

していくのであれば、現在の事業の内容及び予算配分について見直すことが望ましいと

考える。 

③ Ｂ  

２９ 
岡山白桃リノベーション事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３０ 
ぶどうの供給力強化対策事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３１ 
もっと儲かるおかやま園芸

産地育成事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３２ 岡山米販売力強化支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

３３ 
「くだもの王国おかやま」

晴苺プロジェクト事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３４ 
県産農産物オムニチャネル

戦略推進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３５ 
県産農林水産物販売促進総

合対策事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３６ 普及活動推進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

３７ 農業気象情報調査事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

３８ 産地ブランド育成事業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見２－２】委託業務の効果について、年度ごとに慎重に検討し、次年度以降の委託

の要否、委託金額の妥当性について検討することが望ましいと考える。 

③ Ｂ  

３９ 
岡山県野菜価格安定促進事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４０ 新規就農研修事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４１ 
就農・就業相談事業（育成

センター） 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４２ 社会人就農研修事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  



 

25 

 

 

No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

４３ 
新規就農者がっちりゲット

事業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見２－３】本事業の相談件数を増加させるため、広報や開催の在り方について検討

すべきと考える。 

③ Ｂ  

４４ 農業士育成対策事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４５ 
新規就農者育成総合対策事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４６ 
三徳園担い手サポートプロ

グラム強化事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４７ 農業教育高度化事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

４８ 担い手総合支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

４９ 
ＩＣＴ・省力・低コスト技

術等実証事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

５０ 
農業経営法人化支援総合事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

５１ 農福連携普及啓発推進事業 

① Ｃ 
【意見２－４】本事業のうち農福連携普及啓発推進事業委託業務について委託の方式に

ついて企画提案型の方式を検討すべきと考える。 

② Ｂ  

③ Ｂ  

５２ 
儲かる認定農業者育成支援

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

５３ 
集落営農活性化プロジェク

ト促進事業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見２－５】本事業に基づく補助金を十分に活用すべく、本事業の広報を充実させる

等事業の遂行について検討する必要があると考える。 

③ Ｂ  

５４ 
人・農地将来ビジョン確

立・実現支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

５５ 
水田農業担い手育成総合支

援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

５６ 
経営所得安定対策等推進事

業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

５７ 農産物安全ＧＡＰ推進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

５８ 
産地生産基盤パワーアップ

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

５９ 
水田麦・大豆産地生産性向

上事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６０ 
新市場開拓に向けた水田リ

ノベーション事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６１ 
黒大豆枝豆産地力強化対策

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６２ 国際水準ＧＡＰ等推進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

６３ 農地中間管理機構運営事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６４ 
農地中間管理機構農地集積

推進事業 

① Ｂ  

② Ｃ 【意見２－６】本事業の補助金活用を促す施策について検討すべきと考える。 

③ Ｂ  

６５ 
儲かる農林水産業へ向けた

環境整備事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６６ 持続的経営体支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６７ 
市町村森林管理システム推

進体制支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

６８ 

森林クラウドを活用した新

たな森林管理システム支援

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

６９ 
意欲と能力のある経営体育

成事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７０ 
晴れの国おかやまの林業就

業促進事業 

① Ｄ 
【指摘事項２－１】本事業の成果を挙げるため、委託の方式を含めて施策を検討する必

要があると考える。 

② Ｄ 
【指摘事項２－２】本事業の成果を挙げるため、委託の方式を含めて施策を検討する必

要があると考える。 

③ Ｂ  

７１ 
林業担い手育成総合対策事

業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見２－７】本事業において、さらなる新規就業者を確保するとともに離職者を減少

させること等も考慮した積極的な施策を検討する必要があると考える。 

③ Ｂ  

７２ 
林業・木材産業成長産業化

促進対策事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

７３ 木づかい提案・実証事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７４ 県産材利用促進対策事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７５ 
おかやまの木で家づくり支

援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７６ 持続的林業確立対策事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７７ ６次産業化支援事業 

① Ｂ  

② Ｃ 【意見２－８】本事業の補助金の更なる活用を促す施策について検討すべきである。 

③ Ｂ  
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No 対象事業 評価 指摘事項・意見 

７８ 産学連携推進事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

７９ 
６次産業化による地域ビジ

ネス創出支援事業 

① Ｂ  

② Ｃ 
【意見２－９】おかやま６次化ふぇを活用したオープンセミナーを積極的に開催すると

ともに定量的な成果指標を盛り込むことを検討すべきである。 

③ Ｂ  

８０ 
岡山農林水産物知的財産総

合支援事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

８１ 
スマート農業加速化実証プ

ロジェクト 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

８２ 
おかやま農林水産ＤＸ推進

事業 

① Ｂ  

② Ｂ  

③ Ｂ  

 



 

 

 

 

- 33 - 

 

第４章 個別事業に対する監査結果 

【持続可能な中山間地域等形成プログラム】 

１ 地域政策企画調査事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

過疎化、高齢化が進行している中山間地域の活力を創出するた

め、「中山間地域活性化基本方針」（令和３年２月改訂）に基づ

き、市町村や地域住民、ＮＰＯ、企業等と連携しながら、中山間地

域対策を総合的、効果的に推進する。 

事業内容 地域振興を図るための企画立案等 

法令・条例・要綱等 中山間地域活性化基本方針 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 804万 2000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

804万 2000円 

（100％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域の振興に関する基本条例第２条は、「中山間地域」について、山間地及

びその周辺の地域等地理的及び経済的条件に恵まれない地域で、①山村振興法に規

定する山村、②特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進

に関する法律に規定する特定農山村地域又は③過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法に規定する過疎地域のいずれかに該当するものをいうと規定してお

り、県の責務等について下記のとおり規定している。 

記 

第３条 県の施策は、中山間地域が県民の生活に重要な役割を果たしていること、

生活環境の整備水準が他の地域に比較して低位に置かれていること等を十分

に配慮して実施されなければならない。 

第４条 県は、前条に規定する県の施策を実施する上での基本原則にのっとり、農

業生産基盤の整備をはじめとする農林水産業の振興、道路、下水処理施設、

情報通信施設等生活環境基盤の整備、保健医療サービス及び福祉サービスの

確保及び充実、商工業の振興その他中山間地域の振興を図るための施策（次

項及び次条において「中山間地域の振興施策」という。）を総合的に実施す

る責務を有する。 
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２ 県は、国が中山間地域を対象として制定した各種の法制の意義をより生かすように

配慮して、中山間地域の振興施策を実施しなければならない。 

以上 

 

本事業は、中山間地域活性化基本方針にのっとり、地域振興を図るための企画立

案等を行うことを目的とする事業であり、その財務事務は、条例及び基本方針に基

づくものである。 

２ また、財務事務の執行について、①地域活性化センター年会費負担金について、一

般財団法人地域活性化センターは、地域社会の活性化のための諸活動を支援し、地

域振興の推進に寄与することを目的に、全国の都道府県、市町村及び民間企業等の

出資により設立された法人であり、地域活性化センターの正会員年会費としてセン

ター定款に基づき支出していること、②中国地方知事会中山間地域振興部会負担金

について、中国地方知事会中山間地域振興部会規約に基づき中国地方知事会で決定

した額を支出していること及び③移住・交流推進機構負担金は、一般社団法人移

住・交流推進機構の目的及び事業内容が、岡山県の交流・定住の促進につながるも

のと考えられることに鑑み、同機構に都道府県会員として参画し、定款に基づき支

出していることを確認した。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

なお、監査の過程において、地域政策推進の一環として片上鉄道沿線地域活性化

対策協議会の負担金（５０００円）、全国過疎地域連盟負担金（４６万８０００

円）、離島振興対策協議会負担金（７万円）及び全国積雪寒冷地帯振興協議会負担

金（１万円）の支出がなされていることを確認したが、かかる点について、特に問

題となる点は認められなかった。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、令和４年度における、本事業の成果を確認したところ、

「①地域活性化センターが実施する助成事業は、県内市町村への支援として毎年度

有効に活用されています。②中国地方知事会中山間地域振興部会では、中国５県地

域おこし協力隊研修や中山間地域対策スキルアップ研修会等を実施しており、参加

者アンケートから協力隊のネットワーク形成や、県・市町村職員の地域づくりに関

するノウハウ習得に役立っていることを把握しています。③一般社団法人移住・交

流推進機構に対する負担金支出の効果については、生き活き指標でもある、移住相

談件数で効果測定を行っている。」との回答を得た。 
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監査の過程において、①②③の各事業の成果把握について確認したところ、いず

れの団体についても、事業計画、事業報告が都道府県に報告されているほか、各団

体の設置目的に沿って、地域社会の活性化のための人づくり、まちづくり等の活動

を支援する事業や地域の共通課題等をテーマにした調査・研究及び情報提供、中山

間地域振興のための共同事業、交流・移住を促進するためのＷＥＢサイト「ニッポ

ン移住交流ナビ」の運営やフェア開催、自治体等の課題解決に資する独自調査レ

ポート事業等本県の中山間地域の振興に資する事業が行われていることを確認して

いるとのことであった。 

なお、具体的な成果として、①地域活性化センターについては、自治体・地域・

集落の将来的な消滅可能性の危機打開等に向けた事業や移住・定住・交流人口の増

加につながる事業など、地域活性化のための助成事業を実施しており、毎年、県内

市町村から２～６事業が助成を受けており、その結果、これまでに次代の担い手と

なる中高生が地域づくりに関わる仕組みづくりや地場産業（デニム）を活用した交

流人口の拡大、生き方・働き方に力点を置いた新たな手法による移住者の創出など

の成果が生まれていること、②中国地方知事会中山間地域振興部会について、研修

会等の開催により地域おこし協力隊のネットワーク形成や県・市町村職員の地域支

援ノウハウの習得が図れているほか、政策研究会を開催し、共通する中山間地域の

課題について各県の取組成果や工夫等の情報交換を行い、県支援策の検討に役立て

ていること、③一般社団法人移住・交流推進機構が運営するＷＥＢサイト「ニッポ

ン移住交流ナビ」（アクセス数約４８万ＰＶ／月（年間平均））を活用し、岡山県

及び市町村が実施する交流・移住イベント情報を掲載し、集客を行っているほか、

市町村との連携により同機構主催のフェアに出展するなど、移住相談件数の拡大に

直接つながる取組を進めるとともに、県内市町村における地域おこし協力隊募集情

報を掲載するなど、同機構の情報発信機能を積極的に活用していること等を確認し

た。 

以上のとおり、各団体に対する負担金については、漫然と継続して支出すること

がないよう、毎年度、支出による効果（有効性）を慎重に検証しながら支出の可否

を決定しているとのことであった。 

このように、事業の成果について検証がなされていることを考慮して、本事業の

評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業に基づく負担金等については、金額が定まっており、県の裁量の余地がな

い。また、本事業の効率性について特に問題となる点は認められなかったため、そ

の評価をＢとした。  



 

 

 

 

- 36 - 

 

２ 生活交通確保対策事業 

【概要】  担当部署 県民生活交通課 

事業目的 

国の補助事業である「地域公共交通確保維持事業」とは、生活交

通の存続が危機に瀕している地域において、地域の特性・実情に最

適な交通手段を確保・維持するために、地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律に規定する地域公共交通計画又は生活交通確保維

持改善計画（バス路線に関しては、令和６年度までは当該計画に代

えて策定される地域間幹線系統確保維持計画、地域内フィーダー系

統確保維持計画及び離島航路確保維持計画を含む。）に基づいて実

施される事業をいう。 

この「地域公共交通確保維持事業」のうち、地域の基幹的なバス

路線に対する支援である「地域間幹線系統確保維持費国庫補助金」

及び「車両減価償却費等国庫補助金」については、県としても、地

域住民の生活のため路線を維持する必要があることから、岡山県地

域間幹線系統補助金交付要綱に基づき、国に協調した補助を行って

いる。 

なお、都道府県においては、バス路線の維持・廃止について協議

を行うため、道路運送法施行規則第１５条の４第２項に基づく地域

協議会が設置されており、国の「地域公共交通確保維持事業」の実

施計画である地域間幹線系統確保維持計画は、当該協議会において

策定されている。 

また、本県では、国の基準による「地域間幹線系統」に該当しな

いバス路線のうち、県として、地域住民の生活のため路線を維持す

る必要があるとして県の基準を満たすものについて、岡山県地域振

興特定バス系統補助金交付要綱に基づき、補助を行っている。 

事業内容 

１ 地域間幹線系統運行費補助金 

２ 車両減価償却費等補助金 

３ 地域協議会開催 

４ 地域振興特定バス系統補助金 

法令・条例・要綱等 

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

・地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（国） 

・中山間地域活性化基本方針 

・地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（国） 

・岡山県地域間幹線系統補助金交付要綱（県） 

・岡山県地域振興特定バス系統補助金交付要綱（県） 

・道路運送法、道路運送法施行規則 

・岡山県生活交通対策地域協議会設置要綱（県） 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 1億 4895万 1000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1億 1588万 1000円 

（78％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「２ 安心して暮らせる生活基盤づくり」の「重点

分野１ 生活環境の整備」の具体的な重点施策として下記のとおり定めている。 

記 

 

◎地域公共交通の維持・確保 

拠点間を結ぶ広域的・幹線的なバス路線等を、国、市町村、事業者と役割分

担しながら維持・確保するとともに、地域住民の移動手段の確保のため、デマ

ンド交通等へのＡＩ配車システムの導入やＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ 

ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ：様々な交通手段を連携し、その最適化を図り、快適な移

動手段やそれに付随するサービスを提供する新しい概念）の導入など、ＩＣＴ

の活用による利用者の利便性向上を含め、持続可能な地域公共交通ネットワー

クの構築に取り組む市町村を支援する。また、離島への定期航路については、

市町村等と連携し、その維持・確保に努める。 

以上 

 

本事業は、中山間地域活性化基本方針等にのっとり、国と地方公共団体が適切な

役割分担を図りつつ、助成措置を講じ、広域的・幹線的な地域間幹線系統の運行維

持等を図ることを目的とするものであり、その財務事務は、基本方針に基づくもの

である。 

２ また、本事業の財務事務の執行は、要綱に基づき補助金を交付することを主な内容

とする事業であり、かかる支出の過程において、問題となる点は認められなかっ

た。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、①国の地域公共交通確保維持事業への協調補助として、岡山県地域間

幹線系統確保維持計画に基づき地域間幹線系統運行費補助金及び車両減価償却費等

補助金を交付する事業（岡山県地域間幹線系統補助金交付要綱に基づく補助金、予算１

億２６３７万４０００円）、②地域協議会開催事業（県主体でバス路線の維持・廃

止について協議を行うための協議会、予算４０万５０００円）及び③地域間幹線系

統運行費補助金の対象とならない路線に対して地域振興特定バス系統補助金を交付
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する事業（岡山県地域振興特定バス系統補助金交付要綱に基づく補助金、予算２２

１７万２０００円）である。 

監査の過程において、①令和４年度に国が実施した地域公共交通確保維持事業に

おいて地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の交付を受けている路線（県は、国に

協調した補助として地域間幹線系統運行費補助金を交付）に係る定量的な目標及び

実績の一覧を確認したところ、輸送人数の目標は２２系統において１３３万７５５

２人とされているところ、１２８万２４５４人であり、達成率は約９５％にとど

まっており、２２系統のうち７系統の収益改善率がマイナスとなっている。 

また、③地域振興特定バス系統補助金を交付した路線について、各路線の輸送人

数は把握されているものの、具体的な目標設定は明らかではない。 

本事業は、地域公共交通確保の一環として、バス路線の維持を図るべく補助を行

うものであって、中山間地域等の交通を確保するうえで重要な事業であり、本事業

にかかる期待は大きいと思われる。 

令和４年度は、上記のとおり、輸送人数の目標を達成しておらず、補助対象路線

に係る効果検証の方法について、今後の改善の余地があると思われることから、本

事業の有効性の評価をＣとした。 

 

 

【意見１－１】地方バスの運行事業者の生産性を向上させる施策について、さらなる

検討が必要と考える。 

前記のとおり、令和４年度の国の地域公共交通確保維持事業による地域間幹線系統

確保維持費国庫補助金の対象路線に係る定量的な目標の達成率は約９５％にとどまって

おり、２２系統のうち７系統の収益改善率がマイナスとなっているうえに、地域振興特

定バス系統補助金の対象路線について、具体的な目標設定は明らかではない。 

本事業は、地域公共交通を確保するために重要な事業であるから、事業の目標設定

及び目標達成のための施策は効果的になされる必要がある。 

この点、令和６年度から、国の制度変更により、地域間幹線系統確保維持費国庫補

助金の対象路線については、県の地域協議会ではなく、市町村に設置された法定協議会

において協議を行うこととなるため、県も法定協議会に積極的に関与し、地域振興特定

バス系統補助金の対象路線も含め、地方バス路線の生産性を向上させるための支援を行

うべきと考える。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。  
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３ 離島航路維持対策事業 

【概要】  担当部署 県民生活交通課 

事業目的 

離島航路の維持及び改善を図り、離島地域の振興並びに離島住民

の生活の安定及び福祉の向上に寄与するため、航路運航により欠損

が生じている航路事業者に対して、国及び関係市とともに補助を行

う。 

事業内容 

以下の条件を満たす航路の航路事業者に補助金を交付する。 

・唯一の交通機関であること。 

・国道、県道に相当する機能を有すること。 

・生活必需品を輸送していること。 

・離島振興計画に適合していること。 

法令・条例・要綱等 

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

・地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（国） 

・中山間地域活性化基本方針 

・離島振興計画 

・離島航路整備法 

・地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（国） 

・岡山県離島航路対策補助金交付要綱 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 5303万 7000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3882万 5874円 

（73％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「２ 安心して暮らせる生活基盤づくり」の「重点

分野１ 生活環境の整備」の具体的な重点施策として「地域公共交通の維持・確

保」を掲げ、「離島への定期航路については、市町村等と連携し、その維持・確保

に努める。」と定めている。 

また、離島振興計画では「本県の離島地域について、生活の安定、産業の振興、

福祉の向上を図ることに加え、各島の特性や資源を十分に生かしながら、住民自身

が主体となり、互いに支え合い取り組む自立的発展、さらには他地域や離島地域相

互間の交流を促進し、「安心して暮らし続けることができる島づくり」に必要な諸

施策の基本的な指針を示す」とし、重点施策を下記のとおり定めている。 

記 

■交通体系の整備 

交通体系の整備は、離島の地理的条件によって受ける制約を改善する最も重
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要な施策である。 

特に、離島航路の維持・確保は、単に住民の生活交通としての移動手段の確

保に留まらず、産業、観光、医療など様々な振興に寄与するものであり、離島

振興の根幹となるものであることから、その維持・確保に取り組むとともに、

人の往来等に要する費用の負担の軽減に取り組む。 

以上 

 

本事業は、中山間地域活性化基本方針及び離島振興計画等にのっとり、離島航路

の維持及び改善を図り、離島地域の振興並びに離島住民の生活の安定及び福祉の向

上に寄与するため、航路事業者に対して、国及び関係市とともに補助を行うことを

目的とするものであり、その財務事務は、基本方針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務の執行は、要綱に基づき補助金を交付することを主な内容

とする事業であり、かかる支出の過程において、問題となる点は認められなかっ

た。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、本事業の成果について確認したところ、「運航計画を定

め、事業年度終了後に国、県及び市で監査をし、欠損額を認定したうえで補助金を

支出しています。航路が維持され、離島地域の振興並びに離島住民の生活の安定等

に寄与しています。」との回答を得た。 

本事業は、唯一の交通機関であることや生活費需品を輸送していること等の離島

の住民の生活を支えるうえで重要な航路であることを要件として、運航事業者の損

失を補償する事業であって、前記の目的を達成するうえで、極めて重要な事業であ

る。 

かかる事業の有効性について問題となる点は認められなかったため、本事業の有

効性をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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４ 地域公共交通維持確保支援事業 

【概要】  担当部署 県民生活交通課 

事業目的 

市町村（複数又は単数）が行う地域に適した交通手段の導入や地

域公共交通の利便性の向上をはじめとする地域公共交通の維持・確

保に向けた取組を支援する。 

事業内容 

１ 地域公共交通維持確保支援事業（中山間地域以外の地域を含

む） 

市町村が実施する以下の取組に要する経費に対して補助を行

う。 

(1) 地域内交通の維持・確保に係るもの 

ア 検討・調査等 

イ 維持確保 

ウ 実証運行（運航） 

(2) 鉄道の利用促進を目的とするもの 

 

２ 地域公共交通維持確保支援事業（中山間地域を含む地域） 

市町村が実施する以下の取組に要する経費に対して補助を行

う。 

(1) 支援対象 

ア 検討・調査等 

イ 維持確保 

ウ 実証運行（運航） 

 

３ 地域公共交通ネットワーク改善事業（委託事業） 

法令・条例・要綱等 

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

・地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（国） 

・中山間地域活性化基本方針 

・地域公共交通維持確保支援事業補助金交付要綱 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 4900万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3634万 8000円 

（74％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「２ 安心して暮らせる生活基盤づくり」の「重点

分野１ 生活環境の整備」の具体的な重点施策として下記のとおり定めている。 
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記 

◎地域公共交通の維持・確保 

拠点間を結ぶ広域的・幹線的なバス路線等を、国、市町村、事業者と役割分

担しながら維持・確保するとともに、地域住民の移動手段の確保のため、デマ

ンド交通等へのＡＩ配車システムの導入やＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ 

ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ：様々な交通手段を連携し、その最適化を図り、快適な移

動手段やそれに付随するサービスを提供する新しい概念）の導入など、ＩＣＴ

の活用による利用者の利便性向上を含め、持続可能な地域公共交通ネットワー

クの構築に取り組む市町村を支援する。また、離島への定期航路については、

市町村等と連携し、その維持・確保に努める。 

以上 

本事業は、中山間地域活性化基本方針にのっとり、市町村又は複数市町村で構成

する団体が行う地域内交通の維持・確保及び鉄道の利用促進に係る取組に対し補助

を行うこと及び当該団体にパーソントリップ調査の結果をフィードバックすること

で、地域公共交通の維持・確保を図ることを目的とするものであり、その財務事務

は、基本方針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、地域公共交通維持確保支援事業は、要綱に基づき

補助金を交付することを主な内容とする事業であり、かかる支出の過程において、

問題となる点は認められなかった。 

また、地域公共交通ネットワーク改善事業は、令和４年度は、新型コロナウイル

ス感染症の影響によりパーソントリップ調査の実施時期が遅れたため、研修会等は

実施せず、結果の分析作業と並行して、調査の速報値を、県担当者から市町村等へ

直接フィードバックされたため、委託はなされなかったとのことであった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、地域公共交通の維持確保を支援するための事業であり、中山間地域の

地域交通に対する事業には、中山間地域等振興特別事業費が充てられているが、中

山間地域を含まない地域の公共交通に対しては、生活交通確保安全対策事業費が充

てられており、予算上は棲み分けがなされているものの、事業内容は同一である。 

本事業の内容の詳細は以下のとおりである。 
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１ 地域公共交通維持確保支援事業（中山間地域以外の地域を含む。） 

２の補助事業の対象地域以外の市町村が実施する以下の取組に要する経費に

対して補助金を交付する。 

 

(1) 地域内交通の維持・確保に係るもの 

ア 検討・調査等 

・地域公共交通計画策定、見直しのための調査 

・専門家の招聘、先進地視察 等 

 

イ 維持確保 

・車両（船舶）の購入、停留所の設置、予約システムの整備等 

・公共交通空白地有償運送に係る運転者の資格取得 

・利便性向上に係るもの、利用促進に係るもの 

・旅客自動車運送事業者の運転手確保に係るもの 

 

ウ 実証運行（運航） 

・実証運行（運航） 

 

(2) 鉄道の利用促進を目的とするもの 

鉄道の利用促進を目的とした地域内交通の改善に要する経費 

 

２ 地域公共交通維持確保支援事業（中山間地域を含む地域） 

中山間地域を含む地域の市町村が実施する以下の取組に要する経費に対して

補助金を交付する 

 

(1) 支援対象 

ア 検討・調査等 

・データの収集・分析 

・住民・利用者へのアンケート 

・専門家の招聘 

・先進地視察 等 

 

イ 維持確保 

・車両（船舶）の購入・改造・更新 

・利便性向上 
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・利用促進 

・運転手確保 等 

 

ウ 実証運行（運航） 

・実証運行（運航）＊最長１２カ月。年度超の期間も対象。 

 

３ 地域公共交通ネットワーク改善事業（委託事業） 

パーソントリップ調査により得られた結果を市町村や民間交通事業者へ

フィードバックするため、研修会及び個別相談を実施する。 

以上 

 

監査の過程において、令和４年度の補助実績を確認したところ、地域内交通の維

持・確保に係るものについて８市６町３団体の２６事業に対し３１１６万４０００

円、鉄道の利用促進を目的とするものについて３市１町の７事業に対し５１８万４

０００円の補助がなされたことを確認した。 

また、補助金の効果について、「直接的に事業効果を測定することは想定してい

ませんが、各市町村が行う地域公共交通の維持・確保に向けた取組については、県

も参画する地域公共交通会議において事業評価が行われていることから、間接的に

効果を測定できるものと考えています。」との回答を得た。 

この点、補助の対象となった事業等は、アンケート調査の費用、バスの購入費

用、鉄道施設の整備に関する費用等であり、直接的に乗車人数に影響のある事業で

はないこと、事業の有効性を担保するため、事業評価を実施していることから、定

量的な指標はないものの、事業の有効性は担保されているものと思われる。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

前記のとおり、本事業は、中山間地域を含む地域に対する事業の予算と中山間地

域を含まない地域に対する事業の予算が異なることから、予算科目上は分けられて

いるものの、事業は一括して進められており、事業が重複している等の事実は認め

られなかった。 

このように、本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、本

事業の効率性の評価をＢとした。 
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５ 公共交通デジタル化推進事業 

【概要】  担当部署 県民生活交通課 

事業目的 

交通事業者によるＧＴＦＳ－ＪＰデータの整備や新技術（電子決

済、ＭａａＳ等）の導入により、パソコンやスマートフォンを利用

した乗換案内サービス、待合所等のデジタルサイネージの整備及び

ＭａａＳによる検索・予約・配車・決済システムの統合等の公共交

通のデジタル化によるサービスの充実を図り、地域住民の利便性向

上と観光・ビジネス・帰省等の地域外からの新たな利用者の獲得を

図ること。 

事業内容 

公共交通のデジタル化を図るため、バス事業者や市町村等に対し

て、ＧＴＦＳ－ＪＰデータ作成勉強会と新技術マッチング会を実施

する。 

法令・条例・要綱等 

・交通政策基本法 

・交通政策基本計画（国） 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 100万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

179万 2000円 

（179％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「２ 安心して暮らせる生活基盤づくり」の「重点

分野１ 生活環境の整備」の具体的な重点施策として下記のとおり定めている。 

記 

◎地域公共交通の維持・確保 

拠点間を結ぶ広域的・幹線的なバス路線等を、国、市町村、事業者と役割分

担しながら維持・確保するとともに、地域住民の移動手段の確保のため、デマ

ンド交通等へのＡＩ配車システムの導入やＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ 

ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ：様々な交通手段を連携し、その最適化を図り、快適な移

動手段やそれに付随するサービスを提供する新しい概念）の導入など、ＩＣＴ

の活用による利用者の利便性向上を含め、持続可能な地域公共交通ネットワー

クの構築に取り組む市町村を支援する。 

 

以上 
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本事業は、中山間地域活性化基本方針等にのっとり、交通事業者が保有する運行

情報などのＧＴＦＳ－ＪＰデータ化を進めるとともに、交通事業者や市町村等によ

る電子決済やＭａａＳアプリなどの新技術の導入を促進することにより、ＭａｓＳ

による検索・予約・配車・決済システムの統合等の公共交通のデジタル化による

サービスの充実を図り、地域住民の利便性向上と観光・ビジネス・帰省等の地域外

からの新たな利用者の獲得を図ることを目的とするものであり、その財務事務は、

基本方針に基づくものである。 

 

２ また、本事業は、株式会社バイタルリードに対し、随意契約を締結して委託されて

いるところ（委託料１００万円）、企画提案を求める公告手続きを経て委託先が選

定されおり、委託先選定の過程において、問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、ＧＴＦＳ－ＪＰデータの作成状況を確認したところ、県

は、市町村に対する調査や聞き取りなどを通じてＧＴＦＳ－ＪＰデータの作成状況

を随時把握するよう努めており、その作成状況の推移は、令和元年１０月時点２

市、令和３年１０月１０市町、令和５年３月時点１６市町と増加しているとのこと

であった。 

このように、本事業によって、市町村や交通事業者の保有する運行情報のＧＴＦ

Ｓ－ＪＰデータ化が進み、民間事業者が一般ユーザーへ提供するＭａａＳアプリや

経路検索サービス等への活用が拡大していることが認められることから、本事業の

有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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６ 岡山県パーソントリップ調査事業 

【概要】  担当部署 県民生活交通課 

事業目的 

本県の公共交通ネットワークが「行きたい時間に、行きたい場所

へ」という移動ニーズを満たせていないため、県民の公共交通機関

離れ（マイカー利用）が進み、ますますネットワークが弱体化する

という悪循環に陥っている。 

このため、パーソントリップ調査を実施して、県民の移動状況や

公共交通に関する意向を正確に把握することにより、県民の移動

ニーズと現在の交通体系のミスマッチを洗い出し、県内の公共交通

に関する課題を整理する。 

事業内容 
１ アンケート調査 

２ 集計・分析 

法令・条例・要綱等 

・交通政策基本法 

・交通政策基本計画（国） 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生臨時交付金 

令和４年度予算 2655万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3643万 2000円 

（137％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「２ 安心して暮らせる生活基盤づくり」の「重点

分野１ 生活環境の整備」の具体的な重点施策として下記のとおり定めている。 

記 

◎地域公共交通の維持・確保 

拠点間を結ぶ広域的・幹線的なバス路線等を、国、市町村、事業者と役割分

担しながら維持・確保するとともに、地域住民の移動手段の確保のため、デマ

ンド交通等へのＡＩ配車システムの導入やＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ 

ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ：様々な交通手段を連携し、その最適化を図り、快適な移

動手段やそれに付随するサービスを提供する新しい概念）の導入など、ＩＣＴ

の活用による利用者の利便性向上を含め、持続可能な地域公共交通ネットワー

クの構築に取り組む市町村を支援する。 

 

以上 
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本事業は、県民の移動状況や公共交通に関する意向を正確に把握することによ

り、県内の公共交通に関する課題を整理することを目的とするものであり、その財

務事務は基本方針に基づくものである。 

２ また、本事業は、株式会社福山コンサルタント岡山営業所に対し、随意契約を締結

して委託されているところ（委託料３６４３万２０００円）、企画提案を求める公

告手続きを経て委託先が選定されおり、委託先選定の過程において、問題となる点

は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、パーソントリップ調査の結果がどのように活用されている

かを確認したところ、「県において引き続き詳細なデータ分析を進めているほか、

調査により得られたデータ一式を市町村に提供し、地域公共交通計画の作成・見直

し作業や、交通体系の改善等のバックデータとして活用いただいています。また、

一定の条件の下で、研究者等へのデータ提供も行っています。」との回答を得た。 

また、令和５年度には、ＪＲ在来線利用促進検討協議会の「赤穂線ワーキング

チーム」において赤穂線の利用促進の検討を進める中で、パーソントリップ調査の

結果からアイディアが生まれる等パーソントリップ調査の結果が活用されているこ

とを確認した。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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７ 鉄道施設等整備促進事業 

【概要】  担当部署 県民生活交通課 

事業目的 

県内のＪＲ在来線及び第三セクター鉄道は、日常生活における重

要な交通手段であるとともに、通勤・通学や観光等による都市部と

中山間地域の交流促進にも寄与しており、地域の活力維持に重要な

役割を果たしていることから、沿線自治体と連携し、路線の維持に

向けた支援を行っている。 

特に、岡山県を筆頭株主として、関係９自治体や地域主要企業が

出資する第三セクターである井原鉄道については、ローカル鉄道に

対する支援方式の一つである「上下分離に準じた方式」を採用し、

線路・電路・車両等に係る経費について公的支援を行うことで、路

線の安定的な運行を図っている。 

また、モータリゼーションの進展や少子化・高齢化による中長期

的な利用減少傾向に加え、新型コロナウイルス感染症による移動マ

インドの低下が固定化しつつあることから、利用減少を食い止め、

将来にわたってＪＲ在来線及び第三セクター鉄道を安定的に維持し

ていくため、各種協議会等に参画し、要望活動や利用促進等を行っ

ている。 

事業内容 

１ 鉄道施設整備推進活動費 

２ 井原線経営基盤整備事業 

３ ローカル鉄道利用促進事業 

法令・条例・要綱等 
・井原線鉄道基盤設備維持費補助金交付要綱 

・井原線沿線周遊モデルコース開拓事業補助金交付要綱 

主な財源 一般単独事業債、一般財源 

令和４年度予算 

1 31万円 
2 1億 3206万 3000円 

3 80万円 

令和４年度決算 

（執行率） 

1 27万円 
2 1億 3123万 2000円 
3 80万円 

（99％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ⅾ】 

１ 本事業のうち、鉄道施設整備推進活動費については、各協議会等の規約に基づいて

負担金等が支出されていること、井原線経営基盤整備事業及びローカル鉄道利用促

進事業については、各要綱に基づき、補助金が支出されていること等、本事業に係

る財務事務が一定の根拠に基づいてなされていることを確認した。 

また、中山間地域活性化基本方針においては、地域公共交通の維持・確保が重点

施策として掲げられ、拠点間を結ぶ広域的・幹線的なバス路線等を、国、市町村、
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事業者と役割分担しながら維持・確保することが明らかにされている。 

監査人は、監査の過程において、本事業に係る経費等の支出について議会の承認

を経ていること、地域公共交通の維持・確保が重点施策としてバス路線等本事業の

ほか鉄道も予定されていることを確認した。 

このように、本事業及びその支出の根拠について、法令等の根拠を確認すること

ができた。 

２ また、前記のとおり、本事業は、各協議会等の規約及び要綱に基づき執行されてい

ることを確認し、問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ 鉄道施設整備維持推進活動事業 

以下の団体に加盟し、負担金等を支払う。 

・智頭線利用促進協議会 

・因美線・津山線近代化促進期成同盟会 

・津山線利用を促進する会 

・全国鉄道整備促進協議会 

・第三セクター鉄道等道府県協議会 

２ 井原線経営基盤整備事業 

井原線の線路保存費、電路保存費、車両保存費等に対し、関係自治体ごとの

負担割合に応じて、井原鉄道株式会社への補助を行う（岡山県負担割合４７．

４７％）。 

３ ローカル鉄道利用促進事業 

井原線沿線活性化事業として、新型コロナウイルス感染症の影響により、定

期外客が大幅に減少している井原線沿線へ国内外からの観光客誘致を図ること

により、井原線の利用を促進する。 

以上 

 

監査の過程において、各協議会における会議録及び井原線の輸送人数を確認した

ところ、会議録については書面決議がなされている協議会はあるものの岡山県が参

加していること及び井原線の輸送人数が漸次増加していることを確認することがで

きた。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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８ 生き活き拠点強化支援事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

中山間地域等の集落機能を維持・確保するためには、拠点となる

エリアにおいて、日常生活に必要な機能を集め、周辺地域等との公

共交通を確保することにより地域全体の生活をカバーできるように

することが重要である。現在、生き活き拠点（小さな拠点）の形成

促進に取り組んでいるが、市町村によっては、生き活き拠点の形成

に当たって、地域の全体像や将来ビジョンが不明確であることや、

施設整備に対する地域バランスに苦慮しているところもある。 

中山間地域等における生き活き拠点の強化実現に向けて、県のモ

デル事業として生き活き拠点形成計画策定後の事業実施（補助事

業）を行う市町村を支援する。 

事業内容 

令和３年度に策定した生き活き拠点形成計画に基づき、拠点強化

につながる事業を実施する市町村に対して補助を行う。 

 

＜補助事業＞ 

対 象：令和３年度に計画策定を行った市町村 

補助率：２分の１（上限２０００万円×３地区） 

 

＜補助事業＞ 

対 象：地域公共交通に関する検討・調査を行った市町村 

補助率：３分の２（上限２００万円×２地区） 

法令・条例・要綱等 

・中山間地域活性化基本方針 

・生き活き拠点強化支援事業補助金交付要綱 

・生き活き拠点強化支援事業実施要領 

主な財源 地方創生推進交付金（２分の１）、一般財源（２分の１） 

令和４年度予算 6400万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

6000万円 

（93％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野１ 集落機能の維持・確保」を掲げ、「持続可能な中山間地域の形成には、

地域において、防災や地域づくりなどの活動に積極的に参画している住民の関与が

不可欠であることから、市町村や県民、ＮＰＯ等多様な主体と連携し、地域住民が

互いに支え合う仕組みづくりを推進する。」ことを方向性として明らかにし、具体

的な重点施策として下記のとおり定めている。 
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記 

◎生き活き拠点の形成促進 

平成の市町村合併前の旧町村や中学校区など、一定のエリア内の拠点的地域

において、行政窓口や郵便局、診療所、商店など日常生活に必要なサービス機

能が集約され、周辺地域とのネットワークが確保された集落生活圏の維持を図

る岡山県版小さな拠点である「生き活き拠点」の形成に向けた市町村の取組を

支援する。 

 

本事業は、中山間地域等における生き活き拠点の強化実現に向けて、県のモデル

事業として生き活き拠点形成計画策定後の事業実施（補助事業）を行う市町村を支

援することで、持続可能な地域とすることを目的とする事業であり、その財務事務

は、条例及び基本方針に基づくものである。 

２ また、本事業は補助金の交付をすることを内容とする事業であり、その財務事務は

生き活き拠点強化支援事業補助金交付要綱及び生き活き拠点強化支援事業実施要領

に基づいて執行されており、その手続きについて、問題となる点は確認できなかっ

た。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、令和４年度において支出の対象となったのは、唐松市民セ

ンターの複合化に係る経費支援（新見市）、旧田治部小学校の改修に係る経費支援

（新見市）及び旧下熊谷小学校の改修に係る経費支援（新見市）であることを確認

した。なお、本事業の成果について、「モデル地区において拠点形成計画策定から

拠点形成までの支援を実施し、令和元年度からの事業期間中、計７箇所の生き活き

拠点が形成された。今後県内で横展開され、持続可能な拠点づくりが促進されるこ

とが期待される。」との回答を得た。 

この点、中山間地域等において生き活き拠点を形成するためには、場所を確保す

ることが必須であると思われるため、建物の改修に関して補助金を支出することに

ついて事業の有効性を認めることができる。 

また、本事業は、「拠点がカバーするエリアの将来像や拠点に必要な機能、望ま

しい交通手段等を整理の上、市町村が策定する拠点形成計画等に基づき必要な機能

を集約し、周辺集落や中心都市と公共交通ネットワークで結ぶことにより、その維

持・確保を図り、持続可能な地域とすること」を目的としているところ、令和４年
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度に補助事業を実施した唐松・田治部・下熊谷の３地域においては、県及び市町村

が地域運営組織とともに、地域の将来ビジョン（地域計画）をまとめ、それを基に

拠点形成計画を策定する過程において、地域に既存の機能と、今後も持続可能な地

域運営を行っていくために必要な機能及び活動を整理し、その活動に必要な拠点整

備を実施されたとのことである。 

上記の施策の結果、田治部・下熊谷の２地域については、補助事業によって整備

された「田治部地域づくりセンター」及び「下熊谷地域づくりセンター」（公民館

機能も兼ね備えた、地域づくり活動、生涯学習活動、地域福祉活動などを行う住民

相互の交流の場）において、地域運営組織が地域計画及び拠点形成計画に基づいた

取り組み（例：買い物支援の活動、福祉サロン活動、防災活動等）を開始しており

一定の事業効果が認められる。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、要綱に基づき補助金を支出する事業であり、補助金の支出に関して、

効率性の点から問題となる点は認められなかった。 

この点を考慮して、事業の効率性の評価はＢとした。 
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９ おかやま地域づくり支援員配置事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

おかやま元気！集落の取組推進にあたっては、岡山県中山間地域

協働支援センターにおいて、地域・集落に対する様々な支援を行っ

ており、登録集落が事業開始当初の９集落から７３集落まで増え、

引き続き取組の拡大・推進を図っている。 

おかやま地域づくり支援員配置事業により、地域の取組支援はも

とより、地域おこし協力隊等の定着へ向けた支援を実施する。 

また、市町村と連携しながら、元気集落への支援の充実・強化を

図るとともに、新たに集落機能の維持・強化に取り組む集落に対す

る支援を行うため、備中県民局及び美作県民局に会計年度任用職員

を配置する。 

事業内容 

備中県民局及び美作県民局に、会計年度任用職員をそれぞれ配置

し、岡山県中山間地域協働支援センターや市町村職員、中間支援組

織等と連携して、地域おこし協力隊を中心とした若者の地域定着、

おかやま！元気集落の活動を支援することで、集落機能の維持・強

化を図る。 

法令・条例・要綱等 
・中山間地域活性化基本方針 

・おかやま地域づくり支援員設置要綱 

主な財源 地方創生推進交付金（386万 2000円）、一般財源（405万 8000円） 

令和４年度予算 792万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

740万 2134円 

（93％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野１ 集落機能の維持・確保」の具体的な重点施策として下記のとおり定めて

いる。 

記 

◎「おかやま元気！集落」の活動支援 

小規模高齢化集落など、単独では集落機能の維持が困難な集落が含まれる地

域において、小学校区、大字等の広域的な地域運営により、集落機能の維持・

強化に取り組む地域を「おかやま元気！集落」として登録し、持続可能な中山

間地域形成の原動力と位置付け、市町村と連携を図りながら、その取組を総合

的に支援する。 

以上 

本事業は、中山間地域活性化基本方針にのっとり、地域の取組支援はもとより、
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地域おこし協力隊等の定着へ向けた支援を実施するとともに、市町村と連携しなが

ら、元気集落への支援の充実・強化、新たに集落機能の維持・強化に取り組む集落

に対する支援を行うことを目的とするものであり、その財務事務は、条例及び基本

方針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務の執行は、おかやま地域づくり支援員設置要綱に基づき、

会計年度任用職員に対する報酬、手当及び旅費等を支給するものであり、かかる支

出の過程において、問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容は、備中県民局及び美作県民局に、会計年度任用職員をそれぞれ配

置し、岡山県中山間地域協働支援センターや市町村職員、中間支援組織等と連携し

て、地域おこし協力隊を中心とした若者の地域定着、おかやま！元気集落の活動を

支援することであり、おかやま地域づくり支援員は、①「おかやま元気！集落」な

ど管内の地域や集落への個別訪問、②地域や集落の現状を把握し、地域住民の主体

的な取組への助言やコーディネート、課題解決への支援、情報提供、③地域おこし

協力隊等の地域定着へ向けた支援、④本庁、市町村、岡山県中山間地域協働支援セ

ンターとの連携及び⑤その他、各県民局管内の地域づくりに関する業務を行うこと

とされている。 

監査の過程において、令和４年度の地域づくり支援員（美作県民局）の集落訪

問、会議参加回数を確認したところ、集落訪問１２１回、市町村訪問４回、会議・

研修等の参加６４回、協力隊面談４回、企業訪問９回であることを確認した。 

また、本事業の成果について、「集落訪問等の回数や報告書の内容などから事業

の評価を行っています。支援員の個別訪問により地域の現状や課題といった情報の

収集ができるほか、助言や制度紹介、先進事例の紹介などにより地域の課題解決へ

繋がっています。」との回答を得た。 

この点、中山間地域等における集落を維持するためには、行政による支援が必要

であると思われるところ、本事業において、支援員が訪問による相談等の活動を

行っており、事業の有効性を認めることができる。 

このように、本事業による具体的な活動によって、地域の取組支援に貢献してい

ることが認められると思われるため、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、要綱に基づき会計年度任用職員に対する報酬等を支払う事業であり、

その効率性について、特に問題となる点は認められなかったため、その評価はＢと

した。 
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１０ 持続可能な中山間地域等形成事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

県民局がプランの地域別構想を踏まえながら、多様な主体と連携

し、地域を支える人材の育成や関係人口の創出など持続可能な中山

間地域の形成につながる事業等を実施する。 

事業内容 

１ 対象地域 

地域の特性や地域資源を生かした地域の産業や観光の振興、中山

間をはじめとする地域の活性化や課題解決の取組など、県民局が持

続可能な中山間地域の形成につながる事業として実施する事業。 

＜取組例＞ 

・地域の特性を生かした地域産品の開発等による産業の振興 

・地域の自然や街並み、伝統文化等地域資源を生かした観光の振興 

・多様な主体との連携や都市住民等との交流による中山間地域の活

性化 

 

２ 事業の進め方 

県民局は、プランの地域別構想の上記関連政策の方向性や地域の

課題・ニーズを踏まえ、地域づくりにつながる事業を計画的に実施

する。また、実施にあたっては、多様な主体との連携した取組に努

める。 

 

３ 事業期間 

原則として単年度とする。ただし、継続して実施することにより

効果を発揮する場合などには、翌年度も引き続き実施できるものと

する。 

法令・条例・要綱等 
・中山間地域活性化基本方針 

・持続可能な中山間地域等形成事業実施要領 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 3000万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2857万 1018円 

（95％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野２ 地域を支える人材の創出」の具体的な重点施策として、①伝統文化等の

継承と発信及び都市住民との交流促進、②若者の還流・定着及び③次代を担う人材

の育成等を掲げている。 
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かかる基本方針を踏まえ、「持続可能な中山間地域等形成事業実施要領」は、

「県民局が地域の課題やニーズを踏まえ、市町村、地域づくり団体、ＮＰＯ、企業

等の多様な主体と連携し、計画的な事業展開を図り、地域の特性や資源を生かした

産業の振興や地域の課題解決の取組、地域を支える人材育成、関係人口の創出など

により、持続可能な中山間地域を形成すること」を目的と定め、「地域の特性や資

源を生かした地域の産業や観光の振興、中山間をはじめとする地域の課題解決の取

組、地域を支える人材の育成、関係人口の創出など、県民局が持続可能な中山間地

域の形成などにつながるソフト事業を実施する。」と規定している。 

本事業は、上記「持続可能な中山間地域等形成事業実施要領」に基づいて、地域

の特性を生かした地域産品の開発等による産業の振興等の地域を支える人材の育成

や関係人口の創出など持続可能な中山間地域の形成につながる事業等を実施するこ

とを目的とするものであり、その財務事務は、基本方針及び要領に基づくものであ

る。 

２ また、本事業の財務事務のうち、委託先が限られる事業については随意契約、「専

門家派遣による備前地域産品知名度向上応援事業」は公募による委託の方式により

執行され、その余は補助金の交付によって執行されている。 

まず、公募による委託については、プロポーザル方式によって委託先を決定して

おり、その手続きについて、特段問題となる点は認められなかった。 

また、補助金の交付についても、実施要領や補助金交付要綱に基づいて、補助金

の交付がなされており、特段問題となる点は認められなかった。 

他方で、地域と高校生の協働による地域課題解決支援事業（委託先：ＮＰＯ法人

みんなの集落研究所、委託金額：２５２万９０００円）及び備中流！産業による地

域おこし支援事業（専門家派遣）（委託先：（公財）岡山県産業振興財団、委託金

額２１１万円）については、特命随意契約とされていた。 

なお、特命随意契約とされた理由は、１件は、高校生が地域に入り、住民ととも

に活動したり、地域課題解決に向けた企画立案、事業実施に取り組む事業であり、

地域活動や地域課題解決に関する豊富な知識と経験を持ち、管内地域や地域団体等

と幅広いネットワークを構築している団体は限られるためであるためとされてい

る。 

確かに、上記の事業については特殊性が認められることから、委託先が制限され

ることは理解できる。 

もっとも、特命随意契約について、業務委託に係る随意契約ガイドラインにおい

ても言及されているとおり、前例踏襲となり、委託先が固定化される恐れが高いこ

とから、委託金額が少額である等格別の理由がない限り、他の方法によって委託先

を選定することができないことについて、積極的な理由付けが必要と考える。 
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本件では、本事業の財務事務の執行において特命随意契約を締結している理由に

ついて理解できるものの、例えば技術提案方式等によることが不可能とは思料され

ない。 

このように、委託事務の在り方について、改善を検討する余地があると思われる

ことから、財務事務の合規性の評価をⅮとした。 

 

 

【指摘事項１－１】随意契約の締結にあたっては、可及的に競争性のある契約方法を

検討する必要があると考える。 

業務委託に係る随意契約ガイドラインの「第 ４運用に当たっての留意事項」にお

いて、「(6) これまでに特命随意契約を行っている場合においては、前例や経緯、既

成概念にとらわれることなく、競争性のある契約方法がとれないかを検討すること。」

と定められていることに照らせば、契約内容が特殊であるとの理由で、安易に委託先を

固定してはならないと思われる。 

本事業の委託事業のうち、委託先が限られるとの理由で随意契約とされている契約

については、競争性のある契約方法の検討の余地があると思われる。 

 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業に基づいて、令和４年度において実施された事業は下記のとおりである。 

記 
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備前県民局 

 事業名 事業実績 

１ 

専門家派遣に

よる備前地域

産品知名度向

上応援事業 

備前地域産品の知名度向上を目指し、管内の地域産品を使用し、

自ら商品を製造・加工又は販売する中小ものづくり事業者が抱える

個別の課題解決や販路拡大を支援した。 

１ 今年度新たに６事業者を選定し、９～２月にかけて各事業者の

課題に応じて商品開発やブランディング等の専門家を各５回程

度派遣した。 

２ 昨年度支援した中から３事業者に対し、その取り組みをフォ

ローアップするため、８～１０月にかけて専門家を各２回派遣

した。 

３ ９月に大阪で開催された大規模展示会へ３事業者の出展を支援

した。 

４ １０・１１月にかけて管内のものづくり事業者に対し、販路開

拓にかかるニーズ調査を実施し、食品製造関係事業者９２者、

雑貨など非食品製造関係事業者３１者から回答が得られ、販路

開拓に向けて望まれている支援の傾向が分かった。 

５ 実施状況や成果をホームページで公開した。 

２ 

備前地域工芸

品販路拡大支

援事業 

管内の工芸品について、首都圏でも売れる魅力あるものづくりと 

知名度向上を目指し、管内で工芸品を製造・販売する事業者の販路

拡大を支援した。 

１ 東京都心のセレクトショップ４店舗で、工芸品を展示・販売及

び商談を希望する事業者を募集するとともに、事前に事業説明

会を実施した。 

２ 参加を希望する事業者のうち、出品する商品についてセレクト

ショップバイヤーに個別に相談を希望する事業者に対し、個別

相談会を実施した。 

３ 参加を希望する事業者から出品希望の商品を持ち寄ってもら

い、審査会を開催した。２９事業者を参加事業者として選定

し、４店舗に合計１２０商品を出品することとなった。 

４ テストマーケティングと並行して、参加事業者とバイヤーとの

商談に繋がることを目指したため、よりよい成果を得られるよ

う、事前に参加事業者に自己ＰＲ動画の作成や成約率を上げる

コツについて学んでもらった。 

５ 東京都心のセレクトショップ４店舗で、２／１３～２／２６に

かけて工芸品の展示・販売及び商談会を実施した。 

６ 店舗に設置したアンケートに回答したバイヤーが参加事業者と

商談を希望する場合は、事業者とバイヤーを繋いだ。 
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 事業名 事業実績 

３ 

笑顔で子育て

できる支え合

い の ネ ッ ト

ワークづくり

事業 

「第３次晴れの国おかやま生き活きプラン」の地域別構想に基づ

き、地域全体で子育てを支え、安心して子育てできる環境づくりを

推進するため、以下の１～３に挙げる内容の事業をＮＰＯ等の子育

て支援団体計６団体に委託して実施した。 

１ ネットワークづくり事業（２団体、２つの市で実施） 

子育てに関する知識や課題への学習等を通じて、支援者のネッ

トワーク化を図る取組 

２ 子どもの居場所づくり事業（３団体、２つの市で実施） 

地域で子どもの居場所等を設ける取組 

３ 子どもの外遊び促進事業（１団体、１つの市で実施） 

子どもの外遊びの促進により、子どもの健全な育成を図る取組 

 

 

備中県民局 

 事業名 事業実績 

１ 
地域の課題解

決支援事業 

【スタートアップ支援事業】 

・４月 実施地域を決定（井原市県主地区、新見市神郷油野三室地

区） 

・４月～５月 委託業者を技術提案により決定（特定非営利活動法

人みんなの集落研究所） 

・６月 地域課題の洗い出し 

・７月 各地域５名の参加学生を決定（応募者数：県主地区１４

名、三室地区１９名） 

・８／９ 事前研修 

・９月～１２月 現地研修 

県主地区：９／４、１０／１５、１０／２３、 

１１／２０、１２／２４ 

三室地区：８／２８、１０／２９～３０、１１／

１９  

・１／１５ 三室地区プラン発表会（テーマ：年間を通じた訪問者

の増加） 

・２／２５ 県主地区プラン発表会（テーマ：子どもを巻き込んだ

地域づくり） 

・３／１５ 大学生振り返り会 
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 事業名 事業実績 

２ 

つながる×つ

なげる応援事

業 

１ 地域と地域をつなぐ 

元気集落に出向いて集落の課題を把握し、他集落の先進事例

等の情報提供を行った。（訪問集落数：１１８件、うち集落間

交流件数：４件） 

２ 人と地域をつなぐ 

中山間地域スタンプラリーを実施予定であったが、スタンプ

ポイントの設置などの調整が整わず、より実効性のある「おか

やま備中マルシェ」の開催や、ラジオ放送による中山間地域等

の情報発信等を行った。 

（１）元気集落応援サイト「フレフレ備中」による情報発信   

集落等からの投稿件数：３４件 

（２）元気集落応援サイト「フレフレ備中」の改修 

一時保存機能やプレビュー表示機能の追加 

（３）おかやま備中マルシェの開催 

日時：１０月８日（土）～９日（日） 

場所：とっとり・おかやま新橋館２階催事スペース 

内容：備中地域の特産品や観光の魅力発信及び中山間地域・

離島の紹介 

出展：倉敷市、新見市、浅口市 

来場者数：４２３人（１０／８）、３３０人（１０／９） 

（４）ＦＭラジオを活用した中山間地域等情報発信事業 

放送日：１１／２、１１／１６、１１／３０、１２／７、

１２／２１、１／１８、２／１、２／１５（全８回）    

番組名：ＦＭ岡山「ＴＥＩＬＩＧＨＴ ＰＡＶＥＭＥＮ

Ｔ」 

出演者：備中管内の元気集落（６地域）、おかやま地域づ

くり支援員等 

３ 

備中地域なら

ではの産業モ

デル構築事業 

１ 備中流！産業による地域おこし支援事業 

（１）試作品制作、販路開拓経費等の補助事業（７団体） 

（２）専門家派遣事業（７団体） 

２ 首都圏テストマーケティング事業 

テストマーケティング（１１事業者）（年間） 

場所：日本百貨店しょくひんかん 

４ 

６次産業化に

よる儲かる農

業推進事業 

１ 備中地域６次産業化ネットワークの推進チーム及び地域活動班

による情報共有や６次産業化を志向する農林水産漁業者の掘り起

こしを行った。 

２ ６次産業化を志向する農林漁業者や既に６次産業化に取り組ん

でいる事業者に対して、それぞれの課題に応じた研修会や交流会

を行った。（のべ参加人数２８４人） 

３ ６次化商品の販路拡大の支援をするために県内イベント出展に

向けた研修会の開催及びイベント開催期間中の支援を行った。 
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美作県民局 

 事業名 事業実績 

１ 

地域と高校生

の協働による

地域課題解決

支援事業 

＜実施状況＞ 

※事業は、ＮＰＯ法人みんなの集落研究所への委託（随意契約）に

より実施 

○第４回うまいもん商店街 

・Ｒ４．１１．２０（日）１１：００～１４：００ 

・高校生実行委員会（５校１９名）が中心となり、企画・運営 

・高校生ボランティア（前日約３０名、当日約６０名参加） 

・地域等出店（２８団体、高校生企画出店２ブース） 

 

〇高校生の地域学授業を通じた地域課題解決 

・次の地区に高校生が入り活動を実施 

津山市知和地区、津山市佐良山地区、美作市豊田地区 

 

○地域との協働に関心を持つ高校生等との連携 

・次の地区に高校生が入り活動を実 

鏡野町中谷地区、久米南町山手地区 

※このほか津山市、美咲町の交流拠点を活用した地域活動を実

施 

○上記取組の成果発表会 

・Ｒ５．３．２４（金）１０：００～１２：００ 

・事例発表（うまいもん商店街高校生実行委員会、津山高校、美作

高校） 

・地域からの参加者と高校生が交流・意見交換を実施 

２ 

地域運営組織

等の相互交流

による地域課

題解決支援事

業 

＜実施状況＞ 

○情報交換会の開催 

・テーマ：防災対策 

５／２７（金）開催、参加者６０名（地域５０名、行政関係１０

名）、事例提供：津山市城西地区、美咲町塚角地区 

 

・テーマ：空き家対策 

６／２２（水）開催、参加者６０名（地域４６名、行政関係１４

名）、事例提供：津山市上加茂地区、美咲町倭文西地区 

 

・テーマ：支え合いからの地域づくり 

３／１５（水）開催、参加者８５名（地域６０名、行政関係２５

名）、事例提供：津山市院庄地区、美咲町打穴地区 

 

○地域への視察・交流 

・美咲町塚角地区への視察 

１１／１２（土）湯原地域づくり委員会８名及び真庭市湯    

原振興局２名が塚角地区の防災の取組について、現地視察・交流を

行った。 
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 事業名 事業実績 

３ 

なくそう鳥獣

被害！美作国

づくり推進事

業 

兵庫県、鳥取県と連携し、市町村職員、農家、狩猟者等に向けた

合同研修会を開催するとともに、３県で１０月を「シカ捕獲強化月

間」として集中捕獲を実施した。モデル実証地区３か所設置し、集

落会議や集落点検、ぶどうを守る効果的で低コストな保護ネットや

目隠しシートの設置、ネギにおけるネットと電気柵によるサル対策

などを実証するとともに、被害防止対策研修等、農家の対策意識を

高める取組を実施した。（津山市ぶどう、真庭市ネギ、 勝央町ぶ

どう）わな猟免許の新規取得者を対象に、わなの作成から捕獲、止

めさし、解体までの捕獲から利活用に至る一連の工程を体験できる

研修「狩猟生活応援塾」を開催した。（参加者３０人） 

４ 
中山間地域の

魅力発信事業 

＜実施状況＞ 

※事業は、株式会社ビザビへの委託（随意契約）により実施 

○雑誌への記事広告掲載 

元気集落における課題解決の先進的な取組事例を県内に広く情報

発信、中山間地域の魅力をＰＲすることで、中山間地域への関心を

高め、関係・交流人口の創出を図ることを目的とする。 

・掲載誌 月刊タウン情報おかやま 

・掲載時期 ３月２５日号 

・掲載地域 おかやま元気！集落（津山市上加茂地区、西粟倉村大

茅地区） 

・掲載内容 地域を取材し、その活動等を特集記事にて紹介 

 

監査の過程において、上記各事業の成果を確認したところ、「委託先からの実績

報告書やイベント参加者へのアンケートなどから事業の評価を行っています。各県

民局において、『第３次晴れの国おかやま生き活きプラン』の地域別構想を踏まえ

ながら、多様な主体と連携し、地域の産業振興や課題解決の取組など、持続可能な

中山間地域の形成につながる取組を推進することができたと考えています。」との

回答を得ている。 

この点、令和４年度において、中山間地域の活性化のために多様な事業が実施さ

れており、これらの活動によって、一定の成果があったことは認められる。 

なお、中山間地域の活性化にあたっては、持続的な取組が不可欠と思われるが、

要領において、事業期間は、原則として単年度としつつ、継続して実施することで

より効果を発揮する場合などには、翌年度も引き続き実施できることとしており、

継続して実施している事業も複数あるとのことであった。 

具体的には、備前県民局においては、令和２年度の備前地域産品知名度向上販路

開拓事業の中で実施したニーズ調査を踏まえ、ブラッシュアップする形で令和３、

４年度に「専門家派遣による備前地域産品知名度向上応援事業」を継続して実施し
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たほか、美作県民局では、「地域と高校生の協働による地域課題解決支援事業」、

「地域運営組織の相互交流による地域課題解決事業」を継続して実施しているとの

ことであった。 

このように、本事業について有効性が認められるとともに、一定の事業について

は持続的な取組がなされていることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

委託事業について、可及的に競争性のある契約方法を選択すべきことは本事業の

合規性において述べたとおりであり、競争性のある契約方法を選択することで委託

費の削減効果も期待できると思料する。 

もっとも、上記の点を除いて、効率性について問題となる点は認められなかった

ため、本事業の効率性の評価をＢとした。 
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１１ 地域と暮らしの維持応援事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

中山間地域又は離島地域において、市町村等が地域の課題やニー

ズを踏まえて行う、地域づくり団体、ＮＰＯ、企業、大学生等多様

な主体と連携して実施する地域課題の解決に向けた取組や、移住・

定住促進、集住や集落移転の検討・支援、地域内交流や地域内集住

のための空き家改修等について、積極的に支援し、持続可能な地域

づくりを促すこと。 

事業内容 

対象事業 

１ 安心して暮らせる生活環境づくり支援事業（予算：700万円） 

２ 地域経済振興事業（予算：900万円） 

３ 集落再編支援事業（予算：50万円） 

４ 継業支援事業（予算：50万円） 

５ 移住・定住促進応援事業（予算：900万円） 

６ スマート集落促進事業（予算：320万円） 

７ 地域に飛び出せ大学生！おかやま元気！集落研究・交流事業 

（予算：300万円） 

法令・条例・要綱等 

・中山間地域活性化基本方針 

・地域と暮らしの維持応援事業実施要領 

・地域と暮らしの維持応援事業補助金交付要綱 

・移住・定住促進応援事業実施要領 

・移住・定住促進応援事業補助金交付要綱 

・地域に飛び出せ大学生！おかやま元気！集落研究・交流事業実施

要綱 

・地域に飛び出せ大学生！おかやま元気！集落研究・交流事業補助

金交付要綱 

主な財源 地方創生推進交付金、一般財源 

令和４年度予算 3220万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2485万 4667円 

（77％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野２ 地域を支える人材の創出」の具体的な重点施策として、①移住・定住の

促進、②関係人口の創出・拡大、③伝統文化等の継承と発信及び都市住民との交流

促進、④若者の還流・定着及び⑤次代を担う人材の育成を掲げている。 

かかる基本方針を踏まえ、「地域と暮らしの維持応援事業実施要領」は、「過疎
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化、高齢化の進行等により、集落機能や農林水産業等の基幹産業の維持継続、日常

生活に必要なサービス機能等の維持・確保が危ぶまれている中山間地域や離島地域

等において、地域の課題やニーズを踏まえ、地域づくり団体、ＮＰＯ、企業等の多

様な主体との連携による地域活性化に向けた取組や、将来を見据えた集落再編や小

規模事業者等の継業に向けた取組等を行う市町村を積極的に支援することで、自立

発展的な地域づくりを促す。」として、具体的な趣旨を明らかにしている。 

本事業は、上記「地域と暮らしの維持応援事業実施要領」に基づいて、中山間地

域又は離島地域において、地域づくり団体、ＮＰＯ、企業、大学生等多様な主体と

連携して実施する地域課題の解決に向けた取組や移住・定住促進、集住や集落移転

の検討・支援、地域内交流や地域内集住のための空き家改修等について、積極的に

支援し、持続可能な地域づくりを促すことを目的とするものであり、その財務事務

は、基本方針及び要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、雑誌の掲載については委託事業として実施され、

かかる委託事業は随意契約（少額随意契約）とされており、その余の財務事業は、

補助金の交付によって執行されている。 

本事業の委託手続き及び補助金の交付手続きについて、問題となる点は認められ

なかったため、財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

令和４年度の本事業は、７つの事業であるところ、その詳細は下記のとおりであ

る。 

記 

１ 安心して暮らせる生活環境づくり支援事業（予算：７００万円） 

市町村が、住民や商工団体、企業、ＮＰＯ等と協働して実施する移動販売や宅

配、給配食、高齢者の安否確認や雪かきなどの日常生活の不安解消に向けた取組に

対し、補助金を交付する。 

 

２ 地域経済振興事業（予算：９００万円） 

市町村が多様な主体と連携し計画的な事業展開を図り、地域の特性や資源を生

かした産業の振興や都市との交流・定住の促進等の地域経済の循環に向けた取組

（移住・定住促進応援事業に係るものを除く）に対して補助金を交付する（取組

例：地域資源等を活用した滞在型・体験型観光の受入体制整備等）。 

 

３ 集落再編支援事業（予算：５０万円） 

将来に向けて地域住民の安全で安心な暮らしを確保していくために、市町村が
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行う集住や集落移転の検討に関する経費、移転の円滑化のための経費及び建物・土

地の利子に対して補助金を交付する。 

 

４ 継業支援事業（予算：５０万円） 

市町村が商店等を営み後継者を求める小規模事業者と意欲ある購入希望者との

継業を支援し、地域の活力を維持する取組に対して補助金を交付する。 

 

５ 移住・定住促進応援事業（予算：９００万円） 

移住体験ツアーや空き家の活用促進、地元や先輩移住者等と協働で行う受入体

制の整備等の取組（例：移住体験ツアーの開催、お試し住宅の整備、空き家改修

等）に対して補助金を交付する。 

 

６ スマート集落促進事業（予算：３２０万円） 

市町村が、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０を見据えて実施する、中山間地域等の集落活

動の課題をＩＣＴ等の活用により解決する取組（例：都市部等との交流や情報発信

等を目的としたＩＣＴ環境の整備等）に対して補助金を交付する。 

 

７ 地域に飛び出せ大学生！おかやま元気！集落研究・交流事業（予算：３００万円） 

おかやま元気！集落が抱える人口減少や高齢化等を原因とした課題について、

大学が集落と協働して現状把握や分析を行い、課題解決のための実践的な手法の検

討・実施に取り組む場合に、その調査・研究活動を支援する。 

以上 

 

監査の過程において、令和４年度の本事業の実績を確認したところ、①安心して

暮らせる生活環境づくり支援事業に対して３件（６００万円）の支援、②地域経済

振興事業に対して２件（５２８万７０００円）の支援がなされたほか、③地域に飛

び出せ大学生！おかやま元気！集落研究・交流事業について８大学１３研究室の研

究内容を採択し４７７万７０００円の補助金が交付されたことを確認した。 

なお、本事業の成果検証については、「補助金交付先からの実績報告書などから

事業の評価を行っています。中山間地域や離島地域の持続可能な地域づくりを促進

するため、市町村等が多様な主体と連携して実施する取組を積極的に支援し、買い

物支援施設の交流拠点整備などの成果が見られました。」との回答を得ている。 

この点、令和４年度において補助金の支給の対象となった事業については、市町

村等の取組を促しており、中山間地域等の活性化に貢献していると思われ、事業の

有効性は認められる。 
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なお、令和４年度において一切補助金の交付がなされていない事業も複数存在し

ているところ（集落再編支援事業、継業支援事業、スマート集落促進事業）、これ

らの事業については、いずれも必要な事業メニューであって、活用が図られるよ

う、年度当初の市町村担当者への説明会のほか、随時、市町村へ周知しているとの

ことであった。 

もっとも、一定の予算が確保されていることを踏まえると、補助金が積極的に活

用され中山間地域の活性化を図り、持続可能な地域づくりを実現することが望まし

いことは明らかである。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＣとした。 

 

 

【意見１－２】本事業のうち補助金の支給がなかった事業について、積極的に補助金

が活用される施策を検討する必要があると考える。 

前記のとおり、本事業のうち、令和４年度には補助金の支給がない事業が複数認め

られた。 

この点、補助金の支給がない事業についても、要望調査の段階では市から活用希望

が出ており、スマート集落促進事業についても、市町村から問い合わせを複数受けてい

ること及び集落再編支援事業については、令和元年から令和４年度まで年１回、集落の

あり方を考えるシンポジウムを開催し、地域において、集住や集落移転を視野に入れた

集落のあり方について検討する機運を醸成したことは認められるものの、さらに補助金

が積極的に活用されるべく、施策を検討する必要があると考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の財務事務は、少額の随意契約及び補助金の交付によって執行されてお

り、効率性について特段問題となる点は認められなかったため、本事業の効率性の

評価をＢとした。 
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１２ 中山間地域協働支援センター事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

市町村合併や人口減少により、中山間地域の行政・民間サービス

が縮小するなか、安心して暮らし続けることができるよう共助によ

る集落活動を担う元気集落の重要性が高まっている。さらに、登録

済みの元気集落においても人口減少や定年延長等の影響により代表

者の後継者や共同作業の担い手不足を課題とする集落が多い。 

そのため、元気集落の活動持続性・発展性向上に資する民間企業

や大学等の多様な主体の参加促進等を図る「岡山県中山間地域協働

支援センター」を設置・運営し、元気集落の持続的な活動を支援す

るため、市町村との連携を重視し、中山間地域協働支援センターに

よる集落訪問と市町村への訪問拡充により地域課題の解決を図る。 

事業内容 

１ 元気集落の取組全般の推進 

２ 備前県民局管内の元気集落と地域づくりの支援 

３ 地域づくりへの民間参加等の促進 

４ 中山間地域の振興に資する人材の育成 

５ 中山間地域の活性化に向けたネットワークづくり 

６ 集落のあり方を考えるシンポジウムの開催 

７ スタッフの配置等 

法令・条例・要綱等 中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生推進交付金（900万円）、一般財源（900万円） 

令和４年度予算 1800万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1799万 9686円 

（99％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「中山間地域の潜在力を生かしながら、人づくり・

組織づくり、生活基盤づくり、地域経済の振興に一体的に取り組むことにより、地

域に暮らす人々の将来に対する不安解消を図り、持続可能な中山間地域の形成を目

指す」ことを掲げ、基本目標を「安心して暮らし続けることができる地域づくり」

としている。 

本事業は、元気集落の活動持続性・発展性向上に資する民間企業や大学等の多様

な主体の参加促進等を図る「岡山県中山間地域協働支援センター」を設置・運営

し、元気集落の持続的な活動を支援するため、市町村との連携を重視し、中山間地

域協働支援センターによる集落訪問と市町村への訪問拡充により地域課題の解決を

図ることを目的とするものであり、その財務事務は、基本方針に合致するものであ
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る。 

２ また、本事業の財務事務は、公募による委託の方式により執行されているところ、

その方式は、プロポーザル方式によって委託先を決定しており、その手続きについ

て、特段問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

令和４年度の本事業は、７つの事業であるところ、その詳細は下記のとおりであ

る。 

記 

 

１ 元気集落の取組全般の推進 

(1) 取組の全般的支援 

県内の元気集落の活動状況や課題の把握を行い、課題解決に向けた助言や市

町村への情報提供により、集落活動が持続可能となるための必要な支援を行

う。 

 

(2) 情報発信 

ＳＮＳ等を通じ、元気集落のイベントやお祭りなど広く県内外に紹介するこ

とで、元気集落の認知度向上並びに関係人口創出につながる交流促進を図る。 

 

(3) 情報提供 

中山間地域協働支援センターの実施事業や元気集落への支援事例等を元気集

落や元気集落への登録を検討する集落、市町村等に情報提供し、元気集落の活

動促進及び元気集落への支援の拡大を図る。 

 

(4) 調査分析及び情報管理 

新規登録した元気集落へのアンケート調査や元気集落の活動状況及び訪問や

課題の整理について行う。 

 

(5) 市町村との連携 

市町村と連携を図り、元気集落の課題解決に向けた提案や新規元気集落登録

に向けた支援等を行うほか、県が実施する事業や洗礼地事例を踏まえた解決策
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の提案等を行う。 

 

(6) 元気集落の組織・事業の見直し等支援 

元気集落の「後継者・担い手の確保」等を図るため、市町村及び各県民局と

連携し、元気集落の組織・事業の見直し等を支援する。 

 

２ 備前県民局管内の元気集落と地域づくりの支援 

備前県民局管内の元気集落への支援の充実・強化を図るとともに、備前県民局

管内の地域づくり団体の取組支援や備前県民局管内の地域おこし協力隊等の定着支

援を行う。 

 

３ 地域づくりへの民間参加等の促進 

(1) おかやま元気！集落応援団の登録促進及び派遣等 

元気集落の活動支援を行うため NPO、企業、大学及びボランティアグループ等

を「おかやま元気！集落応援団」として登録し、要望に応じて派遣するととも

に、大学と企業等を集落に同時派遣する等 

応援団同士の交流や新規応援団の獲得に向けた機会の拡大を図ることによ

り、関係人口の創出に取り組む。 

 

(2) 企業とのマッチング 

企業等による元気集落等の地域資源の紹介や元気集落等での企業等の社会貢

献活動の実施等を促進するため、地域と企業のマッチングの機会を提供する。 

 

４ 中山間地域の振興に資する人材の育成 

(1) 元気集落連携・交流会及び市町村出前研修 

後継者・担い手の確保育成、生活支援・交流等地域の支え合い活動、移住・

定住の促進、ＩＣＴ活用等地域づくりに取り組む元気集落等の人材の資質やス

キルの向上及び元気集落同士の交流を促進するため、市町村と連携し、市町村

出前研修を開催する。 

 

(2) 担い手人材育成セミナーの開催 

中山間地域の担い手を育成するため中山間地域の地域づくりに関心のある人

材に対し、担い手となる資質やスキルアップの場を提供するためセミナーを開

催する。 
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５ 中山間地域の活性化に向けたネットワークづくり 

(1) 都市部と地域の交流促進 

地域資源を活用した事業等に取り組む地域の活動強化を図るため、地域の特

産品等を都市部住民等にイベント等を通じて紹介・ＰＲする。 

 

(2) 大学等と地域の連携促進 

元気集落等の地域づくりの活動強化及び次第を担う人材の育成を図るため、

高校、大学等による地域づくりへの参加や大学等と地域の連携促進を図る。 

 

６ 集落のあり方を考えるシンポジウムの開催 

集落や集落移転等を通じた持続可能な地域づくりに造詣の深い専門家等を招

き、無居住化の可能性のある集落に対する行政の関わり方を幅広く、多面的に議論

するためのシンポジウムを開催する。 

 

７ スタッフの配置等 

中山間地域支援センター業務に従事するスタッフを配置し、業務を行う。 

以上 

 

監査の過程において、令和４年度の本事業の実績を確認したところ、元気集落へ

の訪問が１８集落に対し２２回であったこと（なお、訪問の詳細について報告書あ

り）、情報収集活動や研修会が複数回にわたって実施されたこと、集落のあり方を

考えるシンポジウムが開催されたこと（アンケート調査の実施あり）及び元気集落

に対する支援が実施されたことについて、詳細な報告書をもって報告されているこ

とを確認した。 

また、地域づくりへの民間参加等の促進、中山間地域の振興に資する人材の育

成、中山間地域の活性化に向けたネットワークづくり及びスタッフの配置に係る令

和４年度の活動状況についても、報告書の提出並びにスタッフの活動状況に関する

業務報告書及び日報によって把握されており、事業効果が検証されている。 

このように、本事業の遂行状況について、詳細に把握のうえ、検証がなされてい

るとのことを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の財務事務において、効率性の観点から問題となる点は認められなかっ

た。 

また、本事業で予定されている事業において、他の事業と重複していると思われ
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る事業があったためその内容を確認した（例えば、持続可能な中山間地域等形成事

業において、つながる×つなげる応援事業が実施されているところ、かかる事業は

元気集落に出向いて集落の課題を把握し、他集落の先進事例等の情報提供を行うこ

となどを内容とするものであり、元気集落の取組全般の推進における取組の全般的

支援と一部重複しているように思われた。）。 

この点について、元気集落の訪問数１１８件は、「５おかやま地域づくり支援員

配置事業」で備中県民局に配置されている支援員の実績であり、集落訪問で把握し

た課題等への対応策として、つながる×つなげる事業において集落間交流（４件）

を実施したとのことであった。 

また、元気集落支援に関する他の事業との関係について、中山間地域協働支援セ

ンター事業は、県内全域の元気集落を対象に、全般的な取組支援や民間参加等の促

進、人材育成等を行うものであり、登録集落が事業開始当初に比べ大幅に増加した

ため、きめ細かな集落訪問や情報収集、助言等の支援をセンター等と連携しながら

行えるよう、おかやま地域づくり支援員を備中県民局及び美作県民局に配置したも

のである。他方で、県民局は、地域づくり支援員及びセンターと協力しながら、元

気集落活動促進支援事業等の補助事業や持続可能な中山間地域等形成事業を活用し

て集落支援を行っており、さらに、毎月１回、センターにおいて、地域づくり支援

員、県民局職員、中山間・地域振興課職員が出席する連絡会議を開き、情報共有や

個別支援策の検討等を行っている。 

このように、中山間地域協働支援センター事業と他の支援事業の調整は図られて

いるとのことであったため、本事業の効率性の評価をＢとした。 
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１３ おかやま元気！集落活動促進支援事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

単独での集落機能の維持が困難な小規模高齢化集落等が含まれる

地域において、小学校区、大字等の単位で地域運営への移行等を進

め、集落機能の維持・強化を図るとともに、登録地域の活動を支援

することで、元気集落の自立を促進すること。 

事業内容 

１ 初動期支援 

(1) 近隣集落との支え合いによる集落機能の維持・強化に向けた

取組支援 

例・組織体制の整備・拡充 

・住民アンケートによる地域の現状・課題の把握 

・地域計画の策定と計画に基づいた事業の試行 

 

２ 発展期支援 

(1) 集落の組織・運営体制の強化、集落人口の維持・増加に向け

た取組支援 

例・組織体制の強化（小規模多機能自治、ＮＰＯ法人化） 

・外部人材を活用した組織力強化 

・移住定住促進（空き家調査、Ｕターン促進、ＨＰ・パンフ

作成等） 

 

(2) 集落の自立化や生活支援機能強化に向けた取組支援 

例・コミュニティビジネスの創業や特産品の生産能力強化、企

業と連携して実施する集落ツアーの受入れ等に当たり必要

となる施設改修・設備整備等 

・暮らしに直結し、住民同士の交流を生みやすい配食・飲食

等の生活支援や子育て支援等に当たり必要となる施設改

修・設備整備等 

法令・条例・要綱等 

・中山間地域活性化基本方針 

・おかやま元気！集落実施要綱 

・おかやま元気！集落活動促進支援事業実施要領 

・おかやま元気！集落活動促進支援事業補助金交付要綱 

主な財源 地方創生推進交付金（475万円）、一般財源（485万円） 

令和４年度予算 960万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

490万 4743円 

（51％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野１ 集落機能の維持・確保」の具体的な重点施策として、「おかやま元気！
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集落」の活動支援を掲げている。 

かかる基本方針を踏まえ、「おかやま元気！集落活動促進支援事業実施要領」

は、「小規模高齢化集落が存在する地域において、小学校区、大字等の単位での地

域運営への移行を進め、集落機能の維持・強化、集落の自立化に向けた取組を支援

する。」として、具体的な趣旨を明らかにしている。 

本事業は、上記「おかやま元気！集落活動促進支援事業実施要領」に基づいて、

単独での集落機能の維持が困難な小規模高齢化集落等が含まれる地域の活動を支援

することで、元気集落の自立を促進することを目的とするものであり、その財務事

務は、基本方針及び要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、補助金の交付によって執行されており、その手続きに

ついて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、令和４年度の補助金実績を確認したところ、１０の事業に

対して、合計４７４万８４３円の補助金が交付されていることを確認した。 

なお、補助金支出の効果については、「市町村からの実績報告書で評価を行って

います。補助金を活用して新たな取組を行うことや、視察では先進事例の横展開が

期待されます。」との回答を得ている。 

このように、本事業に基づく補助金の支出によって、集落機能の維持・強化を図

るという目的に対し、一定の成果が認められる。 

なお、令和３年度の補助金交付額は、総額５５８万４６４３円であったのに対

し、令和４年度の補助金交付額は総額４７４万８４３円であって、執行率は５１％

であるところ、令和２年度から令和４年度は、新型コロナ感染症拡大による行動制

限で、住民の話し合いや新たな取組等が実施できず、事業の活用に大きな影響が

あったとのことである。 

このように、本事業に一定の成果が認められること、執行率はやや低いものの５

０％を上回っていることや新型コロナウイルス感染症の影響を否定できないことを

考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、要綱に基づき補助金を支出する事業であり、補助金の支出に関して、

効率性の点から問題となる点は認められなかった。 

この点を考慮して、事業の効率性の評価はＢとした。 
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１４ 地域の多様な担い手確保・活動支援事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

新たな中山間地域活性化基本方針の柱となる「多様な主体が支え

合う仕組みづくり」の実現のためには、地域住民自らが主体となっ

て地域課題の解決に取り組む体制整備と地域の新たな担い手となる

人材の確保が特に重要な課題となっている。 

このため、地域課題の解決に向けた活動を持続的に行うための地

域運営組織の設立やその活動、都市部から移住して地域協力活動に

従事する「地域おこし協力隊」の着任や活動及びそれらに関係する

市町村の取組を支援する。 

事業内容 
１ 地域マネジメントコンサルティング事業 

２ 地域おこし協力隊着任・活動アシスト事業 

法令・条例・要綱等 

・中山間地域活性化基本方針 

・地域おこし協力隊着任・活動アシスト事業実施要綱 

・地域おこし協力隊着任・活動アシスト事業補助金交付要綱 

主な財源 地方創生推進交付金（292万円）、一般財源（1848万円） 

令和４年度予算 2140万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1856万 9499円 

（86％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野２ 地域を支える人材の創出」の具体的な重点施策として、下記のとおり定

めている。 

記 

◎関係人口の創出・拡大 

地域づくりを支える人材の確保につながるよう、地域との関わりを求めてい

る人に対して適切な情報提供や相談対応ができる窓口を整備し、関係人口の創

出を図る。 

また、地域おこし協力隊、大学生、企業、ＮＰＯ等多様な主体の関与のも

と、市町村と連携しながら地域での魅力の再発見や課題解決を図る取組を支援

する。 

以上 

 

かかる基本方針を踏まえ、「地域おこし協力隊着任・活動アシスト事業実施要
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領」は、「隊員の処遇改善や定着促進、相談体制の整備など、協力隊の設置・活用

に取り組む市町村を県が支援することにより、市町村の地域おこし協力隊の活用・

定着を促進し、地域の活性化を推進する。」として、具体的な趣旨を明らかにして

いる。 

本事業は、上記「地域おこし協力隊着任・活動アシスト事業実施要綱」に基づい

て、地域課題の解決に向けた活動を持続的に行うための地域運営組織の設立やその

活動、都市部から移住して地域協力活動に従事する「地域おこし協力隊」の着任や

活動及びそれらに関係する市町村の取組を支援することを目的とするものであり、

その財務事務は、基本方針及び要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、地域マネジメントコンサルティング事業及び地域

おこし協力隊関連は委託事業とされており、その余の事業は、補助金交付によって

執行されている。 

まず、地域マネジメントコンサルティング事業については、プロポーザル方式に

よる随意契約を締結しており、かかる手続きについて、問題となる点は認められな

かった。 

また、地域おこし協力隊関連については、特命随意契約とされているところ、

「委託先団体が県内の行政担当者及び地域おこし協力隊との横断的関係を構築し、

かつ、地域おこし協力隊の募集に関するノウハウやニーズについて専門的な知識を

有するとともに、そのネットワークを通じ、全国各地からの講師招聘を行うことが

できる唯一の団体であることから、随意契約」としているとのことであり、本事業

の特殊性を考慮すると本事業に関して特命随意契約とすることについて合理性を認

められるものと判断した。 

その他、補助金の交付について問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、本事業の内容の詳細を確認したところ、下記のとおりで

あった。 

記 

１ 地域マネジメントコンサルティング事業 

(1) 市町村コンサルティング支援 

専門的知見を有した外部人材の活用により県のコンサルティング機能を強化

し、地域運営組織設立・支援に取り組む意欲ある市町村に対して、それぞれの

実情に応じた個別性の高い支援を展開する。 

地域運営組織設立促進に係る助言・情報提供を行うことで市町村へのノウハ
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ウ蓄積を図る。 

 

(2) 地域運営組織に対する支援 

これから地域運営組織を立ち上げようとする地域や既存の地域運営組織に対

して、市町村と協働して、それぞれの実情に応じた支援を展開する。 

 

２ 地域おこし協力隊着任・活動アシスト事業 

(1) 募集支援事業 

市町村の募集目的に沿った意欲ある人材を確保するため、地域おこし協力隊

希望者へ向けた情報発信やオンライン募集イベントを実施する。 

併せて、市町村の募集事務をスキルアップさせることで、安定した人材の確

保につなげるため、モデル市町村に対する募集事務の伴走支援を行い、そこで

得られた知見を共有するための研究会や市町村の個別相談会を開催する。 

 

(2) 隊員同士の連携・交流 

地域おこし協力隊や市町村担当職員等を参集し、活動紹介、意見交換会の場

を設け、相互の交流、情報交換、ネットワークづくり等を目的とした連携・交

流会を開催する。 

 

(3) 市町村への補助事業 

ア 地域おこし協力隊設置促進事業 

協力隊の処遇改善を図るため、特別地方交付税措置額を超えて賃金を支給す

る場合に経費の一部を補助する。 

 

イ 地域おこし協力隊継続配置事業 

任期を満了した協力隊員について、就業・定住を目指すため４年目以降も地

域で活動する隊員として、市町村が継続して採用・配置する場合、経費の一部

を補助する。 

 

ウ 地域おこし協力隊相談員設置事業 

協力隊員のＯＢ等を活用して、退院の相談等に応じる相談員を設置する場合

に経費の一部を補助する。 

 

エ 地域おこし協力隊定住促進事業 

市町村が任期終了後に当該市町村内への定住を促進するため、交流会や企業
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研修等を開催する場合、経費の一部を補助する。 

以上 

 

監査の過程において、委託に関する各事業が詳細な報告書をもって報告されてい

ることを確認した。 

また、本事業の成果について、地域マネジメントコンサルティング事業について

は、委託先からの報告書や、地域運営組織の設立件数などにより評価を行っている

こと、及び、市町村内での関連部署による連携体制の構築や、地域において主体性

を発揮する地域運営組織の設立につながっていること、地域おこし協力隊関連につ

いては、委託先や補助金交付先からの実績報告書や、交流会参加者へのアンケート

調査などによって評価を行っていること及び連携・交流会等の実施や市町村の補助

により、地域おこし協力隊の募集活動及び任期中の活動を支援することで、着任数

増加につながっていることを確認した。 

このように、本事業が目的の遂行にあたって、有効であると思われることから

ら、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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１５ 小中学生離島の魅力発見・発信事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

穏やかな瀬戸内海に浮かぶ「おかやまの島々」は、豊かな自然や

独自の伝統・文化を有する本県の貴重な財産であるが、地元地域の

住民でも、実際に島を訪れ、直接その島の伝統文化や産業等の魅力

に触れる機会は少ない。 

こうした状況に鑑み、県内の小中学生を対象に、離島の自然、伝

統、文化、産業等を体験する機会を提供することにより、離島に対

する関心や理解を高め、将来の離島振興を担う人材の育成を図る。 

また、体験学習を通じて発見した離島の魅力について情報発信を

行うことで、更なる交流人口の拡大を目指す。 

事業内容 

１ 小中学生の島体験 

２ 小中学生による島の魅力発見及び事前事後学習 

３ 島の魅力発信強化 

法令・条例・要綱等 
・離島振興計画 

・小中学生離島の魅力発見・発信事業実施要領 

主な財源 国庫（240万円）、一般財源（240万円） 

令和４年度予算 480万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

474万 620円 

（98％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 離島振興計画は、「生き活きと、笑顔で暮らせる島づくり」を基本目標として、重

点施策を下記のとおり定めている。 

記 

■交流人口の拡大と UIJターン等の促進 

離島地域と他地域との人々の交流は、住民に視野の拡大や気づきをもたらすと

ともに、他地域の人々に離島地域についての理解を深めてもらう機会となることに

より、地域の活性化に資するものであることから、恵まれた自然環境や固有の文

化、芸術などの地域資源を活用し、交流の促進に努め、交流人口の拡大を図るとと

もに、島やそこに住む人々の魅力を積極的にＰＲし、定住者の増加につなげてい

く。 

 

■人材の確保・育成と多様な主体との協働 

離島地域の活性化には、地域の自主的・主体的な取組が必要であることから、

住民の意識改革や地域づくりに参画しやすい環境づくりなどに努めるとともに、地
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域を担う人材の確保育成に取り組む。 

また、住民やＮＰＯ、民間団体など、多様な主体と協働し、活性化に向けた取

組を進める。 

以上 

 

かかる振興計画を踏まえ、「小中学生離島の魅力発見・発信事業実施要領」は、

「県内の小中学生を対象に、離島の自然、伝統、文化、産業等を体験する機会を提

供することにより、離島に対する関心や理解を高め、将来の離島振興を担う人材の

育成を図る。また、体験学習を通じて発見した離島の魅力について情報発信を行う

ことで、さらなる交流人口の拡大を目指す。」として、具体的な趣旨を明らかにし

ている。 

本事業は、上記「小中学生離島の魅力発見・発信事業実施要領」に基づいて県内

の小中学生を対象に、離島の自然、伝統、文化、産業等を体験する機会を提供する

ことにより、離島に対する関心や理解を高め、将来の離島振興を担う人材の育成を

図るとともに、体験学習を通じて発見した離島の魅力について情報発信を行うこと

で、更なる交流人口の拡大を目的とするものであり、その財務事務は、振興計画及

び要領に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、小中学生の島体験は委託事業とされているとこ

ろ、その手続きは、下記のとおりである。 

記 

① 県から離島を有する６市（岡山市、倉敷市、玉野市、笠岡市、備前市、瀬戸内

市）へ受入団体の推薦を依頼する。県が認定した受入団体の紹介を教育委員会

及びスポーツ協会等を通じて事業のＰＲと共に行う。 

② 受入団体は実施団体と活動内容等について調整し、活動計画書を離島関係市を

通じて県へ提出する。 

③ 県で事業内容を審査し、県と受入団体による委託契約を締結後、島体験を実施

する。 

④ 体験学習終了後、小中学生目線で発見した島の魅力をＨＰ・ＳＮＳ等を通じて

ＰＲする。 

以上 

 

以上のとおり、本事業における委託は随意契約とはいえ、市からの推薦及び事業

計画の審査を経ており、県に委託先を選定する裁量は極めて狭いものとなってい

る。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 
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【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容は、小中学生の島体験、小中学生による島の魅力発見及び事前事後

学習及び島の魅力発信強化であるところ、その詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ 小中学生の島体験 

小中学生に、学校行事等を通じて県内の島での滞在を体験してもらうことと

し、体験メニューを通じて滞在中にその島の自然、伝統、文化、産業等に触れる機

会を提供する。 

対象：県内の小中学生 

受入：離島を有する市又は離島地域の法人等に委託する。 

 

２ 小中学生による島の魅力発見及び事前事後学習 

島体験の事前若しくは事後のどちらかに滞在離島に関する学習をして単なる夏

のレクリエーションにならないようにする。 

また、島での滞在・体験学習を通じて小中学生の目線から発見した島の魅力を

学習のまとめとして県に提出してもらう（例：絵日記、ポスター、感想文）。 

 

３ 島の魅力発信強化 

小中学生が発見した島の魅力（学習のまとめ作品等）、各島の文化や自然を

「おかやまの島」として、県内外に幅広く情報発信を行い、さらなる交流人口の拡

大や島の活性化につなげる。 

事業の実施については、より効果的となるよう業務委託とし、ＨＰ・ＳＮＳ等

を活用した離島観光ＰＲを行う。 

 

以上 

 

監査の過程において、令和４年度の事業実績を確認したところ、令和４年度は、

小中学生の県内離島体験及び離島の魅力発信強化として、特集ＨＰの更新や、県内

離島の当該事業の周知及び特集ＨＰへの誘導を図るＳＮＳ広告を実施し、かかる事

業成果について、「実施団体や参加者の数や委託先からの実績報告書、小中学生に

よる学習のまとめから事業の評価を行っております。本事業により小中学生が家族

等と島を再訪問するなどの関係人口の拡大や普段訪れる機会の少ない離島で伝統文

化や産業等の魅力に触れてもらい、離島に対する関心や理解を高めることで、将来

の離島振興を担う人材育成の第一歩となることが期待されます。」との回答を得

た。 
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このように、本事業によって、県内の小中学生に対して、離島に対する関心や理

解を高めるという成果を果たしていることが認められる。 

もっとも、「小中学生離島の魅力発見・発信事業実施要領」において目的とされ

ているところは、「離島に対する関心や理解を高め、将来の離島振興を担う人材の

育成を図る」こと及び「「体験学習を通じて発見した離島の魅力について情報発信

を行うことで、さらなる交流人口の拡大を目指す。」ことにあることを踏まえる

と、事業成果としては、離島振興を担う人材の増加数や交流人口の増加数等を検証

の指標として用いることが必要であると思われる。 

このように、本事業の効果をより定量的に測る等事業の有効性について改善の余

地があると考えられることから本事業の有効性の評価をＣとした。 

 

 

【意見１－３】本事業の成果指標として離島振興を担う人材の増加数や交流人口の増

加数等を用いることを検討すべきである。 

本事業は、小中学生に対し、離島の魅力を伝える事業であって、中山間地域の活性

化を図るうえで、重要な事業である。 

もっとも、事業の性質上、事業の内容が夏のレクリエーションにとどまり、中山間

地域の振興という本来の目的を果たせない恐れもある。 

本事業の成果として、離島振興を担う人材や交流人口の増加を用いることで、本事

業が、中山間地域の振興に貢献していることを定量的に明らかにすることを検討すべき

と考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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１６ 岡山移住・定住促進パワーアップ事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

他自治体との移住者の獲得競争が激化する中、新たな移住希望者

の掘り起こしに加え、多様化する移住希望者のニーズに応じたきめ

細かな対応が喫緊の課題となっている。 

こうしたことから、移住希望者のニーズに適切に対応するため、

相談体制の強化を図る。 

事業内容 

１ 晴れの国ぐらしＩＪＵアドバイザーの配置 

２ 岡山移住推進員（ハレクニぐらしのコンシェルジュ）の配置 

３ 移住支援コーディネーターの配置 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 
地方創生推進交付金（1848万 8000円）、一般財源（1911万 6000

円） 

令和４年度予算 3760万 4000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3646万 1858円 

（97.0％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、重点戦略Ⅲ「安心で豊かさが実感できる地域の創造」の「⑥持

続可能な中山間地域等形成プログラム」における重点施策として、移住・定住の促

進を掲げ、目標指標を移住相談件数２５００件／年としている。 

中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の

「重点分野２ 地域を支える人材の創出」の具体的な重点施策として、下記のとお

り定めている。 

記 

◎移住・定住の促進 

市町村と連携し、各種支援制度や本県の優位性等についてＳＮＳ等も活用し

ながら情報発信するほか、デジタル技術を積極的に活用し、首都圏における相

談体制の強化を図るとともに、移住と仕事のワンストップ相談窓口を活用す

る。 

また、移住希望者の要望に沿った住居の確保を図るため、市町村が実施する

空き家の情報提供を官民協働で支援するシステムの充実・強化を図る。 

さらに、移住することへの不安を取り除き、中山間地域への理解を深める取

組を行い、中山間地域に暮らす誰もが安心して暮らし続けることができるよ
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う、生活環境や新規就農を含めた就業環境等の向上を図る。 

以上 

 

本事業は、中山間地域活性化基本方針に基づいて、移住希望者のニーズに適切に

対応するため、相談体制の強化を図ることを目的とするものであり、その財務事務

は、生き活きプラン及び基本方針に基づくものである。 

２ また、財務事務の執行について、本事業のうち晴れの国ぐらしＩＪＵアドバイザー

の配置事業については、主たる事務所が東京都に所在する特定非営利活動法人１０

０万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援センターに委託されており、かかる委

託の手続きは、随意契約とされている（委託先：特定非営利活動法人１００万人の

ふるさと回帰・循環運動推進支援センター、委託金額：２２１４万３３９１円）。 

なお、随意契約とされた理由は、「特定非営利活動法人１００万人のふるさと回

帰・循環運動推進・支援センターは、東京・大阪の事務所を拠点に、移住・定住関

係の事業を実施する認定ＮＰＯ法人であり、両事務所合わせて、月３０００件以上

の相談が寄せられている。また、当法人は、設立からこれまでの２０年間にわた

り、移住・定住の促進に向けた取組を行っており、移住希望者からの認知度も高

く、移住希望者への支援や各自治体が行う移住相談会などのＰＲについてのノウハ

ウ、発信力を備えている。東京・大阪の移住・定住に関する情報発信、相談の拠点

になっている当法人に、岡山県専従の移住・定住相談員を配置することで、本県の

移住先としての魅力を効率的かつ効果的に発信することができ、本県への移住の促

進に大きく寄与することができることから、契約の性質又は目的が競争入札に適さ

ないため」とされている。 

この点、岡山県への移住・定住を促進するためには、東京、大阪の都市部に相談

員を配置することが必須であり、委託先が限定されることはやむを得ないこと、特

定非営利活動法人１００万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援センターは、団

体の性質上岡山県への移住のみを勧める団体ではないものの２０年以上にわたり、

地方移住のサポートを行ってきた国内最大規模の移住相談センターであり、認知度

が最も高く、移住を検討する者が一度は訪問する施設とも言われていること、同セ

ンターに本県の相談窓口を設置する効果は非常に高いうえに、近年、増加している

移住先の決まっていない漠然層にアプローチすることができること、移住先の条件

等を聴取した上で、岡山県にマッチすると思われる相談者が岡山県の相談員に引き

継がれることから、移住後のミスマッチを防ぐことができ、定住にもつながりやす

くなることなど、他に代替する団体は存在しないことが窺われ、特命随意契約によ

ることもやむを得ないと考える。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 
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なお、岡山移住推進員及び移住支援コーディネーターの配置は、会計年度任用職

員の採用によって行われており、その手続きについて問題となる点は認められな

かった。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、ＩＪＵアドバイザー、岡山移住推進員及び移住支援コー

ディネーターの活動状況等について確認したところ、これらの活動状況は、業務日

誌等によって活動の確認を行うとともに、毎月開催する相談員ミーティングにおい

て、相談対応状況等の報告を求めているとのことであった。 

なお、令和４年度の相談件数は１３６４件であるところ、県主催のフェア等にお

ける移住相談を合わせた令和４年度の相談件数は、２７５９件であって、生き活き

プランに掲げられた移住相談目標件数２５００件（年間）を上回っている。 

また、ＩＪＵアドバイザー及び岡山移住推進員に対する相談を契機とした移住件

数は全数を把握できていないものの、本県に移住された方を対象に実施したアン

ケート等により、相談窓口を契機とした移住の件数を把握しているとのことであっ

た（令和４年度には７０組。ただし、一部重複あり。）。 

なお、県のＩＪＵアドバイザー等は、主に漠然と移住を検討している方や、移住

先の市町村が決まっていない方などに対して相談対応を行う一次的な窓口であり、

常設の相談窓口以外にも、県主催のイベントや他団体主催の全国規模の移住相談会

において、総合相談窓口として相談対応を行っており、移住希望先の市町村が見つ

かるまで、メールや電話で丁寧にフォローアップを行っているうえに、移住希望先

の市町村が決まった後は、市町村の窓口に対応を引き継ぐなど、市町村の相談員と

連携を図りながら、本県への移住・定住の促進に取り組んでいるとのことであっ

た。 

このように、本事業について一定の効果が認められるうえに、事業の効果の検証

やフォローアップがなされていることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとし

た。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、既に指摘した点を除いて、問題となる点は認められな

かったため、その評価をＢとした。 
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１７ 「暮らしＪＵＩＣＹ！岡山県」晴れの国ぐらし推進事業 

(1) 空き家等を活用した住まい・事業所などの支援事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

新型コロナウイルス感染症を契機とした「新たな生活様式」や企

業の働き方の見直しが進む中、地方移住への関心が高まっている。 

特に、「田舎暮らし」、「自然の中での子育て」等を志向する移

住希望者が多く、新橋館でも「住まい」に関する相談が増えている

が、「空き家」等の受入環境が不十分なことにより、移住したくて

もできないというチャンスロスが生じているため、支援の拡充を行

う。 

事業内容 

１ 市町村への移住者用空き家改修補助 

２ 空き家等活用×事業者支援事業 

３ 移住者空き家改修助成 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生推進交付金（450万円）、一般財源（550万円） 

令和４年度予算 1000万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

790万円 

（79％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業は、移住したくてもできない移住希望者に対し、支援の拡充を行うことを目

的とするものであり、その財務事務は、岡山移住・定住促進パワーアップ事業と同

じく生き活きプラン及び基本方針に基づくものである。 

２ また、財務事務の執行は、要綱に基づき、補助金を交付するものであって、その財

務事務について問題となる点は認められなかった。 

したがって、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、空き家等を活用した住まい・事業所などの支援事業の実績

等について、事業計画に基づく経過報告を徴収し、進捗状況を確認するとともに、

事業実績書により実績を確認していることを確認した。 

なお、令和４年度は、事業者支援の事業が実施され、県から５００万円の補助金

が支出されたところ、このように補助金が交付された場合には、事業の内容につい

て把握がなされている。 
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また、令和４年度の本事業の活用状況は、市町村への移住者用空き家改修補助は

１件、空き家等活用×事業者支援事業は１件、移住者空き家改修助成は９件の利用

実績があり、予算執行率も７９％となっている。 

このように、本事業に係る補助金について、十分な活用がなされていると考えら

れるため、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、既に指摘した点を除いて、問題となる点は認められな

かったため、その評価をＢとした。 
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(2) 晴れの国ぐらし移住相談会の開催事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

首都圏等での移住希望者のニーズに対応し、移住・定住を促進す

るため、市町村、関係団体等と連携してセミナーや総合的な移住相

談会を開催するとともに、新たな本県への移住希望者を掘り起こす

ため、他団体が主催する全国規模の移住相談会に参加し、岡山県の

魅力をＰＲすること。 

事業内容 

首都圏等でのセミナー・移住相談会の開催や中四国９県合同での

移住相談会の開催に加え、民間等の主催する移住相談会へ参加し、

移住希望者の相談にきめ細かく対応する。 

また、移住希望者のニーズを市町村と共有し、ニーズに沿った情

報を随時提供する。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生推進交付金（172万 4000円）、一般財源（282万 9000円） 

令和４年度予算 455万 3000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

416万 2247円 

（91％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業は、移住・定住を促進するため、首都圏等での移住希望者のニーズに沿った

相談対応や、岡山県の魅力をＰＲすることを目的とするものであり、その財務事務

は、岡山移住・定住促進パワーアップ事業と同じく生き活きプラン及び基本計画に

基づくものである。 

２ また、財務事務の執行は、県が直接相談会を運営しており、委託事業はなく、その

財務事務について問題となる点は認められなかった。 

したがって、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、晴れの国ぐらし移住相談会における過去３年間の相談者数

の推移を確認したところ、令和２年度３２２組、令和３年度４１６組、令和４年度

９２６組であることを確認した。 

上記のとおり、岡山県に対する移住相談は、年々増加しており、一定の効果は認

められる。 

また、移住相談会を契機とした移住件数については、全数は把握できていないも
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のの、本県に移住された方を対象に実施したアンケート等により、令和４年度には

３７組が相談会等に参加後、移住されたことを把握するとともに、フォローアップ

を実施している。 

このように、本事業について一定の成果が認められるうえに、フォローアップが

実施されていることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、既に指摘した点を除いて、問題となる点は認められな

かったため、その評価をＢとした。 
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(3) 情報発信の推進事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

コロナ禍によるデジタル技術の推進により、イベント等の広告方

法として、ＳＮＳ等によるデジタル発信情報による流入が増加して

いることに鑑み、デジタルマーケティング事業によって得た移住希

望者のニーズ等に応じた情報やイベント開催時の情報発信等、ＳＮ

Ｓ等による広告により広く周知を行い、集客を行うとともに、岡山

県への移住・定住に関する相談件数の増加につなげること。 

事業内容 ＳＮＳ等を活用した情報発信 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生臨時交付金 

令和４年度予算 840万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

839万 9820円 

（99％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業は、ＳＮＳ等を活用した情報発信により、イベントへの集客を行うととも

に、岡山県への移住・定住に関する相談件数の増加につなげることを目的とするも

のであり、その財務事務は、岡山移住・定住促進パワーアップ事業と同じく生き活

きプラン及び基本方針に基づくものである。 

２ また、本事業は委託されており、委託先は、プロポーザル方式によって選定されて

おり、財務事務について問題となる点は認められなかった。 

したがって、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、本事業による移住相談件数の推移等について確認したとこ

ろ、下記のとおり、令和４年度の移住イベント参加者数・相談件数の増加率はそれ

ぞれ２１０％、１３４％であった等、一定の事業成果があがっていることが認めら

れる。 
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記 

・ポータルサイト流入増加数：前年比 １２６％ 

・移住イベントページ及び相談ページのコンバージョン数：前年比 ２１３％ 

・移住イベント参加者数：前年比１０７％ 

・移住相談件数：前年比１０７％【上記と同じ】 

＜効果測定＞ 

・ポータルサイト流入増加数：９８％（未達成） 

・移住イベントページ及び相談ページのコンバージョン数：１１６％（未達成） 

・移住イベント参加者数：２１０％（達成） 

・移住相談件数：１３４％（達成） 

以上 

 

このように、本事業について目標とされた数値を上回っていることが認められ、

事業成果があったといえることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

前記のとおり、本事業によって、令和４年度の移住イベント参加者数・相談件数

の増加率はそれぞれ２１０％、１３４％であったこと等一定の事業成果があがって

いることが認められる。 

また、本事業の委託費は８４０万円であるが、本事業は、広告配信に合わせて、

県庁ＤＸの具体的な取組の一つとして全庁を挙げて推進しているデジタルマーケ

ティングを実施するものであり、委託費を含む事業内容の検討に当たっては、ＤＭ

事業を所管する政策推進課が委託する専門家からアドバイスを受けながら検討・決

定を行っているとのことである。 

なお、ＤＭ事業については、これまで効果の測定が困難であると言われていた広

報費用について、最少の経費で最大の効果を生み出すことを可能とする取組とされ

ており、また、委託費には、広告配信及び広告配信に合わせて実施するＤＭだけで

なく、年間を通じて県移住ポータルサイトへの来訪者等を分析し、適宜、イベント

開催手法の改善や、ＳＮＳ等におけるターゲットにより響く広報内容等について助

言を行う業務を含むものであり、本県における移住・定住促進に係る情報発信の中

核を担う事業となっているとのことであった。 

このように、効率性について検証がなされていることを考慮して、本事業の効率

性の評価をＢとした。 
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(4) ワーケーション・二地域居住等の推進事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

新型コロナウイルス感染症を契機に、テレワークが普及し、

「ワーケーション」等、場所にとらわれない働き方が注目され、地

域と関わりを持つ人材として、各自治体も力を入れ始めている。 

また、同時に「二地域居住」や「多拠点居住」等、将来的な移

住・定住に繋がる関係人口が創出されるとして国や各自治体におい

ても取組が始まっている。 

アフターコロナに向けた新たな移住の形として「ワーケーショ

ン」については、検討会参加市町村について、県が自立支援を行

い、自走に向けた事業を実施し、「二地域居住等」については、関

係人口が特定の地域に継続的な形で関わるために、地域側の受入体

制を整備するとともに、交流の機会を設けることで地域外の人材が

地域づくりの担い手となり、地域活力の低下を解消するためのス

タートアップ事業を行うこと。 

事業内容 

１ アドバイザーの派遣、助言による自立支援 

２ 市町村が行うツアーへの助成 

３ モデル地区での体験ツアー・成果報告 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生臨時交付金 

令和４年度予算 620万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

605万 8705円 

（98％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業のうち、「ワーケーション」については、検討会参加市町村について、県が

自立支援を行い、自走に向けた事業を実施すること、「二地域居住等」について

は、地域側の受入体制を整備するとともに、交流の機会を設けることで地域外の人

材が地域づくりの担い手となり、地域活力の低下を解消するためのスタートアップ

事業を行うことを目的とするものであり、その財務事務は、岡山移住・定住促進パ

ワーアップ事業と同じく生き活きプラン及び基本方針に基づくものである。 

２ 財務事務の執行について、本事業のうちワーケーション推進事業は、委託金額が７

２万円であること及び委託先は、①ワーケーション等に関する全国各市町村への地

域戦略や都市のブランディング、産業活性化のアドバイスなどの地域のサポートを
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精力的に行っていること、②令和３年度岡山県ワーケーション検討会に講師として

複数回出席した実績を有し、岡山県（市町村）の現状や課題を把握したうえで的確

な助言を得られることが期待できるとの条件を満たしているとの理由から、随意契

約によって委託契約が締結されていることを確認した。 

また、二地域居住等の推進事業については、技術提案型による公募方式によって

委託先が選定されていることを確認した。 

まず、ワーケーション推進事業については、委託金額等を考慮すれば、委託先の

選定について特に問題となる点は認められず、二地域居住等の推進事業について

も、委託先の選定について問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、令和４年度のワーケーション推進事業として、アドバイ

ザーによってＢｅＳｋｉｐｐｅｒおかやまスタートアップ交流会が４回開催された

こと、Ｆａｃｅｂｏｏｋを利用した情報発信がなされたこと、ワーケーション検討

会における成果報告会でフィードバック講評が１回実施されたこと及びワーケー

ションモニターツアーのサポートアドバイス業務が３市町において実施されたこと

を確認した。 

また、本事業の効果測定について、ワーケーションの推進及び二地域居住の推進

の効果については、各イベントへの参加者数を測定していること、ワーケーション

については、市町村のモニターツアー実施を支援し、成果を共有することにより、

県内におけるワーケーションへの取組の広がりを成果として把握していること及

び・二地域居住の推進については、モデル地域３地域で体験ツアーを実施し、実施

後に市町村単位で独自の取組が検討される等、一定の成果が見られたことを確認し

た。 

また、各事業について、参加者及びモデル地域の受入団体の双方にアンケートを

実施することにより、効果検証を行うとともに、徴取した意見等については、将来

的な移住・定住へとつながる仕組みづくりにも反映させていることを確認した。 

なお、本事業は、新型コロナウイルス感染症を契機として、テレワークの普及な

ど働き方が多様化したことに伴い、新たなライフスタイルとしてワーケーションや

二地域居住等に対する関心が高まっていることを捉え、これら関係人口の創出に向

けた取組を推進していくに当たり、スタートアップ事業として実施したものであ

り、本事業の実施により直接的に移住・定住につなげることを目指すものではな

く、将来的な移住・定住へとつなげる仕組みづくりを行うものである。 

そのため、本事業の成果指標として、岡山県への移住者・定住者数を用いること
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は必ずしも相当ではないものの、本事業の効果測定として、移住・定住者の増加と

因果関係を問題とする必要があると考える。 

以上のとおり、本事業の効果測定について改善の余地があると考え、本事業の有

効性の評価をＣとした。 

 

 

【意見１－４】本事業による効果測定について検討する必要があると考える。 

本事業によって、市町村において関係人口を受け入れるための官民連携組織が設立

されたほか、特徴的なコワーキングスペースの設置が進むなど、県内において、関係人

口の受入体制の整備が進んでいるという成果は認められる。 

また、本事業によって直接的に移住・定住件数が増加するとの関係性はなく、本事

業において移住・定住件数を評価指標とすることは必ずしも相当ではない。 

もっとも、本事業を通じた最終的な目標は、岡山県への移住・定住を促すことにあ

ることに鑑みると、本事業の成果指標については、移住・定住件数そのものを用いるこ

とはできないとしても、移住・定住の促進と関連性のある成果を用いることで、成果を

検証する必要があると考える。 

このように、本事業について、効果測定について検討する必要があると思われる。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、既に指摘した点を除いて、問題となる点は認められな

かったため、その評価をＢとした。 
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(5) 他県との連携事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

岡山・鳥取の両県の知事会議、岡山・兵庫の両県の知事会議にお

ける合意に基づき、移住相談会や移住体験ツアー等を鳥取県、兵庫

県とそれぞれ開催し、岡山県への移住・定住を促進すること。 

事業内容 

１ 鳥取県・岡山県移住連携体験ツアー 

２ 鳥取県・岡山県合同移住相談会 

３ 兵庫県・岡山県合同空き家見学バスツアー 

４ 兵庫県・岡山県合同移住相談会 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・中山間地域活性化基本方針 

主な財源 地方創生推進交付金（36万 2千円）、一般財源（68万 4千円） 

令和４年度予算 104万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

31万 496円 

（30％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業は、隣県の鳥取県及び兵庫県と移住相談会や移住体験ツアー等をそれぞれ開

催し、岡山県への移住・定住を促進することを目的とするものであり、その財務事

務は、岡山移住・定住促進パワーアップ事業と同じく生き活きプラン及び基本方針

に基づくものである。 

２ 財務事務の執行について、本事業のうち相談会は岡山県の直営で実施されており、

その財務事務について特に問題となる点は認められなかった。 

また、兵庫県合同バスツアーは、両県が輪番制で催行業務の契約締結を行い、令

和４年度は兵庫県が当番県であったことから、兵庫県が移住関係業務を委託してい

る事業者への支出をし、契約額を折半で負担していること及び中国四国連携は実行

委員会方式により、各県が輪番制で事務局を担当しフェアを実施し、令和４年度は

島根県が担当したとのことであった。 

このように、令和４年度は、委託の事務に関し、岡山県による裁量はなく、その

手続きについて問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 
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【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、令和４年度の他県との連携事業の実績を確認したところ、

下記のとおり、回答を得た。 

記 

・鳥取県・岡山県合同移住相談会（６／１８、１０／２２）：２８組 

・兵庫県・岡山県合同移住相談会（１／１４）：２７組 

・兵庫県・岡山県合同空き家見学バスツアー（１０／１）：１１組２０名 

・中四国フェア（１０／８）：１４７組（うち岡山県２９組） 

以上 

 

なお、効果測定については、「成果目標は、移住相談件数を成果目標として設定

しており、実数を把握している。」とのことであった。 

本事業は、隣接する県と共同して行う事業であり、共同することで経費負担を減

らしたうえで実施できる点、岡山県に隣接する県への移住・定住を希望している方

も対象とすることができる点において、効果的に岡山県への移住・定住をＰＲする

ことができる有効性の高い事業であると思われる。 

また、本事業の相談会やバスツアーの参加者に対しては、アンケートを実施し、

徴取した意見等については、岡山県主催のセミナーやバスツアー等に反映させるな

ど、活用を行っているとのことであった。 

このように、本事業について、事業成果が認められるうえに、アンケート調査に

よる事業の検証等がなされていることが認められることから、本事業の有効性の評

価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、既に指摘した点を除いて、問題となる点は認められな

かったため、その評価をＢとした。  
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１８ 吉備高原都市住区利用促進事業 

【概要】  担当部署 中山間・地域振興課 

事業目的 

令和元年度から吉備高原都市活性化パートナーシップ事業を重点

化し、ハウスメーカー等と連携した住区のＰＲ、地元関係者との協

働による都市の魅力づくりを通じ、分譲の加速化を図っているが、

その結果、令和２年度には、県が分譲を開始して以降、過去最高と

なる１４区画を分譲した。 

しかし、さらに住区分譲を進めていくには、パートナーシップ事

業に参加する企業を増やし、参加企業との関係を強化し、住区の魅

力や同事業に関する情報を周知する必要がある。 

事業内容 
１ 住区分譲パートナーシップ強化事業 

２ 首都圏等情報発信事業 

法令・条例・要綱等 
・中山間地域活性化基本方針 

・吉備高原都市住区分譲パートナーシップ事業実施要領 

主な財源 財産収入 

令和４年度予算 753万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

499万 3140円 

（66％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 中山間地域活性化基本方針は、「１ 多様な主体が支え合う仕組みづくり」の「重

点分野２ 地域を支える人材の創出」の具体的な重点施策として、下記のとおり定

めている。 

記 

◎移住・定住の促進 

市町村と連携し、各種支援制度や本県の優位性等についてＳＮＳ等も活用し

ながら情報発信するほか、デジタル技術を積極的に活用し、首都圏における相

談体制の強化を図るとともに、移住と仕事のワンストップ相談窓口を活用す

る。 

また、移住希望者の要望に沿った住居の確保を図るため、市町村が実施する

空き家の情報提供を官民協働で支援するシステムの充実・強化を図る。 

さらに、移住することへの不安を取り除き、中山間地域への理解を深める取

組を行い、中山間地域に暮らす誰もが安心して暮らし続けることができるよ

う、生活環境や新規就農を含めた就業環境等の向上を図る。      以上 
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かかる基本方針を踏まえ、「吉備高原都市住区分譲パートナーシップ事業実施要

領」は、「岡山県とパートナーシップ事業者が協力して顧客を開拓し、分譲地への

住宅建築を促進する。」として、具体的な趣旨を明らかにしている。 

本事業は、上記「吉備高原都市住区分譲パートナーシップ事業実施要領」に基づ

いて、吉備高原地区の住区分譲を進めるため、パートナーシップ事業に参加する企

業を増やし、参加企業との関係を強化し、住区の魅力や同事業に関する情報を周知

することを目的とするものであり、その財務事務は、基本方針及び要綱に基づくも

のである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、住区分譲パートナーシップ強化事業及び首都圏等

情報発信事業のうちのインスタグラマーによる撮影事業は委託事業とされている。 

まず、住区分譲パートナーシップ強化事業は、パートナーシップ強化事業に参加

するハウスメーカーに対して、公募によって契約締結手続きがなされており、かか

る手続きについて、問題となる点は認められなかった。 

また、インスタグラマーによる撮影事業は、委託金額が約２３万円であり、少額

随意意契約とされており、かかる手続きについても、問題となる点は認められな

かった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容は、住区分譲パートナーシップ強化事業及び首都圏等情報発信事業

であるところ、その詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ 住区分譲パートナーシップ強化事業 

公募で契約を締結したハウスメーカーや工務店（パートナーシップ事業者）と

協力して顧客を開拓し、吉備高原都市への住宅建築を促進する。 

また、事業の実効性を高められるよう企業の営業担当者向けに吉備高原都市住

区の魅力をＰＲする現地案内を行うことにより、パートナーシップを強化するとと

もに同事業に参加する企業を増やし、住区分譲の加速化を図る。 

なお、平成２２年度に不動産関係団体と締結した覚書に基づく紹介斡旋業務に

ついても引き続き実施することとし、関係団体と連携し、分譲を推進する。 

 

２ 首都圏等情報発信事業 

吉備高原都市住区購入者は、およそ４分の１が県外から移住されている方々で

あるため、移住促進班が実施している東京での移住相談会に参加して、都市住区と

都市住区での暮らしをＰＲするほか、岡山桃太郎空港へポスターを掲示する等、都
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市住区の認知度を高める取組を実施する。 

また、住区専用のインスタグラムを開設して住区の魅力を情報発信するほか、

インスタグラマーによる撮影代行・ＰＲ投稿を利用し、より効果的にＰＲを行う。 

以上 

 

監査の過程において、令和４年度の吉備高原住区の分譲件数を確認したところ、

５２区画であった。 

令和２年度の分譲区画が１４区画、令和３年度の分譲区画が２４区画であること

に鑑みると、令和４年度の分譲区画は大幅に増加していることが認められ、事業成

果は大きいことが認めら、定住促進との目的に大きく貢献している。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＡとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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【儲かる農林水産業加速化プログラム】 

１ 力強い担い手の確保・育成 

(1) 農業実務研修事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農村における高齢化の進展等から農業の担い手不足は恒常

化しており、農村の健全な発展と地域活性化のためには、農

業、農村の担い手となる新規就農者の確保・育成が重要な課

題となっている。 

このため、新規就農希望者に対し、就農を希望する担い手

確保計画承認市町村の先進農家等において、研修費を支給し

ながら２年以内の技術の習得や農地・住宅の確保、地域の絆

づくり等により独立・自営就農するための実践的な研修を行

うこと。 

事業内容 

１ 基礎研修 

普及センター、農業大学校、三徳園、農業士等におけ

る研修 

 

２ 応用研修 

ほ場及び施設での実地研修、先進農家への派遣研修、

営農基盤づくり研修 

 

３ その他の研修 

市町村、農業協同組合、農業公社等の事業主体におけ

る研修 

法令・条例・要綱等 

・生き活きプラン 

・就農促進トータルサポート事業実施要領 

・就農促進トータルサポート事業の運用について 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 460万 
令和４年度決算 

（執行率） 

266万 6000円 

（57％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、「④儲かる農林水

産業加速化プログラム」の重点施策として、下記のとおり、定めている。 
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記 

■次代を担う力強い担い手の確保・育成 

本県農業の担い手の育成拠点である三徳園を核として、新規就農者の確保・育

成に取り組むとともに、認定農業者や集落営農組織の規模拡大や法人化、企業の農

業参入を支援するなど、多様な担い手を育成します。併せて、専門的技術を持つ優

れた林業や漁業の人材育成を推進します。 

以上 

 

生き活きプランを踏まえて、就農促進トータルサポート事業実施要領及び就農促

進トータルサポート事業の運用において、農業実務研修の詳細を規定している。 

本事業は、上記各規定を踏まえて、新規就農希望者に対し、就農を希望する担い

手確保計画承認市町村の先進農家等において、研修費を支給しながら２年以内の技

術の習得や農地・住宅の確保、地域の絆づくり等により独立・自営就農するための

実践的な研修を行うことを目的とする事業であり、生き活きプラン、「就農促進

トータルサポート事業実施要領」及び「就農促進トータルサポート事業の運用につ

いて」に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、就農促進トータルサポート事業実施要領に基づいて補

助金を交付することによって執行されているところ、当該制度を利用して令和４年

度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対して、「就農促進トー

タルサポート事業実施要領第４ ２（５）実施手続」にある一連の流れについて関

連する資料を閲覧した結果、問題点は発見されなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業では、研修生の営農継続率（研修により営農を継続出来るだけの技術の習

得等が出来ているかどうか）を効果測定の指標としている。令和４年度の実績とし

て、同年度末時点で、営農継続率（１０年）は９９％となっており、一定の効果が

あるものと判断できる。以上より、本事業について、事業の有効性の観点から問題

となる点は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。  
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(2) 早期経営確立支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

新規参入者の多くは、農業技術の習得をはじめ、農地や住

宅の確保など多くの不安を抱えており、特に就農初期の経営

が不安定である。 

このため、充実した研修を実施するための環境整備や農地

や空き家等の賃借料などを助成することにより、円滑な農業

経営の開始と地域への定着を支援すること。 

事業内容 

１ 農地の賃借料及び土づくりの助成 

新規に農地を賃借した場合の農地の賃借料や土づくり

に要する経費を助成する。 

 

２ 空き家等の賃借料の助成 

遊休資産を有効に活用するために、空き家等の賃借料

を助成する。 

 

３ 研修環境の充実に向けた取組 

(1) 受入組織等の強化への支援 

受入組織が実施する推進会議や産地紹介等の活動経

費を支援する。 

 

(2) 研修環境の充実への支援 

研修用のほ場や施設・機械等の整備を支援する。 

法令・条例・要綱等 

・生き活きプラン 

・就農促進トータルサポート事業実施要領 

・就農促進トータルサポート事業の運用について 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 395万 1000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

208万 5000円 

（52％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランを踏まえた就農促進トータルサポート事業実施要領は、下記の事業

を実施することを定めている。 
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記 

４ 早期経営確立支援事業 

２の（２）の農業実務研修事業を活用し、かつ、就農が確実と見込まれる者又

は独立・自営就農した者を対象に、農地や住宅の賃借料や施設等の修繕費などを助

成する。 

また、受入地域に対し研修用ほ場の整備や研修希望者向け短期研修など研修生

の受入体制の整備を支援する事業 

以上 

 

本事業は、上記各規定を踏まえて、充実した研修を実施するための環境整備や農

地や空き家等の賃借料などを助成することで、新規就農者の円滑な農業経営の開始

と地域への定着を支援する事業であり、生き活きプラン、就農促進トータルサポー

ト事業実施要領に基づくものである。 

２ また、当該制度を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出

した１件に対して、「就農促進トータルサポート事業実施要領第６ 早期経営確立

支援事業（２）実施手続、（３）報告」にある一連の流れについて関連する資料を

閲覧した結果、問題点は発見されなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業では、研修生の営農継続率（研修により営農を継続出来るだけの技術の習

得等がなされているかどうか）を効果測定の指標としているところ、令和４年度末

時点で、営農継続率（１０年）は９９％となっており、一定の効果があるものと判

断できる。 

なお、本事業に基づく過去３年間の補助金の交付実績は、令和２年度は３２４万

８０００円、令和３年度は２０２万５０００円、令和４年度は２０８万５０００円

であり、令和４年度の執行率は５２％に留まっているところ、執行率が低くなって

いるのは、コロナ禍前の執行実績（令和元年度：５４８万円）をもとに予算化して

いたが、コロナ禍の影響で市町村の事業実施が制限され、十分に活用されなかった

ことが原因である。 

このように、本事業について、事業の有効性は認めること、補助金の執行率は５

０％は上回っているうえに、執行率が低くとどまらざるを得ない事情があったこと

が認められることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 

 

  



 

 

 

 

- 110 - 

 

(3) 帰農者支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

定年退職等を機に就農を希望する他産業経験者は、地域農

業の担い手として期待されているが、これらの帰農者等は、

農業体験や栽培技術の習得機会が少なく、就農するうえで課

題となっている。 

このため、地域の実情に応じた実践的な研修を開催し、帰

農者等の就農促進を図ること。 

事業内容 

１ 地域推進体制の整備 

 

２ 帰農希望者等を対象とした地域帰農塾の開催 

・地域の実情に応じた品目の栽培技術等が習得できる研修 

・簡易な研修資材の整備 

・就農状況等の調査 

法令・条例・要綱等 

・生き活きプラン 

・就農促進トータルサポート事業実施要領 

・就農促進トータルサポート事業の運用について 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 65万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

60万 6000円 

（92%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランを踏まえた就農促進トータルサポート事業実施要領は、下記の事業

を実施することを定めている。 

記 

６ 帰農者支援事業 

１の新規就農者等確保計画に基づき、市町村等が地域の実情に応じて就農講座

等を実施する事業 

以上 

 

本事業は、地域の実情に応じた実践的な研修を開催し、帰農者等の就農促進を図

る事業であり、生き活きプラン、就農促進トータルサポート事業実施要領及び就農

促進トータルサポート事業の運用についてに基づくものである。 
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２ 当該制度を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１

件に対して、「就農促進トータルサポート事業実施要領第８帰農者支援事業２ 実

施手続、３報告」にある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結果、問題点

は発見されなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業に基づく過去３年間の地域帰農塾の開催実績及び参加者数は、令和２年度

は９市において１８コースが開催され、参加者数は２０８名、令和３年度は９市に

おいて１７コースが開催され、参加者数は２８２名、令和４年度は９市において１

８コースが開催され、参加者数は２５３名であり、参加者数は一定数を確保してい

る。 

また、本事業では、研修後のアンケート調査により就農意向を確認することで効

果測定を行っている。アンケート調査結果を閲覧したところ、研修受講による効

果、今後の就農意向について、一定の成果が見られることから、事業の有効性の観

点から特段問題となる事項は認められず、その評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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(4) 担い手育成・スマート農業社会実装促進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

競争力のある水田農家の担い手を育成するため、規模拡大

に必要な機械・施設の導入を支援するほか、省力・低コスト

化が期待できるスマート農業機器のＪＡ等による農業者のモ

ニター用としての導入や農業団体の共同利用によるリース導

入を支援すること。 

事業内容 

１ 地域担い手育成支援 

(1) 対象経費 

経営規模の拡大のために必要な省力化機械の整備に

要する経費（具体例：トラクター、田植機、コンバイ

ン） 

 

(2) 対象主体 

個別経営体、集落営農組織、農業法人、農業公社 

 

２ 先端技術導入支援 

(1) 対象経費 

スマート農業技術等の先端技術を農業者のモニター

用として導入又はリース方式により試験導入するため

に要する経費 

 

(2) 対象主体 

農業協同組合、農業公社、集落営農組織、生産部

会、営農集団（３戸以上） 

法令・条例・要綱等 

・担い手育成・スマート農業社会実装促進事業実施要領 

・担い手育成・スマート農業社会実装促進事業の運用につい

て 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 1046万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1046万 6000円 

（100％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランを踏まえた担い手育成・スマート農業社会実装促進事業実施要領

は、下記の事業を実施することを定めている。 
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記 

１ 事業内容 

本事業の事業種目は次のとおりとし、事業内容、事業主体、採択基準、補助率

等は別表に掲げるとおりとする。 

 

(1) 地域担い手育成支援 

実質化された人・農地プランに位置付けられた認定農業者等の経営体の、経営

規模を拡大するために必要な機械・施設の導入支援。 

 

(2) 先端技術導入支援 

ア モニター用導入支援 

農業協同組合等が、スマート農業機器の普及拡大に向け、農業者への貸出や

研修会での実演等によるモニター用として機器を導入支援。 

 

イ 試験的導入支援 

農協出資型法人や農協生産部会、営農集団等が、生産及び経営の省力・低コ

スト化等のために必要なスマート農業機器をリース方式により導入支援。 

以上 

 

本事業は、競争力のある水田農家の担い手を育成するため機械・施設の導入を支

援するほか、スマート農業機器の導入やリース導入を支援する事業であり、生き活

きプランに基づくものである。 

２ 当該制度を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１

件に対して、「担い手育成・スマート農業社会実装促進事業実施要項４ 事業実施

手続き、６事業実績報告等」にある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結

果、問題点は発見されなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業に基づく過去３年間の補助金交付実績は、令和２年度は１０６４万６００

０円（執行率８２％）、令和３年度は８７６万３０００円（執行率８０％）、令和

４年度は１０４６万６０００円（執行率１００％）であり、補助金は十分に活用さ

れていることが認められる。 

また、本事業では、事業実施年度の翌々年度の水稲作付面積の拡大を目標として
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おり、事業効果の測定については、毎年県下の水稲作付け１０ｈａ以上の経営体を

集計し、効果測定をしているところ、毎年水稲１０ｈａ以上の経営体は増加してお

り、本事業は一定の効果があることが認められる。 

さらに、本事業も他の事業と相まって長期的には一定の効果が期待できると考えら

れることから、その評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。  
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２ 安全安心・高品質な農林水産物の生産振興 

(1) ハイブリッド産地育成推進事業 

【概要】  担当部署 農政企画課 

事業目的 

これまでハイブリッドメガ生産団地の育成により、桃、ぶ

どうの栽培面積の拡大や担い手の確保を図ってきたが、事業

に取り組む産地を増やすため面積要件を緩和し、一つの選果

場を核とした桃、ぶどうの園地において、新規就農者の確

保・育成、新技術新品種の研究開発、観光農業等のハイブ

リッド機能を有する施設整備を行っている。 

しかしながら、産地では優良なまとまった園地確保が難し

く、地域の合意形成に時間と労力を要している。 

このため、地域の意思決定段階における県の指導助言を強

化することで、将来を見据えた園芸産地づくりを加速させる

こと。 

事業内容 

１ Ｎｅｘｔ産地づくりの推進 

桃、ぶどうの産地づくりを強力に推進するため、農林

水産部内に、人と農地に係る産地ごとの課題解決を効率

的に行う施策横断的なＮｅｘｔ産地づくり推進本部会議

を設置し、儲かる農林水産業の確立に向けた体制強化を

図り、地域の意思決定段階において、候補地の調査・分

析や産地化までのシミュレーション等の提案等を行う。 

 

２ 市町村等が行う産地育成への支援 

一つの選果場を核とした桃又はぶどうの５ｈａ規模の

園地で、担い手の確保・育成、新技術・新品種の研究開

発、環境農業、農福連携、６次産業化、海外輸出に取り

組む等のハイブリット機能を有し、新たな生産拡大のサ

イクルを生み出し、持続的な発展が図られる産地に対

し、計画策定支援、機械・設備整備支援及び新規就農者

確保支援を行う。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 4652万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

4619万円 

（99％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、「④儲かる農林水

産業加速化プログラム」の重点施策として、下記のとおり、定めている。 

記 

■生産性の高い農業の推進 

市町村や農業団体等と連携し、ロボットやＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用し

たスマート農業の実証などに取り組み、最適な技術体系を確立するとともに、必要

な新技術の普及により、農業の超省力化や高品質生産等の実現を図ります。 

また、ハイブリッド産地の育成を進めるとともに、農地中間管理事業等を活用

した農地の集積・集約化による規模拡大の推進などにより生産性の高い経営体の育

成を進めます。 

以上 

 

生き活きプランを踏まえて、農林水産プランは「生産性・収益性を重視し、かつ

担い手の確保・育成、新技術の研究開発等のハイブリッド機能を持った産地の拡大

を推進する」と定めており、ハイブリット産地の育成を進めることを明らかにして

いる。 

本事業は、上記の施策の方向性を踏まえて、地域の意思決定段階における県の助

言を強化することで、将来を見据えた園芸産地づくりを加速させることを目的とす

る事業であり、生き活きプランや農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、ハイブリッド産地育成推進事業実施要領に基づいて補

助金を交付すること及び一部の業務を委託することによって執行されているとこ

ろ、当該制度を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出し

た１件に対して、「ハイブリッド産地育成推進事業実施要領第３事業実施等の申請

手続、第４事業実績報告」にある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結

果、問題点は発見されなかった。 

さらに、本事業の委託業務は、集積・集約化計画図面作成業務（委託先：岡山県

土地改良事業団体連合会、委託金額９９万円）、ハイブリッド産地育成推進事業下

仁保地区ＰＲ動画撮影業務（委託先：株式会社アドプレックス、委託金額５３万９

０００円）及びハイブリッド産地育成推進事業山手地区ＰＲ動画撮影業務（委託

先：株式会社アドプレックス、委託金額９０万２０００円）であるところ、いずれ

も少額随意契約の方式で委託されていた。 

なお、ハイブリッド産地育成推進事業下仁保地区ＰＲ動画撮影業務及びハイブ

リッド産地育成推進事業山手地区ＰＲ動画撮影業務は類似の業務であって、委託先
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も同一ではあるものの、見積書は２通取得されており、かかる見積書を検討のう

え、委託先を選定していることが認められた。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定を検討するにあたり、果樹は植え付けてから収穫量が軌道に乗

るまで５年程度かかることから、単年度での測定は困難であるものの、令和４年度

は、赤磐市、井原市において、ハイブリッド産地育成推進事業のうち、計画策定支

援事業を活用して推進会議が開催された。 

また、赤磐市では６回、井原市では７回開催され、市、部会、県等が参集し、新

規就農者の確保方法や事業導入する候補地の選定等について話し合われているとと

もに、本事業の実施後、生育が順調に進み、早期に収益が上がるよう、農業普及指

導センターを始め、関係機関が継続して農業者への技術指導等を行っている。 

さらに、岡山県として、農林水産プラン施策指標である農林水産業産出額、県産

桃、ぶどうの輸出金額、桃、ぶどうの栽培面積等の目標達成に向け、庁内関係課、

市町村、農業団体と連携して事業を実施しているとのことであった。 

このように、本事業の成果について、特段問題点は見受けられないことから、評

価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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(2) 黒大豆枝豆産地力強化対策事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

黒大豆は、水田フル活用による所得向上に向けた重要な品

目であり、水稲＋黒大豆の複合経営に、黒大豆枝豆を組み合

わせて生産することにより、多額の資本投資なしに、生産者

の所得向上が期待できる。 

一方、黒大豆枝豆は、収穫期間が短い、高温等による収

量・品質の低下、収穫・調製作業が煩雑等の課題があり、需

要に応えられる供給体制の強化が必要である。 

このため、収穫時期が早い新品種の生産拡大、近年の気象

条件等に対応した栽培技術の確立、省力化機械の導入等を支

援するとともに、市場の信頼獲得やブランド力の強化を進

め、生産者の所得向上に結び付ける。 

事業内容 

１ 生産基盤の強化対策 

(2) 産地への支援 

・新品種生産拡大支援（新規生産者確保のための講習

会、募集活動等） 

・省力化機械の導入（枝豆脱莢機、選別機、収穫機

等） 

・高品質栽培施設等の導入支援（網掛け栽培等） 

 

２ ブランディング対策 

・産地ビジョン作成 

・マーケット調査 

・販売促進活動（ＰＲパンフレットの作成）等 

法令・条例・要綱等 
・農林水産プラン 

・黒大豆枝豆産地力強化対策事業実施要領 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 98万 3000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

40万 9000円 

(41％) 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、美作地域における農産物の生産振興の施策として、下記のとお

り、定めている。 

記 

・黒大豆は、高品質化と出荷量の増加を図り、枝豆と組み合わせて首都圏など大消
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費地での「作州黒」のブランド確立を図ります。 

以上 

 

本事業は、農林水産プランを踏まえて、黒大豆枝豆について収穫時期が早い新品

種の生産拡大、近年の気象条件等に対応した栽培技術の確立、省力化機械の導入等

を支援するとともに、市場の信頼獲得やブランド力の強化を進め、生産者の所得向

上に結び付けることを目的とする事業であり、農林水産プランに基づくものであ

る。 

２ また、本事業の財務事務は、黒大豆枝豆産地力強化対策事業実施要領に基づいて補

助金を交付することによって執行されているところ、本事業を利用して令和４年度

中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対して、「黒大豆枝豆産地

力強化対策事業実施要領の第３ 事業実施等の手続き、第４ 事業実績報告書」に

ある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見されなかっ

た。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定は、毎年黒大豆枝豆の作付面積や販売量を集計して実施してい

るところ、過去３年間の黒大豆枝豆の販売量は、令和２年は３万８１２４ｋｇ、令

和３年は３万３３９０ｋｇ、令和４年は２万５６４１ｋｇとなっている。 

この点、産地では、栽培者募集のチラシを配布し新規栽培者の確保を図るなどし

ているものの、枝豆栽培に手間がかかることや農家の高齢化により、面積・生産者

ともに減少傾向にある。 

また、本事業の予算額は少額であり、現状の事業で出来ることは限定的であるう

えに、本事業では、目標年度を事業実施年度の３年後としているが、現状の事業を

継続してもその効果は期待しがたいと考える。 

本事業の趣旨として黒大豆の生産により、生産者の所得向上を図ることを県とし

て推進していくのであれば、事業の内容及び予算配分について一度見直すことが望

ましいと考える。 

以上より、事業の有効性については、評価Ｃとした。 
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【意見２－１】本事業の趣旨に照らして、生産者の所得向上を図ることを県として推

進していくのであれば、現在の事業の内容及び予算配分について見直すことが望まし

いと考える。 

本事業において、産地では、栽培者募集のチラシを配布し新規栽培者の確保を図る

などしているものの、枝豆栽培に手間がかかることや農家の高齢化により、面積・生産

者ともに減少傾向にある。 

予算額は少額であり、現状の事業の効果は限定的と言わざるを得ないのであって、

目標年度を事業実施年度の３年後とされているものの、現状の事業を継続してもその効

果は期待しがたいと考える。 

本事業の趣旨として黒大豆の生産により、生産者の所得向上を図ることを県として

推進していくのであれば、事業の内容及び予算配分について一度見直すことが望まし

い。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、事業の有効性に記載の点を除いては、問題となる点は認

められなかったため、その評価Ｂとした。 
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(3) 岡山白桃リノベーション事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

本県を代表する果物の白桃は、高齢化が進み生産者が減少

する中で、規模拡大が図られ、新規就農者は増加傾向にあ

る。 

また、市場からは他県産では代替できない品目として出荷

量の増加や出荷期間の拡大が求められている。 

このため、経営の大規模化に対応した園地の生産性向上、

近年の気候変動に対応した生産安定化、担い手の確保・育成

を総合的に進めることで、白桃の供給力強化を図り、儲かる

農業の確立につなげること。 

事業内容 

１ 生産性向上対策 

・園地の平坦化等による効率化、土壌改良による生産性向上

などの取組を支援する。 

・白皇、白露等の晩成品種の導入による労働分散やスマート

機器による面積拡大、長期安定出荷の取組を支援する。 

・新規栽培者のための実践的な研修圃場の設置を支援する。 

 

２ 気候変動対策 

・近年の気候変動に対応した園地の排水・かん水対策、防風

ネット・防蛾灯の整備、耐寒性台木苗の導入による生産安

定化等の取組を支援する。 

 

３ 県推進事業 

・担い手確保のため、就農相談会への「もも専門ブース」の

出展及び広報媒体を活用した情報発信、生産者へ向けた晩

生品種等の技術研修会の開催、技術情報の提供を実施す

る。 

法令・条例・要綱等 
・農林水産プラン 

・果樹農業振興計画 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 3644万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2207万 8000円 

（60％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、果物の生産振興の施策として、下記のとおり、定めている。 
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記 

・桃は、担い手の受入体制の充実、経営規模の拡大等のほか、消費者や実需者の

ニーズに対応した、高品質な新品種育成や白桃のシリーズ化、晩生品種の生産

拡大などを進め、供給力強化を図ります。 

以上 

農林水産プランを踏まえて、果樹農業振興計画では、具体的な白桃の栽培に関す

る振興方針を明らかにしている。 

本事業は、経営の大規模化に対応した農地の生産性向上、近年の気候変動に対応

した生産安定化、担い手の確保・育成を総合的に進めることで、白桃の供給力強化

を図り、儲かる農業の確立につなげることを目的とする事業であり、おかやま農林

水産プラン及び果樹農業振興計画に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、岡山県園芸総合対策事業実施要領に基づいて補助金を

交付することによって執行されているところ、本事業を利用して令和４年度中に補

助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対して、「岡山県園芸総合対策事

業実施要領第３事業実施等の申請手続き、第４事業実績報告」にある一連の流れに

ついて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見されなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定は、晴れの国おかやま生き活きプランの指標において、桃、ぶ

どうの栽培面積を目標（令和６年度：１９０５ｈａ）に設定しており1、農林水産省

作物統計調査の実績により効果測定を行っている。 

令和４年度において、農林水産省作物統計調査における岡山県の桃、ぶどうの栽

培面積は１，８９８ｈａである。全国的には、桃とぶどうの作付面積は減少傾向に

ある中、前年比で若干増加に転じていることから一定の効果はあるものとして、本

事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。  

                         
1晴れの国おかやま生き活きプランの指標において、令和６年度の目標栽培面積は桃、ぶどうの合計で記載され、それ

ぞれの指標がないことから実績も、桃とぶどうの合計で効果測定を行っている。 
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(4) ぶどうの供給力強化対策事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

岡山県を代表する農産物のぶどうは、首都圏、関西圏への

販路拡大や海外での贈答需要が堅調であり、高品質な県産ぶ

どうのさらなる供給力強化を求める声が寄せられている。 

平成２９年度から実施したぶどうの供給力強化緊急対策事

業の結果、産出額、新規就農者数に加え、漸減傾向であった

栽培面積も増加に転じたところであるが、拡大する市場ニー

ズに応えるため、面積拡大と生産性の向上を進めることで、

より一層のぶどうの供給力強化を図り、儲かる農業の確立に

つなげること。 

事業内容 

１ 面積拡大対策 

首都圏や海外等からの需要拡大に対応するため、ピ

オーネ、シャインマスカット、オーロラブラック等主要

５品種の面積を拡大する取組を支援するとともに、新規

就農者の確保・育成に向けた研修ほ場の設置を進める。 

 

２ 生産性向上対策 

省力化や高品質化、長期安定出荷につながる取組を支

援するとともに、人手に頼る部分が大きい本県独自の高

品質化技術について、アシスト技術等スマート農業のモ

デル導入を支援する。 

 

３ 県推進事業 

大規模栽培モデル育成の推進、面積拡大・品質向上へ

の研修会等の開催、新品種等栽培支援対策、ＰＲ対策等

を実施する。 

法令・条例・要綱等 
・農林水産プラン 

・果樹農業振興計画 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 4041万 8000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

4303万 5000円 

（106％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、果物の生産振興の施策として、下記のとおり、定めている。 



 

 

 

 

- 124 - 

 

記 

・ぶどうは、ピオーネを主力に市場ニーズの強い高品質ぶどうの生産拡大を進める

とともに、多彩な品種と施設栽培の導入拡大等、作型の組み合わせなどにより

長期安定出荷体制を確立し、一層の供給力強化を図ります。 

・桃、ぶどうの供給力強化に向け、多様な機能を持つメガ生産団地の取組を県下全

域に拡大するとともに、計画的な改植や省力機械の導入等による生産性の向上

に取り組みます。また、未利用園地の活用や水田の園地化等による経営規模の

拡大を図ります。 

・桃、ぶどうのさらなる市場拡大に向け、首都圏や関西圏を中心に、観光団体等と

連携したＰＲ活動を展開します。 

以上 

 

農林水産プランを踏まえて、果樹農業振興計画は、具体的なぶどう栽培に関する

振興方針を明らかにしている。 

本事業は、拡大するぶどうの市場ニーズに応えるため、面積拡大と生産性の向上

を進めることで、より一層のぶどうの供給力強化を図り、儲かる農業の確立につな

げることを目的とする事業であり、農林水産プラン及び果樹農業振興計画に基づく

ものである。 

２ また、本事業の財務事務は、岡山県園芸総合対策事業実施要領に基づいて補助金を

交付すること及び一部の業務を委託することによって執行されているところ、本事

業を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対

して、「岡山県園芸総合対策事業実施要領第３事業実施等の申請手続き、第４事業

実績報告」にある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見

されなかった。 

さらに、本事業の委託業務は、果樹生産性向上等実証事業（委託先：個人、委託

金額８万５０００円）であるところ、特命随意契約の方式で委託されていた。 

この点、本事業は、シャインマスカットを適切に栽培することができる者である

ことが必要である等委託先が特定されるうえに、支出額も少額であり、財務事務の

執行において問題となる点は認められなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定は、晴れの国おかやま生き活きプランの指標において、桃、ぶ

どうの栽培面積を目標（令和６年度：１９０５ｈａ）に設定しており、農林水産省
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作物統計調査の実績により効果測定を行っているところ、令和４年度において、農

林水産省作物統計調査における岡山県の桃、ぶどうの栽培面積は１，８９８ｈａで

ある。全国的には、桃とぶどうの栽培面積は減少傾向にある中、前年比で若干増加

に転じていることから一定の効果は認められる。 

また、補助金の執行率も当初予算を超えており、補助金が十分に活用されている

ことが認められる。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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(5) もっと儲かるおかやま園芸産地育成事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

岡山県において、野菜ではトマトやアスパラガス、花きで

は、りんどうやスイートピーなど収益性の高い品目を中心に

新規栽培者を確保し、産出額が増加傾向にある。 

また、キャベツや玉ねぎ等の加工・業務用野菜の需要増加

に伴い、法人や集落営農組織での生産が拡大している。 

そのため、県振興品目や加工・業務用野菜において、高品

質化・省力化を図る機械及び施設の導入、生産効率の向上を

図るスマート農業技術のモデル的導入を支援するとともに、

広域連携出荷に向けた選果及び出荷体制の整備や種苗の安定

供給体制を構築することで、野菜・花きを含めた園芸作物の

産地拡大、産出額の増加を目指すこと。 

事業内容 

１ 県振興品目の高収益化及び産地拡大対策 

・産地の規模拡大や高品質化・省力化を図るための施設、設

備の導入を支援する。 

・環境制御技術等による高収量・高品質化への取組を支援す

る。 

２ 加工・業務用野菜の供給力強化対策 

・移植機等の導入による省力化や鉄コンテナの導入による流

通合理化を支援する。 

・キャベツの周年供給体制（産地リレー出荷）の構築を支援

する。 

・収穫機械やドローン等による作業の省力化を支援する。 

３ 広域連携出荷・種苗供給安定対策 

・広域連携プランの策定や物流合理化への取組を支援する。 

・選果及び出荷体制整備を支援する。 

・県振興品目の種苗安定供給の取組を支援する。 

４ 県推進事業 

・各共進会及び推進大会の開催 

・おかやま元気ベジタブル推進本部、地域推進隊の活動強化 

・県振興品目の種苗安定供給体制の構築 

法令・条例・要綱等 

・農林水産プラン 

・野菜農業振興計画 

・花き振興計画 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 
2305万 2000円 

 

令和４年度決算 

（執行率） 

2030万 1457円 

（88％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、野菜及び花きの生産振興の施策として、下記のとおり、定めて

いる。 

記 

・高品質な野菜の安定的な供給体制を構築するため、ハウス等の生産施設や集出荷

貯蔵施設等の整備・再編を進めます。 

・水田等を利用した加工業者等との契約栽培による大規模な野菜産地の育成を促進

するため、関係機関が連携して排水対策や機械・施設の整備、研修会の開催な

どの取組を進めます。 

・スイートピーは、新規就農者の確保を図るとともに、産地規模の拡大により、供

給力の強化を進めます。また、栽培施設の環境制御技術の向上により、生産と

品質の安定化を図るとともに、国内外から高く評価される品質を積極的にＰＲ

し、輸出拡大の取組を進めます。 

・りんどうは、特色のある産地づくりのため、県オリジナル品種のシリーズ化や種

苗供給の安定化等の取組を進め、県産りんどうの生産供給体制の確立を図りま

す。 

以上 

 

農林水産プランを踏まえて、野菜農業振興計画及び花き振興計画は、具体的な野

菜及び花きの生産に関する振興方針を明らかにしている。 

本事業は、県振興品目や加工・業務用野菜において、高品質化・省力化を図る機

械及び施設の導入、生産効率の向上を図るスマート農業技術のモデル的導入を支援

するとともに、広域連携出荷に向けた選果及び出荷体制の整備や種苗の安定供給体

制を構築することで、野菜・花きを含めた園芸作物の産地拡大、産出額の増加を目

的とする事業であり、おかやま農林水産プラン、野菜農業振興計画及び花き振興計

画に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、岡山県園芸総合対策事業実施要領に基づいて補助金を

交付すること及び一部の業務を委託することによって執行されているところ、本事

業を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対

して、「岡山県園芸総合対策事業実施要領第３事業実施等の申請手続き、第４事業

実績報告」にある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見

されなかった。 

さらに、本事業の委託業務は、ラークスパー育成系統の現地適応性検査業務（委

託先：個人、委託金額３万８４００円）、「岡山リンドウ３号」の現地実証試験業
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務（委託先：個人、委託金額２万８０００円）、リンドウ育成系統の現地適応性試

験業務（委託先：個人、委託金額６万円）及びオリジナル品種の安定供給業務（委

託先：一般社団法人岡山県農業開発研究所、委託金額７０万円）であるところ、い

ずれも特命随意契約の方式で委託されていた。 

この点、いずれの業務も業務の特殊性から委託先が限定されるとともに、委託金

額も１００万円未満であって、委託の手続きについて問題となる点は認められな

かった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定は、晴れの国おかやま生き活きプランの指標において、農林水

産業産出額を目標（令和６年度：１６５５億円）としており、各品目の産出額につ

いて、農林水産統計値で測定している。 

この点、直近の令和３年度の農業産出額は１４５７億円であり、全国平均は前年

度比マイナスであるにも拘わらず、岡山県はプラスとなっている。 

また、本事業の予算の執行率は８８％であり、補助金が十分に活用されているこ

とが認められる。 

以上より、本事業について一定の効果は認められるものと考えられることから、

本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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(6) 岡山米販売力強化支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

平成３０年産からの米政策が見直しされるとともに、近年

の人口減や新型コロナウイルス感染症による米の需要の減退

による米の生産・販売に係る競争激化に対応するため、品種

や栽培方法等、岡山米の特徴を活かした生産とＰＲの取組を

支援し、消費者や実需者から選ばれる岡山米の地位を確立す

ること。 

事業内容 

１ 県推進事業 

(1) 良食味米生産技術の普及 

(2) 良食味米生産体制の確立 

(3) 岡山米のＰＲ 

 

２ 岡山米販売力強化支援事業 

(1) 需要に応じた生産の支援 

ア 良食味米の産地づくり 

イ 業務用米の生産拡大 

ウ 需要に応じた生産の推進 

 

(2) 認知度向上の取組の支援 

ア イメージの定着化と需要・生産の安定化 

イ 愛好者の獲得と需要の安定化 

 

(3) 結びつき強化の取組の支援 

ア 契約取引の拡大 

イ 消費者との結びつき強化 

 

(4) 品質の向上 

ア 米、麦類及び大豆等の品質向上に向けた色彩選別

機、穀粒判別機及び食味計等の機械導入を支援 

法令・条例・要綱等 

・農林水産プラン 

・岡山米販売力強化支援事業実施要領 

・岡山県補助金等交付規則 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 398万 8000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

345万 3000円 

（86％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、米の生産振興の施策として、下記のとおり、定めている。 

記 

・地域の気象条件や品種の特性等を生かし、家庭用や業務用、さらには輸出用など

多様な需要に対応した米づくりを促進します。 

・「きぬむすめ」や「コシヒカリ」等の家庭用の米については、食味向上や有機無

農薬栽培など、栽培方法にこだわった付加価値の高い米生産の取組を、「朝

日」、「アケボノ」、「雄町」等の業務需要の高い米については、品質の安定

と生産コスト低減の取組を推進します。また、消費者や実需者へのＰＲ強化に

より、需要の拡大を図ります。 

以上 

 

本事業は、農林水産プランを踏まえて、米の生産・販売に係る競争激化に対応す

るため、品種や栽培方法等、岡山米の特徴を活かした生産とＰＲの取組を支援し、

消費者や実需者から選ばれる岡山米の地位を確立することを目的とする事業であ

り、農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、岡山米販売力強化支援事業実施要領に基づいて補助金

を交付することによって執行されているところ、本事業を利用して令和４年度中に

補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対して、「岡山県米販売力強化

支援事業実施要領第４事業実施手続き、第６事業実績報告等」にある一連の流れに

ついて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見されなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定は、米の生産・販売実績によっているところ、令和４年度は、

品種毎に比較すると前年比マイナスとなっているものもあるが、県内外での「雄

町」ＰＲイベントの開催や、「きぬむすめ」「にこまる」の特Ａダブル取得によ

り、知名度が向上していることが認められる。 

また、予算の執行率は８６％であって、補助金が十分に活用されていることが認

められる。 

このように、本事業に基づいて交付された補助金が拡張されたうえ、事業に一定
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の効果も見受けられることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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(7) 「くだもの王国おかやま」晴苺プロジェクト事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

晴苺の東京出荷量は平成３０年度のテスト販売時から年々

増加しており、市場からの信頼も向上している。東京市場で

は、全国第５位の高単価で取引され、その高評価が岡山市場

での高単価にも結びついている。晴苺のブランド化に取り組

んだ結果、県内おいＣベリーの栽培面積も１.４ｈａ（平成２

９年）から、３.６ｈａ（令和２年）まで拡大している。 

しかし、出荷量は、東京市場をはじめ、実需者の要望に応

えられておらず、さらなる拡大を求められている。また、環

境制御技術を導入することで大幅に収量向上した実証結果も

あり、その成功事例を速やかに他産地に普及させる必要があ

る。そして、晴苺の規模拡大の要望は多く、出荷量を拡大す

る絶好の機会であるが、予算的に応えられておらず、ＪＡや

生産者から予算充実を要望する声が非常に強い。 

そのため、東京市場へ長期間安定して晴苺を供給できる体

制を早期に確立し、年間を通じた首都圏での「くだもの王国

おかやま」のブランド確立につなげること。 

事業内容 

１ 供給体制の確立 

(1) 産地の育成支援 

ア ハウス整備 

 

(2) 供給体制の確立支援 

ア 苗の安定供給体制の確立 

イ 晴苺のＰＲ、販売対策 

 

(3) 栽培技術向上対策支援 

ア ブランドいちご研究会の開催や栽培マニュアルの充実 

イ 晴苺の高収量モデルの普及 

 

２ ブランド力の向上 

(1) 晴苺の首都圏でのＰＲ 

法令・条例・要綱等 
・農林水産プラン 

・野菜農業振興計画 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 1313万 3000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1213万 7637円 

(92％) 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、果物の生産振興の施策として、下記のとおり、定めている。 

記 

・年間を通じて果物が供給できるよう「くだもの王国おかやま」の新しい果物とし

て、いちごのブランド化に取り組みます。 

以上 

 

農林水産プランを踏まえて、野菜農業振興計画は、具体的ないちごの栽培等に関

する振興方針を明らかにしている。 

本事業は、東京市場へ長期安定して晴苺を供給できる体制を早期に確立し、年間

を通じた首都圏での「くだもの王国おかやま」のブランド確立につなげることを目

的とする事業であり、おかやま農林水産プラン及び野菜農業振興計画に基づくもの

である。 

２ また、本事業の財務事務は、岡山県園芸総合対策事業実施要領に基づいて補助金を

交付すること及び一部の業務を委託することによって執行されているところ、本事

業を利用して令和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対

して、「岡山県園芸総合対策事業実施要領第３事業実施等の申請手続き、第４事業

実績報告」にある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見

されなかった。 

さらに、本事業の委託業務は、晴苺の高収量モデル実証事業に係るほ場設置事業

（委託先：個人、委託金額９万３８４０円）であるところ、特命随意契約の方式で

委託されていた。 

この点、本事業は、晴苺に関する実証ほ場を設置することが必要である等委託先

が特定されるうえに、支出額も少額であり、財務事務の執行において問題となる点

は認められなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果測定は、事業終期である令和５年産の東京市場への出荷目標を１０

ｔに設定し、毎年、出荷実績を確認することで行われている。 

令和４年産の実績は６．９ｔであるものの、前年比１１８％と順調に増加してい

ることから、一定の効果が認められる。 

また、予算の執行率は９２％であって、補助金が十分に活用されていることが認
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められる。 

このように、本事業に基づいて交付された補助金が活用されたうえ、事業に一定

の効果も見受けられることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。  
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３ 県産農産物オムニチャネル戦略推進事業 

【概要】  担当部署 対外戦略推進室 

事業目的 

岡山県の桃、ぶどうの首都圏、関西圏での販売金額、海外

への輸出金額は、増加している。 

食品のＥＣ市場は拡大しているが、百貨店等の店頭販売の

影響は少ないことから、首都圏でのフェアによる販売促進を

図るとともに、ＳＮＳ等を活用しながら、主な購入世帯であ

る中高年層への情報発信と比較的若い世代への情報発信力の

強化を図ること及び新型コロナウイルス感染症の影響に対応

し、海外等の事業者と連携したオンラインによるＰＲや現地

販売員を活用した遠隔プロモーションにより、県産農産物の

販売力は維持され、東南アジア中心に輸出は順調に増加して

いるが、東南アジアを中心に産地間競争となっていることか

ら、さらなるブランド力の強化による販売促進を図ること。 

事業内容 

１ 首都圏ブランド力強化対策事業 

(1) おかやま果物時間ｉｎ ＴＯＫＹＯ 

・首都圏の高級果物専門店や百貨店と連携した販売促進 

(2) 新規購買層開拓プロモーション 

・情報発信力の強化 

・若い世代を中心とした新たな顧客開拓 

・県専用販売促進員(おかやま応援ＴＯＫＹＯ隊)の活用 

・市場等駐在職員によるマーケットイン体制強化 

・航空業界との連携プロモーション 

・メディアへの働きかけ 

(3) ＥＣサイトでの販売促進に向けた情報発信 

・ＥＣサイトでの販売促進による顧客の定着化 

２ 海外ブランド力強化プロモーション事業 

・海外重点市場での桃、ぶどうプロモーション（主要店

舗との連携）強化 

・経済発展が進む国・地域での販路開拓のためのプロ

モーション 

・知事によるトップセールス 

・民間主体による統一的な出荷体制の整備によるブラン

ドの確立 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 2318万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2058万 6000円 

（88％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、「④儲かる農林水

産業加速化プログラム」の重点施策として、下記のとおり、定めている。 

記 

 

■マーケティングの強化とブランディングの推進 

首都圏や関西圏市場を中心に、県産農林水産物の販売力を高めるため、マー

ケットインの視点に立った商品づくりや、消費地、購買層などターゲットを絞った

売込みを強化します。 

また、桃やぶどうなど品質の高い農林水産物については、市場等との信頼関係

を一層強め、効果的なプロモーションを展開するとともに、ＳＮＳ等の多様な媒体

を有効活用した戦略的な情報発信に取り組みます。 

 

■海外でのブランド確立による輸出拡大 

国際的に競争力のある白桃やぶどうを中心に、重点市場の台湾、香港、シンガ

ポールで積極的なプロモーションを展開するとともに、インバウンドへの効果的な

情報発信に取り組みます。 

また、民間が主体となった輸出促進や、今後有望な国・地域での販路開拓を進

めるとともに、国内外での知的財産の権利化を積極的に進め、活用することにより

ブランド化を推進します。 

さらに、岡山米やおかやま和牛肉、乳製品、製材品など高品質な農林水産物の

アジア地域での市場開拓を進めます。 

以上 

 

生き活きプランを踏まえて、農林水産プランは、首都圏等におけるブランド力強

化、海外でのブランド確立について詳細を定めている。 

本事業は、首都圏でのフェアによる販売促進を図るとともに、ＳＮＳ等を活用し

ながら、主な購入世帯である中高年層への情報発信と比較的若い世代への情報発信

力の強化を図ること及び農業団体等に民間団体の輸出向けの販売促進活動の強化を

図ることを目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに基づくも

のである。 

２ また、本事業の財務事務は、委託事務によって執行されているところ、委託された

事業の詳細は下記のとおりである。 
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記 
 名称 委託先 金額 

1 
県産果物の ECサイト等での販促に向けた情

報発信事業 

㈱中国四国博報堂 岡

山支社 
4,222,900 

2 シンガポールにおける県産果物情報発信業務 ㈱ELN 736,450 

3 
シンガポールにおける「岡山フェア」運営業

務 
㈲万英 696,300 

4 マレーシアにおける「岡山フェア」運営業務 ㈱ELN 640,200 

5 おかやま応援 TOKYO隊運営業務 ㈱ヴァカボ 597,740 

6 「おかやま応援 TOKYO隊」運営業務 ㈱ヴァカボ 619,762 

7 タイにおける「岡山ぶどうフェア」運営業務 九州農産物通商㈱ 484,000 

8 国内 EC市場における県産果物販売促進事業 ㈱J'sフロンティア 479,600 

9 おかやまフルーツ・ギャラリー運営業務 ㈱サン・フルーツ 462,000 

10 岡山県 PR香港デスク農産物情報発信事業 
Compass 

Communications 
393,000 

11 
伊勢丹新宿店における「岡山フェア」運営業

務 
㈱三越伊勢丹 330,000 

12 
岡山フェア運営業務（サン・フルーツ日本橋

三越本店） 
㈱サン・フルーツ 260,150 

13 
岡山フェア運営業務（サン・フルーツ銀座三

越店） 
㈱サン・フルーツ 181,500 

14 岡山県 PR香港デスク農産物情報発信事業 
Compass 

Communications 
173,500 

15 おかやま応援 TOKYO隊運営業務（アレキ） ㈱ヴァカボ 155,848 

16 銀座三越における岡山フェア装飾業務 
㈱三越伊勢丹アイム

ファシティーズ 
140,596 

 

上記委託事業のうち、県産果物のＥＣサイト等での販促に向けた情報発信事業

（Ｎｏ１）は、技術提案型の公募手続きを踏まえ、随意契約の方式によって委託さ

れており、その余の委託事業は、いずれも特命随意契約の方式で委託されていたこ

とを確認した。 

この点、上記の技術提案型の公募手続きについて、入札者は１社であったものの

特に問題となる点は認められなかった。 

また、その余の随意契約について、契約に特殊性があるうえに、委託金額も１０

０万円未満であって、その手続きについて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認
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し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効果は、県産農林水産物の首都圏での販売金額及び輸出金額によって測

定されている。 

この点、令和４年度のおかやま県の桃・ぶどうの首都圏での販売金額は、前年比

１０７％、輸出金額は前年比１１４％と増加していることから、本事業に一定の効

果が認められるものとし、評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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４ 県産農林水産物販売促進総合対策事業 

【概要】  担当部署 対外戦略推進室 

事業目的 

農林水産物の輸入増大、産地間競争の激化、流通構造の変

化、農林水産物を取り巻く環境に的確に対応し、岡山県産農

林水産物及びその加工品のイメージアップ並びに岡山ブラン

ドの確立を図るため、おかやま農林水産物販売促進協会が行

う効果的、総合的なＰＲ及び国内外での販売促進に要する経

費に補助金を交付すること。 

事業内容 

１ 岡山県産農林水産物等の総合的なＰＲ活動 

・岡山県産農林水産物統一ブランドマークの検討 

・テレビ、ラジオ等広報媒体を活用したＰＲ活動 

・フレッシュおかやま（イメージスタッフ）の募集・決

定・活用等 

・園芸流通関係会議の開催 

 

２ 品目別ＰＲ事業の実施 

・量販店等でのフェアの開催による農林水産物の販売促進 

・花き消費拡大の啓発 

・畜産物、水産物、特用林産物等のＰＲ・販売促進 

 

３ 県産農産物輸出力強化 

・商談会等を活用した輸出事業者へのＰＲ 

・海外高級量販店等での民間主体の販路確保対策 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 699万 4000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

699万 4000円 

（100％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前項において検討したとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産

業の振興」、「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「マー

ケティングの強化とブランディングの推進」を掲げ、農林水産プランは具体的な施

策を定めている。 

本事業は、生き活きプラン及び農林水産プランを踏まえて、岡山県産農林水産物
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及びその加工品のイメージアップ並びに岡山ブランドの確立を図るため、おかやま

農林水産物販売促進協会が行う効果的、総合的なＰＲ及び国内外での販売促進を図

ることを目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに基づくもの

である。 

２ また、本事業の財務事務は、フレッシュ農産物販売促進事業費補助金交付要綱に基

づいて補助金を交付することによって執行されているところ、本事業を利用して令

和４年度中に補助金を受給した者のうち、任意に抽出した１件に対して、「フレッ

シュ農産物販売促進事業費補助金交付要綱 第４条交付申請、第７条実績報告」に

ある一連の流れについて関連する資料を閲覧した結果、問題点は発見されなかっ

た。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

前項の事業と同じく本事業の効果測定は、県産農林水産物の首都圏販売金額、輸

出金額によって測定されているところ、前記のとおり、令和４年度の桃・ぶどうの

首都圏販売金額、輸出金額は、前年比増加していることが認められる。 

また、予算の執行率は、１００％となっており、補助金が十分に活用されている

ことが認められる。 

これらの点を考慮して、本事業に一定の効果があるものとし、本事業の有効性の

評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 

 

 

  



 

 

 

 

- 141 - 

 

５ 普及活動推進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業改良助長法に定められた目的を実現すべく、農林水産

総合センター普及推進課と農業普及指導センターに配置した

普及指導員による高度・先進的技術の普及や経営改善等に係

る普及指導活動により、農林行政の推進に即しつつ、普及課

題の解決を図ること。 

事業内容 

岡山県の実施方針に伴い普及活動推進事業として、普及活

動員の普及活動に要する旅費の支出や普及活動で直接使用す

る機器を整備し、以下の事業を実施する。 

記 

１ 高度技術普及活動事業 

２ 地域農業推進総合指導 

３ 普及活動情報活動推進事業 

４ 高度技術現地調査研究事業 

５ ハイブリッド普及活動展開事業 

法令・条例・要綱等 ・農業改良助長法 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 2468万 4000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2042万 4000円 

（82%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農業改良助長法第１条は、「農業者が農業経営及び農村生活に関する有益かつ実用

的な知識を得、これを普及交換することができるようにするため、農業に関する試

験研究及び普及事業を助長し、もつて能率的で環境と調和のとれた農法の発達、効

率的かつ安定的な農業経営の育成及び地域の特性に即した農業の振興を図り、あわ

せて農村生活の改善に資すること」を目的として掲げ、同法第８条は、都道府県

は、普及指導員による普及指導活動、農業者研修教育施設における研修教育及び農

村青少年団体の指導者の育成を行うため、普及指導員を置く旨を定めている。 

本事業は、農業改良助長法に定められた目的を実現すべく、農林水産総合セン

ター普及推進課と農業普及指導センターに配置した普及指導員による高度・先進的

技術の普及や経営改善等に係る普及指導活動を行うことを目的とする事業であり、

農業改良助長法に基づくものである。 
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２ また、本事業の予算は下記のとおりである。 

記 
 名称 金額 

1 普及活動旅費 224万 4000円 

2 普及活動高度化機材整備 483万 7000円 

3 高度技術普及活動事業 118万 6000円 

4 地域農業推進総合指導 899万 2000円 

5 普及情報活動推進事業 198万 7000円 

6 農業改良普及推進協議会費 112万 1000円 

7 高度技術現地調査研究事業 310万 5000円 

8 ハイブリッド普及活動展開事業 121万 2000円 

 

かかる事業の財務事務は、専ら研修に関する旅費、講師謝礼等の経費を支出する

ことによって執行されているところ、かかる手続きについて問題点は発見されな

かった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、①普及活動のための出張が８０９件あったこ

と、②必要な備品として３５台のパソコンが導入されたこと、③高度技術普及をす

べく若手普及指導員に対し計画的で実践的なＯＪＴの実施のため、経験豊富な普及

指導員ＯＢが採用されたこと、④普及情報ネットワーク（EK-SYSTEM）を普及指導員

等１９０名が利用したこと、⑤普及活動検討会（参加者数１２２名）、講習会・研

修会（参加者数のべ３万１６６０人）、農業改良普及推進協議会（参加者数５９

名）及び所内研修（参加者数１７３名）が開催されたこと、⑥高度技術現地調査研

究のため稲こうじ病の総合防除体系の検討が実施されたこと及び⑦ハイブリッド普

及活動として県内９か所の普及指導センターで、動画を活用した技術指導、ＳＮＳ

を通じた情報発信、環境モニタリングデータを活用した栽培管理指導等が実施され

たことを確認した。 

この点、本事業は、農業普及指導センター等に配置された普及指導員の調査研究

や指導等を行うものであり、直接的な効果測定が困難であるものの、各普及指導セ
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ンターにおいて、農業者等と検討し、今後の普及活動に資するため、年１回普及活

動検討会を開催しており、事業の有効性を検討していることから、特段問題点は見

受けられなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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６ 農業気象情報調査事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農作物の安定生産を図るためには、栽培地域の立地条件並

びに気象条件に対応した技術対策の樹立及び気候変動に迅速

かつ適切な対策を講ずる必要がある。 

このため、県内の主要農作物について生育観測を実施する

とともに、気象情報を有効に活用し、生育状況や気象変動に

即応した栽培技術指導を行い、主要農産物の収量・品質の安

定化を図ること。 

事業内容 

１ 農作物生育観測 

・主要農作物について、「農作物生育観測の実施につい

て」に基づき、生育観測を実施する。 

・農業普及指導センター、農業研究所は、各地点の観測日

毎に生育観測を実施し、観測結果を速やかに普及推進課

へ報告し、普及推進課で分析を行う。 

 

２ 気象観測データの利用 

・気象観測データをインターネット経由により農業普及指

導センター等に提供し、各地域の栽培技術指導に活用す

る。 

 

３ 農業気象技術対策情報の提供 

・農作物生育観測結果及び気象観測データ、生育管理予測

研究結果等をもとに、技術情報を発行し、気象変動に対

応した栽培技術指導、気象災害の回避・軽減対策等を徹

底する。 

法令・条例・要綱等 ・岡山県農業気象情報調査事業実施要領 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 252万 8000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

236万 4000円 

(93%) 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」において５つの重点施策を定めており、

農林水産業加速化プログラムを円滑に実施するためには、岡山県の気象条件を正確
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に把握する必要がある。 

岡山県では、昭和５５年の冷夏長雨で甚大な農作物被害が生じたことを踏まえ、

昭和５６年から継続的な気象観測の取組みを実施しており、これを踏まえて、岡山

県農業気象情報調査事業実施要領は、「県内の主要農作物について生育観測を実施

するとともに、気象情報を有効に活用し、生育状況や気象変動に即応した栽培技術

指導を行い、主要農作物の収量・品質の安定化を図る。」ことを目的として掲げて

いる。 

本事業は、同要綱の目的を全うする事業であり、同要綱に基づくとともに、生き

活きプランに掲げられた事業を遂行するうえで不可欠な事業である。 

２ また、本事業の財務事務は、旅費やほ場借上げの謝礼金を支出することによって執

行されているところ、一連の支出について問題点は発見されなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、生育観測データ等をもとに技術情報を発行し、気象変動に台頭した栽

培技術指導等に活用するものである。 

収集された生育観測データは、岡山県統合共有ファイルサーバーで管理してお

り、岡山県の普及指導員が、技術対策の基礎データとして活用されていることが認

められる。 

事業の有効性については、特段問題点は見受けられず、評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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７ 産地ブランド育成事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業の収益力向上を図り、産地を維持発展させていくため

には、消費者・実需者ニーズに対応した農産物の生産・販売

が重要になっている。 

また、産地の生産力・販売力強化のために、若手生産者の

育成による新たなリーダー確保により、産地が発展する仕組

みを構築する必要がある。 

そこで、産地組織や農業者組織が中心となり、販売や流通

等のエキスパート人材と連携し、産地ブランドの育成と若手

リーダーの育成による組織力強化を図り、産地の育成と販売

力の強化を図る。 

事業内容 

１ 産地ブランド育成活動支援事業 

(1) 産地力強化活動支援 

ア プロジェクトチームの設置 

イ 若手リーダーの確保・育成 

ウ 組織力強化 

(2) マーケティング活動支援 

ア マーケティング戦略の策定 

イ 地域ブランドの検証・マーケティング戦略の見直し 

ウ ブランディング活動支援 

エ ブランド品目の生産力強化・品質向上対策の実施 

 

２ マーケティング戦略実行支援事業 

マーケティング戦略を実行するうえで必要となる出荷

用資材や販売促進用資材等の整備、加工品開発や新たな

販路開拓等に要する経費を支援する。ただし、産地ブラ

ンド育成活動支援事業での取組に限る。 

法令・条例・要綱等 ・農林水産プラン 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 856万 8000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

634万円 8000円 

（74%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、「マーケティングの強化とブランディングの推進」として
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「（１）岡山県産農林水産物のイメージアップ戦略の推進」を掲げ、下記のとお

り、具体的な施策を定めている。 

記 

・県全体のイメージアップ戦略のもと、農林水産物についても岡山県産と聞いただ

けで、「おいしい」や「安全」といった好イメージを持ってもらえるようなプ

ロモーションを、観光関係者とも連携して、推進します。 

 

以上 

 

本事業は、産地組織や農業者組織が中心となり、販売や流通等のエキスパート人

材と連携し、産地ブランドの育成と若手リーダーの育成による組織力強化を図り、

産地の育成と販売力の強化を図ることを目的とする事業であり、上記農林水産プラ

ンが掲げる施策の一環といえる。 

２ また、本事業の財務事務は、産地ブランド育成事業実施要領に基づいて補助金を交

付すること及び事業を委託することによって執行されているところ、本事業を利用

して令和４年度中に補助金の支給に関する手続きについて、問題点は発見されな

かった。 

さらに、本事業の委託事業は、公募手続きを経たうえで随意契約が締結されてお

り、かかる委託の手続きについて問題となる点は認められなかった。 

以上より、本事業の費用の支出に関して、合規性の観点から特段問題となる事項

は認められないことから、評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、牛窓地域の露地野菜、備北地域のぶどう、新見地

域の桃、津山地域のパン用小麦について、市場ニーズ把握やマーケティング戦略を

策定する等、産地が中心となったマーケティング活動を支援したことが認められ

る。 

この点、本事業の性質上、直接的、短期的な効果測定は困難であり、数年後の産

地の出荷量、販売量の変化をもって行うこととしている。 

もっとも、産地ブランド育成事業エキスパート派遣業務に係る業務委託は、委託

金額が４６６万５０００円と高額であり、その効果について、年度毎に慎重に行

い、次年度以降の委託の要否、委託金額の妥当性について検討することが望ましい

と考える。 

このように、本事業について、現段階で事業の有効性については、特段問題点は

見受けられないものの、上記の委託金額の妥当性について、検討の余地があると思
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われることから、本事業の有効性の評価をＣとした。 

 

 

【意見２－２】委託業務の効果について、年度ごとに慎重に検討し、次年度以降の委

託の要否、委託金額の妥当性について検討することが望ましいと考える。 

本事業のうち、産地ブランド育成事業エキスパート派遣業務に係る業務委託は、委

託金額が４６６万５０００円と高額であり、その費用対効果については、年度毎に慎重

に検証を行い、次年度以降の委託の要否、委託金額の妥当性について検討することが望

ましいと考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の有効性について指摘した点を除いては、問題点が発見さ

れなかったため、事業の効率性の評価をＢとした。 
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８ 岡山県野菜価格安定促進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

国が実施する指定野菜価格安定対策事業及び特定野菜等供

給産地育成価格差補給事業に該当しない規模の小さい野菜指

定主産地及び県の特産的な野菜産地を対象として、平均販売

価額が保証基準額を下回った際に価格補填をすることで生産

者の経営安定を図るとともに消費者へ本県産野菜の安定供給

を行うこと。 

事業内容 

野菜指定主産地の指定を受けた産地が、各出荷期間が始ま

る前に、交付予約を行い、岡山県、市町村、全農岡山県本部

及び生産者で資金造成を行い、産地から対象市場に出荷され

た野菜の平均販売価額が保証基準額を下回ったときに価格補

てん金を交付する。 

法令・条例・要綱等 
・野菜生産出荷安定法 

・野菜生産出荷安定法施行規則 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 395万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

100万円 

（25％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 野菜生産出荷安定法第１条は、「主要な野菜について、一定の生産地域におけるそ

の生産及び出荷の近代化を計画的に推進するための措置を定めるとともに、その価

格の著しい低落があつた場合における生産者補給金の交付、あらかじめ締結した契

約に基づきその確保を要する場合における交付金の交付等の措置を定めることによ

り、主要な野菜についての当該生産地域における生産及び出荷の安定等を図り、も

つて野菜農業の健全な発展と国民消費生活の安定に資することを目的とする。」と

規定しており、本事業は、同法の対象とならない野菜について、岡山県が追加で補

填をするものであり、その事業は、岡山県野菜価格安定促進事業実施要領に則って

執行されている。 

なお、本事業は、生産者の経営安定と消費者への県産野菜の安定供給というセー

フティネットの役割を担う事業であり、儲かる農林水産業を進めている各プランが

生産振興やマーケティング戦略、ブランディング推進など攻めの農林水産業を支え

る施策を中心としていることから、本事業を生き活きプラン等に直接盛り込むこと
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は困難であるとの事情がある。 

また、本事業は議会の審議を経て議決を得た予算に基づくものであり、採択基準

を定めた岡山県野菜価格安定促進実施要領に基づき、目的や効果などを勘案して決

定していることから、地方自治法に規定される「公益上必要がある場合」の認定を

適切に行っており、その施策の内容は、野菜生産出荷安定法第１条が規定する目的

に合致する。 

このように、本事業について、予算執行上の根拠を認めることができると考え

る。 

２ 他方で、本事業の財務事務は、岡山県野菜価格安定促進事業実施要領に基づいて補

てん金を交付することによって執行されているところ、本事業に係る補てん金の支

給に関する手続きについて、問題点は発見されなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業に基づいて、令和４年度に交付された補てん金は、野菜生産安定協会の管

理運営費として１００万円であった。 

この点、本事業は、指定された野菜の平均販売価額が保証基準額を下回った際に

補てん金を交付するセーフティネットとしての役割を果たす事業であり、補てん金

の交付額が少額であったからといって、その事業の有効性が否定でされるものでは

ない。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の効率性の観点から特段問題となる事項は認められないこ

とから、その評価をＢとした。  
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９ 就農促進トータルサポート事業 

(1) 新規就農研修事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業就業人口の減少や高齢化の進展等から新規就農者等の

確保・育成が喫緊の課題となっている。 

このため、就農相談会の開催や市町村の新規就農者等確保

計画に基づく就農希望者の就農形態に合わせた地域ごとの総

合的な支援体制を構築することにより、新規就農希望者等の

円滑な就農と定着、地域農業の中心となる担い手への育成を

推進する。 

かかる目的の一環として、本事業は、意欲にあふれる新規

就農者を確保するため、県内で就農を希望する者を対象に、

先進農家等における１か月の農業体験研修及び２か年以内の

農業実務研修を行うこと。 

事業内容 

１ 農業体験研修 

・事業主体：岡山県 

・対 象 者：受入地域の面接審査に合格した者 

・研修期間：１か月 

・研修内容：受入地域の先進農家等で行う農作業や農家生

活等の体験等 

 

２ 農業実務研修 

・事業主体：農業協同組合、市町村、農業公社等 

・対 象 者：農業体験研修を終了し、就農までの手順や就

農初期の経営計画（研修計画）を地域から認

められた者 

・研修期間：２か年以内 

・研修内容：先進農家等で、栽培技術・経営ノウハウの取

得及び農地・機械情報の収集や住居の確保な

ど就農に向けた準備 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 178万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

122万 6425円 

（68％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、「④儲かる農林水

産業加速化プログラム」の重点施策として、下記のとおり、定めている。 

記 

■次代を担う力強い担い手の確保・育成 

本県農業の担い手の育成拠点である三徳園を核として、新規就農者の確保・育

成に取り組むとともに、認定農業者や集落営農組織の規模拡大や法人化、企業の農

業参入を支援するなど、多様な担い手を育成します。併せて、専門的技術を持つ優

れた林業や漁業の人材育成を推進します。 

以上 

 

また、生き活きプランを踏まえて、農林水産プランは、「２ 次代を担う力強い

担い手の確保・育成」、「（１）新規就農者の確保・育成」として、下記の具体的

な施策を定めている。 

記 

（１）新規就農者の確保・育成 

・新たな担い手育成の拠点施設である三徳園や農業大学校の活用、農業高校との連

携、就農研修の充実等により、新規就農者の確保・育成を加速します。 

以上 

 

本事業は、意欲にあふれる新規就農者を確保するため、県内で就農を希望する者

を対象に、先進農家等における１か月の農業体験研修及び２か年以内の農業実務研

修を行うことで新規就農者の確保を目的とする事業であり、生き活きプラン及び農

林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、就農促進トータルサポート事業実施要領に基づいて補

助金を交付することや報償費及び職員の旅費を支出することによって執行されてい

るところ、支出の手続きについて問題点は発見されなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容として、令和４年度には、希望者を対象に、実務研修生全体研修会

が１回開催され、２７名が参加したことを確認した。 
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なお、岡山県の令和３年度の新規就農者数は１５３名、令和４年度の新規就農者

数は１６８名と増加傾向にあるうえに、令和３年度の新規就農者数のうち３０名、

令和４年度の新規就農者数のうち２４名が本事業の修了生であって、本事業によっ

て安定的な新規就農者の確保につながっていることが認められる。 

このように、本事業によって新規就農者の確保に資することが認められることか

ら、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の効率性の観点から特段問題となる事項は認められないこ

とから、その評価をＢとした。 
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(2) 就農・就業相談事業（育成センター） 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

青年農業者等の確保・育成のため、「岡山県青年農業者等

育成センター」に指定された公益財団法人岡山県農林漁業担

い手育成財団が実施する各種就農支援事業に対し支援するこ

と。 

事業内容 

１ 就農アドバイザー活動事業 

・就農を希望する青年又は就農初期の青年に対する農業経

営、栽培技術等に関する個別指導 

・就農アドバイザー研修会等の開催 

２ 就農支援資金貸付等事業 

・就農支援資金の貸付、償還等 

３ 就農関連情報交換会開催事業 

・農業青年人材育成推進検討会の開催 

４ 就農相談専門員活動事業 

・就農相談専門員の委嘱 

・就農を希望する青年等を対象とした就農オリエンテー

ションの開催 

５ 就農相談窓口一元化事業 

・相談員の派遣 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 477万 3000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

477万 3000円 

（100％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前項において検討したとおり、生き活きプランは、「次代を担う力強い担い手の確

保・育成」を重点施策として掲げ、生き活きプランを踏まえて、農林水産プラン

は、「２ 次代を担う力強い担い手の確保・育成」、「（１）新規就農者の確保・

育成」において具体的な施策を定めている。 

本事業は、生き活きプラン及び農林水産プランを踏まえて、青年農業者等の確

保・育成のため、「岡山県青年農業者等育成センター」に指定された公益財団法人

岡山県農林漁業担い手育成財団が実施する各種農業支援事業に対し支援することを
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目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、専ら就農促進トータルサポート事業実施要領に基づい

て補助金を交付することによって執行されているところ、支出の手続きについて問

題点は発見されなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容として、令和４年度には、①５名の就農アドバイザーによる新規就

農者に対する経営技術指導が実施されたこと、②青年農業者等交流会として県下９

地域で農業者のつどい及び青年農業者大会の開催に対する支援がなされたこと、③

就農セミナーが２回、就農相談会が２９回それぞれ開催されたこと、④就農相談会

等に就農相談員が派遣されたことを確認した。 

なお、前記のとおり、岡山県の令和３年度の新規就農者数は１５３名、令和４年

度の新規就農者数は１６８名と増加傾向にあるうえに、農業実務研修を開始した者

のうち９４％が就農していること及び農業実務研修を利用したもののうち９９％が

農業経営を継続していることが認められる。 

このように、本事業によって新規就農者の確保に資することが認められることか

ら、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の効率性の観点から特段問題となる事項は認められないこ

とから、その評価をＢとした。 
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(3) 社会人就農研修事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

新規就農希望者の円滑な就農と定着、地域農業の中心とな

る担い手への育成を推進するため、他産業従事者等の就農に

向けた知識、技術の習得を図るため、三徳園に「社会人就農

研修」コースを設置し、講義・実習・先進農家等現地視察研

修を組み合わせた実践的な研修を実施すること。 

事業内容 

研修の実施 

１ 定員及びコース 

３０人（果樹・野菜の２コース） 

 

２ 研修期間・回数 

期間：令和４年４月～令和５年３月 

回数：果樹３３回（講義２６回、実習７回） 

野菜４９回（講義２９回、実習２０回） 

 

３ 研修の内容 

講義、実習、視察研修、就農相談 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 91万 1000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

14万 7948円 

（16%） 

 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前項において検討したとおり、生き活きプランは、「次代を担う力強い担い手の確

保・育成」を重点施策として掲げ、生き活きプランを踏まえて、農林水産プラン

は、「２ 次代を担う力強い担い手の確保・育成」において下記の施策を定めてい

る。 

記 

（４）多様な担い手等の確保 

・農山漁村の働き手の確保や地域農業の維持のため、農福連携や女性農業者が能力

を最大限発揮できる環境の整備の取組を進めるほか、外国人材の活用の可能性
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を検討するなど、産地での多様な労働力の活用を推進します。 

以上 

 

本事業は、生き活きプラン及び農林水産プランを踏まえて、他産業従事者等の就

農に向けた知識、技術の習得を図るため、三徳園に「社会人就農研修」コースを設

置し、講義・実習・先進農家等現地視察研修を組み合わせた実践的な研修を実施す

ることで他産業従事者等からの就農者を確保することを目的とする事業であり、生

き活きプラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、講師謝金や講義に関する経費を支出することによって

執行されているところ、支出の手続きについて問題点は発見されなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容として、令和４年度には、社会人就農研修が７６回開催され（内

訳：共通講義１５回、果樹共通講義・実習１３回、桃実習６回、ぶどう実習６回、

野菜講義１４回、野菜実習２２回）、のべ１１５９人が講義に参加したことを確認

した。 

なお、講義終了後にはアンケートが実施されており、７０８件の回答がなされて

おり、実習内容の参考資料とされている。 

また、研修修了者の就農率は令和３年度は５６％、令和４年度は５８.１％として

増加傾向にあることが認められる。 

このように、本事業によって他産業従事者等からの新規就農者の確保に資するこ

とが認められることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の効率性の観点から特段問題となる事項は認められないこ

とから、その評価をＢとした。 
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(4) 新規就農者がっちりゲット事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

毎年１５０人の新規就農者を確保し、足腰の強い担い手へ

と育成していくためには、県内外での有望な就農希望者の確

保と併せ、新規就農研修性を指導する受入農家の育成と強化

が必要である。 

このため、研修による就農実績の多い関西圏での相談会を

充実させるとともに、就農に向けた詳細な相談やアドバイス

を行う就農準備講座を開設する。 

また、受入農家の資質向上に向けた研修会等を開催し、産

地の受入体制を強化すること。 

事業内容 

１ 就農入口整備事業 

(1) 関西圏就農相談強化事業 

関西圏を中心に就農希望者の獲得を強化するため、

相談会出展を増やすとともに、会社員等が参加しやす

いよう平日にナイター相談会を開催する。 

 

(2) 就農準備講座事業 

有望な就農希望者を対象とした就農準備講座を県内

外で開講し、具体的な営農計画づくり等を集中的に支

援することで確実な就農につなげる。また、全国の就

農希望者を対象にインターネットを活用したＷＥＢセ

ミナーを実施する。 

 

２ 産地受入体制強化事業 

産地の受入体制を強化するため、親方農家の資質向上

に資する研修会や情報交換会等の開催を支援する。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 307万 2000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

192万 7000円 

（62%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前項において検討したとおり、生き活きプランは、「次代を担う力強い担い手の確

保・育成」を重点施策として掲げ、生き活きプランを踏まえて、農林水産プラン
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は、「２ 次代を担う力強い担い手の確保・育成」において下記の施策を定めてい

る。 

記 

（１）新規就農者の確保・育成 

・就農希望者が多く集まるよう、県内外での就農相談会やＨＰ等での情報発信を充

実・強化します。 

・市町村等と連携し、産地で行う就農研修の受入体制の整備・充実を図るととも

に、就農後の早期経営の確立に向けた支援を行います。 

以上 

 

本事業は、生き活きプラン及び農林水産プランを踏まえて、就農実績の多い関西

圏での相談会を充実させるとともに、就農に向けた詳細な相談やアドバイスを行う

就農準備講座を開設することで就農希望者を募ること及び受入農家の資質向上に向

けた研修会等を開催し、産地の受入体制を強化することを目的とする事業であり、

生き活きプラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、広告、講師謝金、講義に関する経費を支出すること及

び就農準備講座事業を委託するによって執行されているところ、経費の支出の手続

きについて問題点は発見されなかった。 

また、委託事業の委託費は６０万１９８０円と１００万円未満であって、随意契

約の手続きに問題となる点は、認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容として、令和４年度には、関西圏就農相談会が８回（マイナビ就農

ＦＥＳＴが３回、夜間・少人数開催の大阪ナイター就農相談会が対面４回、オンラ

イン１回の合計５回）実施されたこと、就農準備講座が４回開催されたこと、産地

受入体制強化事業に係る研修会及び情報交換会が５地域で５回開催されたことをそ

れぞれ確認した。 

なお、講義終了後にはアンケートが実施されており、研修会等の参考資料とされ

ていることが認められ、一定の成果が認められる。 

もっとも関西圏就農相談強化事業の一部分であるナイター移住就農相談会１回当

たりの相談件数は３．０件（大阪ナイター就農相談会３．５、オンライン相談会

１．０）と低廉となっている。 
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この点、大阪ナイター就農相談会は、マイナビ就農ＦＥＳＴに参加できない希望

者に向けて夜間・少人数開催というコンセプトで実施しているものであるとのこと

であるものの、かかる点を考慮しても、相談の絶対数が少数に留まっており、費用

対効果の件から検討の余地があるといわざるを得ない。 

このように、本事業に意義は認められるものの、関西圏就農相談強化事業の一部

分であるナイター移住就農相談会における相談件数が少数にとどまっていることを

踏まえると、広報や開催方法について検討の余地があると思われる。これらの点を

考慮して、本事業の有効性の評価をＣとした。 

 

【意見２－３】本事業の相談件数を増加させるため、広報や開催の在り方について検

討すべきと考える。 

本事業は、関西圏から就農者を募ることを目的とする事業であって、その事業に意

義は認められる。 

もっとも、他の事業と比較して一部の相談会の相談数は低廉となっており、広報や

開催の在り方について改善の余地があると思われることから、これらの点を検討すべき

と考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業において、事業の有効性において指摘した点を除いては、事業の効率性につ

いて問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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１０ 農業士育成対策事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

優秀な農林業経営者の社会的評価を高め、自信と誇りを

もって他産業に匹敵する農林業経営の確立に努力することを

支援するとともに、これらの者が地域農林業の中核的な担い

手として、また、先進的な農林業経営者の指導者として、地

域農林業の振興や青年農業者等の確保・育成等に寄与するた

め、農業士を認定し、リーダーとしての資質向上を図るため

の研修会及び研究会活動等を実施すること。 

事業内容 

１ 農業士の認定（知事認定）と感謝状贈呈 

・定年等により退任した農業士の補充認定を行う。 

・退任農業士への感謝状の贈呈を行う。 

 

２ 農業士活動事業 

・先進的な農業経営等事例調査や研究会を行うとともに、

中国四国及び全国段階の研究会へ派遣し、指導者として

の資質向上を図る。 

・地域課題の解決・提言等に取り組む地方農業士会の活動

を推進する。 

・農業士会情報誌を発行し、農業士会活動を広く社会にＰ

Ｒする。 

法令・条例・要綱等 ・岡山県農業士認定要綱 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 195万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

180万 3000円 

（92%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 昭和５２年に農林水産省から発出された農業改良助長法に基づく「農業改良普及事

業実施要領」において、農村青少年活動促進対策事業として「青年農業士育成」と

「指導農業士活動」が示されたことを踏まえ、岡山県においては、岡山県農業士認

定要綱が策定されており、同要綱第１条において「活力ある農村社会を築くため、

地域農林業の振興や青年農業者等の確保・育成に貢献している者を岡山県農業士

（以下「農業士」という。）に認定することにより、優秀な農林業経営者の社会的

評価を高めるとともに、その活動を助長し、本県農林業の振興発展に寄与するこ
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と」を掲げている。 

本事業は、岡山県農業士認定要綱を踏まえて、地域農林業の振興や青年農業者等

の確保・育成等に寄与するために農業士を認定し、リーダーとしての資質向上を図

るための研修会及び研究会活動等を実施することを目的とする事業であり、同要綱

に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、研修に関する旅費、講師謝礼等の経費を支出すること

によって執行されているところ、かかる手続きについて問題点は発見されなかっ

た。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の内容として、令和４年度に、農業士認定式・研修会・総会、連絡協議会

通常総会、研修会等がそれぞれ開催されたことを確認した。 

また、岡山県下の９つの地方農業士会において、各普及センターが事務局となっ

て、研修会の開催や定期的な会合を行い、意見交換、情報共有を行っていることが

認められる。 

なお、農業士の数は１８８名であり、他の件と比較して極端に少数である等と

いった事情は認められない。 

このように、本事業に農業士が確保され、かかる農業士の活動によって新規就農

者の確保に資することが認められることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の効率性の観点から特段問題となる事項は認められないこ

とから、その評価をＢとした。 
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１１ 新規就農者育成総合対策事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業者の高齢化が進展し、持続可能な力強い農業基盤を実

現するためには、青年新規就農者等の一層の呼び込みと定着

を図る必要があるが、営農に必要な機械・施設の整備等のた

めの資金の確保が大きな課題となっていることから、当該事

業により、就農を支援すること。 

事業内容 

１ 経営発展支援事業（事業実施主体：市町村） 

次世代を担う農業者となることについての強い意欲を

有している独立・自営就農者に対し、就農後の経営発展

のために必要な機械・施設の導入等の取組を支援する。

（補助率：国１/２、県１/４） 

 

２ 経営開始資金（旧：農業次世代人材投資事業 経営開始型） 

・事業実施主体：市町村 

認定新規就農者の就農後の定着を図るため、経営が不

安定な就農直後（３年以内）の所得を確保する資金（年

間１５０万円（旧事業においては、３年目以降は所得に

応じて変動））を最長３年間（旧事業においては５年

間）交付する。 

 

３ 就農準備資金（旧：農業次世代人材投資事業 準備型） 

・事業実施主体：県 

県内において次世代を担う農業者となることを志向す

る者（就農時の年齢が原則５０歳未満）が県の認めた農

業経営者育成教育機関において研修を受ける場合、研修

期間中に年間１５０万円を最長２年間交付する。 

法令・条例・要綱等 
・新規就農者育成総合対策実施要綱 

・農業人材力強化総合支援事業実施要綱 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 ５億 25万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

３億 6904万円 

（73％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が策定した新規就農者育成総合対策実施要綱は「第１ 趣旨」において「地方と
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連携することにより、親元就農も対象として含んだ上で経営発展のための機械・施

設等の導入を支援するとともに、伴走機関等による研修向け農場の整備、新規就農

者への技術サポート、就農に係る情報の発信等の取組を支援する。」と規定し、

「第４ 事業計画等」において、事業実施主体が下記の内容を含んだ計画を策定す

るよう定めている。 

記 

１ 経営発展支援事業（別記１） 

就農後の経営発展のために、都道府県が機械・施設等の導入を支援する場合、

国が都道府県支援分の２倍を支援する事業。 

 

２ 就農準備資金・経営開始資金（別記２） 

ア 就農準備資金 

就農に向けて、都道府県等が就農に有効と認める研修を実施する道府県の農

業大学校等の農業経営者育成教育機関、先進農家、先進農業法人等（以下「研

修機関等」という。）において研修を受ける者に対して資金を交付する事業。 

 

イ 経営開始資金 

経営開始直後の新規就農者に対して資金を交付する事業。 

以上 

 

本事業は、新規就農者育成総合対策実施要綱に基づいて策定された事業計画に

則って、農業への人材の一層の定着を図るため、経営発展のための機械・施設等の

導入を支援するとともに、就農に向けた研修を後押しする資金、経営が不安定な就

農直後（３年以内）の所得を確保する資金の交付を行うことを目的としており、国

の要綱に基づく事業である。 

２ また、本事業の財務事務は、上記要綱に基づいて補助金を交付することによって執

行されているところ、かかる手続きについて問題点は発見されなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、経営発展支援事業として１６名に対し３６件の補

助、就農準備資金として、新規２０人、継続２３人に対し補助、経営開始資金とし

て新規２９人、継続１７３人に対し補助がなされたことを確認した。 
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上記実績は、令和２年度及び令和３年度と比較して、大きく減少した等の事実は

認められない。 

また、本事業に基づく支援の絶対数は必ずしも多くはないものの、支援を受けた

ものの農業定着率は１００％であって、本事業によって、極めて高い確率で就農者

数の維持が図られていることが認められる。 

このように、本事業によって、就農者の確保という目的が図られていることが認

められることを考慮し、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、実施要綱に返還規定が設けられており、補助金が公立的に利用される

よう配慮されている。 

その他、本事業の効率性の観点から特段問題となる事項は認められないことか

ら、その評価をＢとした。 
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１２ 三徳園担い手サポートプログラム強化事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

三徳園は、平成３０年度に担い手育成の拠点施設としてリ

ニューアルオープンし、新たな担い手育成プログラムの構築

を目指し、民間等との協働により様々な研修の試行を進めて

いる。 

しかしながら、現在、岡山県が直接または委託により実施

している研修事業や研修ほ場の管理等については、将来的に

指定管理への移行を予定していることから、円滑な移行のた

めに、研修体系の確立や研修ほ場の運営見直し等を進めるこ

と。 

事業内容 

１ 機械施設整備事業 

三徳園での研修プログラムの重点化や持続可能な研修

の実施及び研修ほ場の管理の省力化等に必要な機械及び

施設の整備を行う。 

 

２ 三徳園研修ほ場栽培管理体系確立事業 

研修教材となる野菜及び果樹の研修ほ場での安定的な

栽培管理体制を構築するとともに、栽培技術等の向上の

ための研修の実施や若手農業経営者等と高校等の交流活

動、三徳園研修のＰＲ、オンライン研修の環境整備を行

う。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 国庫、財産収入、一般財源 

令和４年度予算 3308万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3268万 3534円 

（98％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、下記のとおり、定め

ている。 

記 

■次代を担う力強い担い手の確保・育成 

本県農業の担い手の育成拠点である三徳園を核として、新規就農者の確保・育
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成に取り組むとともに、認定農業者や集落営農組織の規模拡大や法人化、企業の農

業参入を支援するなど、多様な担い手を育成します。併せて、専門的技術を持つ優

れた林業や漁業の人材育成を推進します。 

以上 

 

また、上記の生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、新規就農者の確保・

育成の施策の方向性として、新たな担い手育成の拠点である三徳園や農業大学校を

活用することを明らかにしている。 

本事業は、現在は、岡山県が直接または委託により実施している三徳園における

研修事業や研修ほ場の管理等については、将来的に指定管理業務へ移行するため

に、研修体系の確立や研修ほ場の運営見直し等を進めることで三徳園の役割を継続

させることを目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに基づく

ものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち機械施設整備事業は備品購入等の経費の支出、三徳

園ほ場栽培管理体系確立事業は委託によって執行されているところ、備品購入等の

手続きについて特段問題点は発見されなかった。 

また、委託事業については、企画提案による公募方式によって委託先が選定され

ており（委託先：公益財団法人岡山県農林漁業担い手育成財団、委託料：２７７５

万２０００円）、かかる選定手続きについて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、社会人就農研修の参加者数は１１５９人（う

ちオンライン２３人）、新規就農者研修の参加者数はのべ６２２人（うちオンライ

ン２５４人）である等、一定の事業成果を認めることができる。 

また、三徳園は、本事業に限らず、岡山県の農業振興の拠点として活用されてい

ることが認められ、かかる三徳園の運営を指定管理へと移行することについて、意

義が認められると考える。 

なお、本事業については、研修事業の講義終了後にアンケートを実施しており、

事業の有効性を確認しているとのことであった。 

以上より、本事業について、一定の事業成果が認められるうえに、事業効果につ

いて検証がなされていることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。  
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１３ 農業教育高度化事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

次世代を担う人材を育成・確保するため、農業教育機関に

おける教育カリキュラムの強化や研修用の機械・設備の導入

を支援すること及び国際的な人材育成等に向けた海外研修参

加者を支援すること。 

事業内容 

１ 教育カリキュラムの強化 

教育カリキュラムの強化等を支援する。 

 

２ 農業教育の高等化 

農業教育の高等化等を図るため研修用機械・設備を導

入する。 

 

３ 国際的な農業人材の育成 

国際的な農業人材育成を支援する。 

法令・条例・要綱等 ・新規就農者育成総合対策実施要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 1665万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1640万 7714円 

（98％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が策定した新規就農者育成総合対策実施要綱は「第４ 事業計画等」において下

記のとおり事業計画を定めている。 

記 

５ 農業教育高度化事業（別記５） 

農業大学校、農業高校などの農業教育機関における農業教育の高度化を図るた

め、全国段階において、農業教育機関の指導者や学生を対象とした研修等の開催、

オンライン研修等の実施を支援するとともに、地域段階において、各都道府県が作

成する「農業教育高度化プラン」の実現に向けた取組を支援する事業。 

 

イ 都道府県事業 

（ア）農業教育機関における教育カリキュラムの強化 

（イ）農業教育機関への研修用農業機械及び農業設備の導入 

（ウ）農業教育機関等におけるｅラーニングの導入 
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（エ）若者の就農意欲を喚起するための活動 

（オ）農業教育機関におけるＩＣＴ環境の整備のための取組 

（カ）国際的な農業人材育成のための取組 

（キ）その他の取組 

以上 

 

本事業は、農業教育機関における教育カリキュラムの強化や研修用の機械・設備

の導入を支援すること及び国際的な人材育成等に向けた海外研修参加者を支援する

ことを目的とする事業であり、新規就農者育成総合対策実施要綱に基づく事業であ

る。 

２ また、本事業の財務事務は、上記要綱に基づいて補助金を交付することによって執

行されているところ、かかる手続きについて問題点は発見されなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、２校に対し、カリキュラム強化と機械導入支援、

４名に対し海外農業研修費補助がなされたことを確認した。 

なお、本事業は、農業教育の高度化を図るための国庫事業であり、県内での就農

を強制するものではないため、岡山県内で就農しない場合のペナルティは設けられ

ていないとのことである。 

また、支援の対象者に対しては、アンケートが実施されており、事業内容の検証

が可能な体制となっている。 

このように、本事業によって、就農者の確保という目的が図られていることが認

められることを考慮し、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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１４ 担い手確保・育成対策事業 

(1) 担い手総合支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業の担い手の減少、高齢化など農業を取り巻く環境が変

化する中、効率的かつ安定的な農業経営体が農業生産の相当

部分を担う農業構造を実現するため、先進的経営を目指す認

定農業者等を対象としたカウンセリング等の個別指導を実施

するとともに、女性の経営参画、能力向上への取組支援に加

えて、地域のリーダーとなる女性農業経営者の育成、女性グ

ループの活動、女性が働きやすい環境づくり等、農業におけ

る女性参画の促進を図ること。 

事業内容 

１ 担い手経営支援活動 

(1) ステップアップ研修会 

・経営能力（簿記・雇用管理等）の向上支援 

・家族経営協定や女性リーダー育成を通じた女性参画の

推進 

(2) カウンセリング活動 

認定農業者及び新規就農者の経営課題を把握すると

ともに、重点指導対象者を選定し、経営目標、技術・

経営の問題点、経営改善の方向等について個別重点指

導（カウンセリング）を実施する。 

(3) 地域農業活動支援調査 

・加工技術向上支援 

・女性起業・経営参画推進 

・先進的な女性農業者の活動事例調査 

 

２ 農業における女性活躍推進活動 

(1) 女性が働きやすい環境の整備 

(2) 女性活躍の理解促進 

(3) 地域の女性農業者グループの活動促進 

(4) リーダー育成 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 諸収入、一般財源 

令和４年度予算 879万 3000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

719万 3057円 

（81％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「次代を担う力強い

担い手の確保・育成」を掲げ、新規就農者の確保・育成に取り組むとともに、多様

な担い手を育成すること及び専門的技術を持つ優れた林業や漁業の人材育成を推進

することを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、多様な担い手等の確保の施

策として、下記のとおり定めている。 

記 

・農山漁村の働き手の確保や地域農業の維持のため、農福連携や女性農業者が能力を最

大限発揮できる環境の整備の取組を進めるほか、外国人材の活用の可能性を検討す

るなど、産地での多様な労働力の活用を推進します。 

以上 

 

本事業は、先進的経営を目指す認定農業者等を対象としたカウンセリング等の個

別指導を実施するとともに、女性の経営参画、能力向上への取組支援に加えて、地

域のリーダーとなる女性農業経営者の育成、女性グループの活動、女性が働きやす

い環境づくり等、農業における女性参画の促進を図ることを目的とする事業であ

り、生き活きプラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、担い手総合支援事業実施要領に基づいて補助金を交付

すること及び地域農業活動支援調査については、事業を委託することによって執行

されているところ、補助金の交付手続きについて問題点は発見されなかった。 

また、地域農業活動支援調査の委託は、明示型による公募方式によって委託先が

選定されており（委託先：一般社団法人岡山農業開発研究所、委託料：２０６万０

３７２円）、かかる選定手続きについて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、担い手育成総合支援協議会の活動として、アク

ションプログラムの推進活動が実施されたこと、経営改善活動・能力向上支援活動

として農家の経営サポート研修会が複数回実施されたこと、法人化推進活動として

６０件の相談対応が実施されたこと（コンサルタント活動について令和４年度の実
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績は０件）、新規就農相談活動が実施されたこと、女性活躍推進事業として育児サ

ポートや各種の研修会が実施されたこと等を確認した。 

本事業によって、主要な担い手である認定農業者への農地利用集積活動を行い経

営改善を図るとともに、県内外での就農支援活動を通じて、担い手の確保が図られ

ており、結果として岡山県における新規就農者の確保数は近隣県を上回る結果と

なっている（過去５年間の平均の新規就農者について、鳥取県４０名、広島県４２

名、島根県５０名に対し岡山県は１５８名）。 

このように、本事業によって、就農者の確保という目的が図られていることが認

められることを考慮し、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

岡山県において、新規就農者の確保のために活動する組織として、担い手支援協

議会（支援協議会）と岡山県農林漁業担い手育成財団（育成センター）が存在して

いるところ、他県では、支援協議会を廃止し育成センターと統合している例がある

ことから、岡山県の実情について確認した。 

この点について、岡山県では、他県に比べ多くの新規就農者を確保するため、数

多くの相談会を実施しており、かかる相談会を支援協議会と育成センターで分担し

て実施する等していることが認められた。 

このように、２つの組織が存在しているものの、結果として、他の県と比較して

多数の新規就農者を確保していることが認められることから、本事業の効率性につ

いては問題がないと判断し、その評価をＢとした。 
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(2) ＩＣＴ・省力・低コスト技術等実証事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

水田農業において、農業従事者の減少や高齢化、米の需要

減少による価格下落等により、一層の省力・低コスト化が求

められている。 

そこで、スマート農業を活用した経営・作業管理の効率化

につながる優良事例調査を行うとともに、技術実証により、

新たな省力・低コスト化技術等の普及を促進し、大規模で効

率的な水田農業を支える力強い経営体を育成すること。 

事業内容 

１ 実証ほの設置 

スマート農業技術、密播栽培、直播栽培、低コスト資

材を用いた肥料費低減等の省力・低コスト技術等を現地

実証する。 

また、技術普及のため、農業者へ研修会等を通じて、

実証結果を情報発信する。 

 

２ 優良事例調査 

スマート農業を活用して経営・作業管理の効率化の工

夫がされている経営体について事例を調査し、技術の横

展開を図るため、事例集を作成する。 

例）ほ場管理システムによる管理作業の効率化等 

法令・条例・要綱等 

・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

・令和４年度ＩＣＴ・省力・低コスト技術等実証事業の実施 

について 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 103万 3000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

80万 4651円 

（77％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「生産性の高い農業

の推進」を掲げ、市町村や農業団体等と連携し、ロボットやＡＩ、ＩｏＴ等の先端

技術を活用したスマート農業の実証などに取り組み、最適な技術体系を確立すると

ともに、必要な新技術の普及により、農業の超省力化や高品質生産等の実現を図る
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ことを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、先進技術の研究開発の施策

として、下記のとおり定めている。 

記 

・先端技術を活用したスマート農業の実証などに取り組み、最適な技術体系を確立する

とともに、必要な新技術の普及により、農業の超省力化や高品質生産等の実現を図

ります。 

以上 

 

本事業は、スマート農業を活用した経営・作業管理の効率化につながる優良事例

調査を行うとともに、技術実証により、新たな省力・低コスト化技術等の普及を促

進し、大規模で効率的な水田農業を支える力強い経営体を育成することを目的とす

る事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、事例調査に係る謝礼を報償費等として支出すること及

び展示ほ設置を委託することによって執行されているところ、報償費等の支出手続

きについて問題点は発見されなかった。 

また、展示ほ設置の委託は、９つの普及センターに対し、１０万円未満で「雄町

米の品質向上のためのドローンによる追肥技術の実証」などの事業を随意契約の方

式で委託するものであり、事業の内容及び委託金額に鑑みても問題となる点は認め

られなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、８つの地域において「雄町米の品質向上のた

めのドローンによる追肥技術の実証」や「鶏ふん主体施肥による飼料用米の低コス

ト・多収栽培技術」等の実証がなされ、かかる実績報告がなされていることを確認

した。 

なお、上記の実証内容は各普及センターで栽培講習会や研修会で報告し、農業

者、関係団体へ情報共有したり、県職員内での情報交換会にも活用されているとの

ことである。 

このように、本事業の技術実証により、新たな省力・低コスト化技術等の普及が

促進されていると認められることを考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。  
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(3) 農業経営法人化支援総合事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業経営の法人化、円滑な経営継承、新規就農者及び雇用

就農者の定着促進等の多様な経営課題に対応していくため、

関係機関と連携して、農業経営に関する相談体制を整備し、

農業者に対する経営相談・診断、経営課題のテーマに応じた

専門家派遣・巡回指導、その他個別の経営支援の取組を行

い、農業経営の法人化、農業経営の確立・発展、経営資源の

確実な次世代への継承等を促進すること。 

事業内容 

１ 農業経営者サポート事業 

(1) 実施体制の整備 

・相談窓口の設置、コーディネーターの配置 

・経営戦略会議、関係機関全体会議の実施 

・専門家の登録 

(2) 農業経営者へのサポート活動 

・重点指導農家の選定 

・専門家派遣 

・伴走型支援の効果測定等 

(3) 相談事業の実施 

・経営相談事業 

・就農相談事業、新規就農相談事業 

(4) その他 

・農業者に対する広報等 

・法人化等推進セミナーの実施 

・農業経営者支援調査 

 

２ 農業経営法人化支援事業 

経営相談等を行い、雇用環境の改善に取り組む農業者

に対して支援する。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 3212万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2368万 4095円 

（73％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「次代を担う力強い

担い手の確保・育成」を掲げ、新規就農者の確保・育成に取り組むとともに、多様

な担い手を育成すること及び専門的技術を持つ優れた林業や漁業の人材育成を推進

することを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、力強い担い手の育成等の施

策として、下記のとおり定めている。 

記 

・市町村や農業団体等と連携し、専門家による農業経営相談や法人化指導、三徳園での

経営力向上研修会の開催等により認定農業者等の育成を加速します。 

・意欲ある経営体や集落営農組織のリーダー等の人材養成、規模拡大や経営の多角化に

必要な機械の整備等の支援により、既存経営体や集落営農組織の法人化を推進しま

す。 

以上 

 

本事業は、農業経営に関する相談体制を整備し、農業者に対する経営相談・診

断、経営課題のテーマに応じた専門家派遣・巡回指導、その他個別の経営支援の取

組を行い、農業経営の法人化、農業経営の確立・発展、経営資源の確実な次世代へ

の継承等を促進することを目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プ

ランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、事業を委託することによって執行されているところ、

本事業は、企画提案型契約方式によって契約の相手方が選定されており、１社の応

募を経て委託されていることを確認した（委託先：岡山県農林漁業担い手育成財

団、委託金額：２２８８万７０３５円）。 

この点、本事業の委託について応募は一者であったものの、委託の手続きについ

て問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の活動として、経営相談カルテ数が３３０件、就農相談カル

テ数が４２５件であったこと、専門家派遣回数がのべ１１２回であったこと、経営
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研修会が２４回開催されたことを確認した。 

なお、本事業の成果として、各年度の農業法人化数等を指標としているところ、

過去５年間の農業法人数は、平成３０年度５２４、令和元年度５５６、令和２年度

５８８、令和３年度６２９、令和４年度６４０であり農業法人の数は増加している

ことが認められる。 

このように、本事業の活動実績が認められるうえに、岡山県の農業法人の数が増

加していることが認められることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした 
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(4) 農福連携普及啓発推進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

社会福祉法人のほか、就労継続支援Ａ型事業所やＢ型事業

所における障がいのある人に対して、農業の新たな担い手や

貴重な働き手となるよう支援することで、本県農業の持続的

な発展に寄与するとともに、障がいのある人の農業分野での

活躍の場を創出すること。 

事業内容 

１ 農福連携技術支援者の育成 

(1) 農福連携技術支援者育成研修の開催 

農業者が障がい者を受け入れる際に農業現場におい

て関係者に実務的なアドバイスを行う「農福連携技術

支援者（農水省認定）」を育成する。 

(2) 農福連携スタートアップの支援 

ジョブコーチが農福連携に取り組む体験会の実施及

び実際に農家やＪＡ選果場での農福連携を支援する。 

(3) 農福連携スタートアップのマニュアル作成 

農福連携事例調査を通じて、作業の細分化、難易度

評価、作業割当の手法等についてマニュアル（動画を

含む）を作成し、農福連携をスムーズにスタートでき

るように支援する。 

(4) 三徳園農福連携推進事業 

三徳園に「農福連携農園スペース」を設置し、農福

連携体験会や作業の細分化手法等の検討支援を行う。 

 

２ 施設外就労コーディネーターの育成 

各地域における農福連携の主体的・自主的な取組を促

進するため、農福連携推進セミナーを開催する。 

 

３ 農林水産業経営体や福祉サービス事業者等からなる現場

レベルの推進体制の強化 

現場の課題や要望の把握や関係機関からの情報提供

等、双方向の情報共有を円滑化するため、農福連携に関

する実態調査を行う。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 国庫、一般財源 

令和４年度予算 574万 7000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

567万 6601円 

（98％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「次代を担う力強い

担い手の確保・育成」を掲げ、新規就農者の確保・育成に取り組むとともに、多様

な担い手を育成すること及び専門的技術を持つ優れた林業や漁業の人材育成を推進

することを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、多様な担い手等の確保の施

策として、下記のとおり定めている。 

記 

・農山漁村の働き手の確保や地域農業の維持のため、農福連携や女性農業者が能力を最

大限発揮できる環境の整備の取組を進めるほか、外国人材の活用の可能性を検討す

るなど、産地での多様な労働力の活用を推進します。 

以上 

 

本事業は、障がいのある人に対して、農業の新たな担い手や貴重な働き手となる

よう支援することで、本県農業の持続的な発展に寄与するとともに、障がいのある

人の農業分野での活躍の場を創出することを目的とする事業であり、生き活きプラ

ン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、事業を委託することによって執行されているところ、

本事業のうち三徳園農福連携推進事業（委託先：岡山県農林漁業担い手育成財団、

委託金額：６４万５０００円）及び農福連携普及啓発推進事業（委託先：（ＮＰ

Ｏ）岡山県社会就労センター協議会、委託金額：２４８万６０８５円）のいずれも

特命随意契約によって相手方が選定されている。 

まず、三徳園農福連携推進事業について特命随意契約とされた理由は、「岡山県

立青少年農林文化センター三徳園において農福連携農園スペースを確保し、障害特

性に応じた農作業の検討・助言ができるのは指定管理者である岡山県農林漁業担い

手育成財団以外にないことから同財団を契約相手に選定する。」とされている。 

この点、三徳園農福連携推進事業は、事業の性質上三徳園を利用することが必須

であり、かかる特徴を踏まえると、委託先が限定されることはやむを得ないといえ

るうえに、委託の金額は１００万円未満であることを考慮すれば、特命随意契約と

なることについて合理性を認めることができると考える。 

次に、農福連携普及啓発推進事業委託業務について特命随意契約とされた理由

は、「農業現場及び福祉事業所（障害者等）についての情報を熟知・理解してお

り、双方の架け橋となる人材を必要とする業務である。（ＮＰＯ）岡山県社会就労
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センター協議会は、就労継続支援事業所等で組織され、障害福祉課の「農福連携に

よる障害者の就農促進プロジェクト事業」を平成２８年度から受託しており、平成

３０年１１月から「岡山県農福連携サポートセンター」を設置し、農福連携推進員

及び農福連携アドバイザーを配置して、就労継続支援Ｂ型事業所及びＡ型事業所の

工賃向上を目的とした農業に係る施設外就労の共同受注窓口機能の構築、農福連携

に取り組む福祉事業所への支援、相談等の対応等を行っている。よって、当該委託

業務を適切に運営できるのは、現に有するネットワークや蓄積されたノウハウを活

用できる同協議会以外にないことから、同協議会を契約相手に選定する。」とされ

ている。 

確かに、本事業の内容や岡山県社会就労センター協議会が共同受注窓口となって

いることを踏まえると、岡山県社会就労センター協議会を委託先とすることに合理

性は認められるものの、委託金額は１００万円を超過するうえに、障がい者支援の

団体は必ずしも岡山県下において岡山県社会就労センター協議会に限られないこと

や特命随意契約について、業務委託に係る随意契約ガイドラインにおいても言及さ

れているとおり、前例踏襲となり、委託先が固定化される恐れが高いことから、委

託金額が少額である等格別の理由がない限り、他の方法によって委託先を選定する

ことができないことについて、積極的な理由付が必要とすべきことを考慮すると、

企画提案型の方式によって契約の相手方が選定する余地があると思われる。 

このように、本事業について委託先選定の方式について検討の余地があると思わ

れることから本事業の財務事務の合規性の評価をＣとした。 

 

【意見２－４】本事業のうち農福連携普及啓発推進事業委託業務について委託の方式

について企画提案型の方式を検討すべきと考える。 

前記のとおり、本事業のうち農福連携普及啓発推進事業委託業務は、特命随意契約

によって委託先を選定しているものの、委託金額が１００万円を超過することや事業の

内容から必ずしも委託先が固定化されるとは言えないと思われることを踏まえると、特

命随意契約による必然性はないと思われる。 

そのため、農福連携普及啓発推進事業委託業務については、企画提案型の方式を検

討すべきと考える。 

 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、農福連携技術者支援の育成として７日間のカリ

キュラムの研修が開催され、１７名が参加したこと、施設外就労コーディネーター

の育成としてセミナーが２回開催され７１名が参加したこと、現場レベルの推進体
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制強化としてアンケート調査が実施され６１０通のうち２１１通の回答が回収され

たこと、及び現場レベルの推進体制の強化に関する実績を確認した。 

なお、本事業の成果として、農福連携技術支援者数は、令和２年度２１名、令和

３年度５０名、令和４年度６７名であること、農福連携取組農業経営体数は、令和

２年度２７、令和３年度４４、令和４年度８５であることが認められる。 

このように、本事業の活動実績が認められるうえに、岡山県の農福連携技術支援

者数及び農福連携取組農業経営体数が増加していることが認められることを踏ま

え、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、財務事務の合規性において指摘した点を除いて、問題

となる点は認められなかったため、その評価をＢとした。 
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(5) 儲かる認定農業者育成支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業者の高齢化や減少が進むなか、本県農業を支える経営

感覚に優れた力強い担い手の確保・育成が喫緊の課題となっ

ている。 

このため、関係機関が一体となり、新規就農者等を地域農

業の担い手となる認定農業者へ育成する取組を強化するとと

もに、データベースからターゲットを絞り込み、これまで以

上に個々の事情を踏まえた伴走型支援をすることで、認定農

業者の質・量ともに充実させる取り組みを促進させ、次代を

担う力強い担い手の確保・育成を加速化させること。 

事業内容 

岡山県・市町村・関係団体が参画して、説明会の開催等か

ら個別の伴走型支援までつながるサポートを行い、新規就農

者等が自立した経営を通じて所得増大を図り、経営感覚に優

れた認定農業者を目指すべく、下記の事業を行う。 

記 

１ サポート会議（県民局単位）、連携会議（市町村単位）

の開催 

 

２ 新規就農者をはじめとした新規認定候補者を対象とした

認定農業者説明会の開催 

 

３ ⅮＢを活用した現状分析（農業研究所と連携） 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 91万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

44万 805円 

（48.1％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「次代を担う力強い

担い手の確保・育成」を掲げ、新規就農者の確保・育成に取り組むとともに、多様

な担い手を育成すること及び専門的技術を持つ優れた林業や漁業の人材育成を推進

することを明らかにしている。 
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かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、力強い担い手の育成等の施

策として、下記のとおり定めている。 

記 

・高齢化の進行等により担い手が減少する中、本県農林水産業を将来にわたり持続的か

つ安定的に発展させていくためには、認定農業者等の確保や法人化などによる力強

い担い手の育成が喫緊の課題となっています。 

以上 

 

本事業は、認定農業者へ育成する取組を強化するとともに、データベースから

ターゲットを絞り込み、これまで以上に個々の事情を踏まえた伴走型支援をするこ

とで、認定農業者の質・量ともに充実させる取り組みを推進させ、次代を担う力強

い担い手の確保・育成を加速化させることを目的とする事業であり、生き活きプラ

ン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、リーフレットやパネリスト謝金等を報償費などによっ

て支出することによって執行されているところ、かかる支出の手続きについて問題

となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、サポート会議が各県民局で開催されたこと、

市町村連携会議が各市町村で開催されたこと及び担当者会議等が開催されたことを

確認した。 

なお、本事業の成果は、新規認定農業者数（新たに認定された農業経営改善計画

認定数、４年間累計で５４０経営体（１３５経営体／年）として検証されていると

ころ、新規認定農業者数は、令和３年度、令和４年度ともに１５９経営体確保され

ている。 

このように、本事業の内容としてサポート会議等が開催されたことは認められる

ことと生き活きプランに定められた目標を達成していることが窺われる。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況その効果を鑑みて、事業の効率性の

観点から、問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。  
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(6) 集落営農活性化プロジェクト促進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

集落・農業者の高齢化・減少が加速化する中で、集落営農

における活性化に向けたビジョンづくりやその実現に向けた

人材の確保、新たな作物の導入、組織体制の強化、効率的な 

生産体制の確立等の取組を支援すること。 

事業内容 

１ ビジョンづくりへの支援 

集落営農を目指す農業の姿と具体的な戦略の検討、集

落内又は近隣集落等との合意形成を支援。 

 

２ 具体的な取組の実行への支援 

・取組の中核となる人材を確保するため、候補となる若者

等を雇用する経費（賃金等） 

・収益力向上の柱となる経営専門の確立等のため、高収益

作物の試験栽培、加工品の試作、販路開拓等に取り組む

経費 

・信用力向上等に向けた組織の法人化に必要な経費 

・効率的な生産のための共同利用機械等の導入経費 

法令・条例・要綱等 

・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

・集落営農活性化プロジェクト促進事業実施要綱 

・岡山県農産対策関係事業補助金交付要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 3015万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

575万 0822円 

（19％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「次代を担う力強い

担い手の確保・育成」を掲げ、新規就農者の確保・育成に取り組むとともに、多様

な担い手を育成すること及び専門的技術を持つ優れた林業や漁業の人材育成を推進

することを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、力強い担い手の育成等の施

策として、下記のとおり定めている。 

記 
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・意欲ある経営体や集落営農組織のリーダー等の人材養成、規模拡大や経営の多角化に

必要な機械の整備等の支援により、既存経営体や集落営農組織の法人化を推進しま

す。 

以上 

 

本事業は、集落営農における活性化に向けたビジョンづくりやその実現に向けた

人材の確保、新たな作物の導入、組織体制の強化、効率的な生産体制の確立等の取

組を支援することを目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに

基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、協議会の開催費用、高収益作物の導入支援として肥料

費を支出すること等によって執行されているところ、かかる支出の手続きについて

問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の活動として、一般社団法人ＬＡアライアンスが実施する若

者等の雇用、収益性の向上等の事業に対して、補助がなされたことを確認した。 

なお、本事業では、目標年度が事業実施年度の４年後に設定されており、事業実

施翌年度から目標年度の間、実施主体から成果目標の実績報告の提出をうけて、達

成状況＝（実績値÷目標値）×１００（％）で計算し、効果を測定しているとのこ

とであり、現時点において、明確な成果検証をすることは困難である。 

もっとも、本事業の令和４年度の予算執行率は１９％となっている。 

この点、本事業の予算化にあたって国庫の支給が担保されているわけではなく、

事業実施年度に改めて交付申請等を行って初めて国庫の支給が県に対してあるとこ

ろ、予算執行率が１９％と低くなっている理由は、本事業が令和４年度からの新規

事業であり、必要となる予算額を見込み難かったことから、過去の県に対する国庫

支給状況等を勘案し、予算化していたところ、要望が少なかったという事情が認め

られる。 

しかしながら、本事業は、集落営農の組織化を進めるうえで重要な事業であり、

同事業に基づく補助金は積極的に活用されることが望ましいが、現状では執行率が

１９％となることは、上記の事情を考慮しても、その活用は十分ではなく、事業の

遂行について改善の余地があると思われる。 

このように、本事業に基づく補助金の活用に関して、広報等について改善の余地



 

 

 

 

- 188 - 

 

があると思われることを踏まえ、本事業の有効性の評価をＣとした。 

 

 

【意見２－５】本事業に基づく補助金を十分に活用すべく、本事業の広報を充実させ

る等事業の遂行について検討する必要があると考える。 

前記のとおり、本事業の予算の執行率は１９％に過ぎず、補助金が十分に活用され

ているとは認められないと考える。 

本事業の意義に照らせば、集落営農の組織化を進めるためには、補助金は十分に活

用されるべきである。 

そのため、本事業の広報の体制等を検証し、補助金の活用を進め、集落営農の組織

化を進めるべきと考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、事業の有効性において検討した点を除いては、問題となる点は

認められなかったため、評価をＢとした。 
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１５ 人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

岡山県は、これまで農地利用者の実態を把握する人・農地

プランの実質化に取り組んできた。 

これからは地域の目指すべき将来の農地利用者及び集約化

に重点を置いた新たな人・農地プランの策定のため、市町村

が行う取組を支援すること。 

事業内容 

１ 集落・地域における話し合いの開催 

・地域農業の現状、課題の共有、将来の地域農業の姿等を

検討する。 

２ 話し合いをコーディネートする専門家の活用 

・地域での話し合いをコーディネートする専門家を派遣す

る。 

３ 将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の検討・作成 

・地域での将来の集積目標を地図化する。 

４ 農地を将来にわたって持続的に利用すると見込まれる者

のリスト化 

・持続的に農地を利用する者をリスト化する。 

５ 関係機関による検討会の開催 

・関係機関の代表者、農業者等を参集し、将来目標を人・

農地プランとして決定するために開催する検討会を開催

する。 

６ 人・農地プランの周知、実行状況のフォローアップ等 

・関係機関と地域の農業者等に対し、決定された人・農地

プランを周知し、その実現に向けた対象地区の取組状況

のフォローアップ等を実施する。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 2700万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

284万 8000円 

（10.5％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、
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「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「生産性の高い農業

の推進」を掲げ、生産性の高い経営体の育成に取り組むことを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、担い手への農地集積・集約

化の施策として、下記のとおり定めている。 

記 

・担い手への農地集積・集約化や新規参入の促進といった農地利用の最適化に向けた取

組について、中心的な役割を果たす農地利用最適化推進委員が、積極的に活動でき

るよう支援するなど、人・農地に関する地域の話合いを活性化します。 

・市町村等と連携し、岡山県農地中間管理機構が中間的受け皿となって、潜在的な出し

手の多い地区等を重点地域に設定し、出し手の効果的な掘り起こしや受け手との

マッチングを集中的に行い、農地の集積・集約化を進めます。 

以上 

 

本事業は、将来の農地利用者及び集約化に重点を置いた新たな人・農地プランの

策定のため、市町村が行う取組を支援することを目的とする事業であり、生き活き

プラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、市町村に対する補助金を交付することによって執行さ

れているところ、かかる支出の手続きについて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

令和４年度の活動として、高梁市及び真庭市の実施事業に対して補助金が交付さ

れたこと、事業の内容として上記各市において話し合いの開催等がなされたことを

確認した。 

なお、令和２年度から令和４年度の人・農地プランの作成数は、令和２年度１５

９地域、令和３年度９６地域、令和４年度１９地域と、３年間で２７４地域におい

て人・農地プランが作成されたことが認められる。 

また、補助金の執行率は１０％に留まっているが、過年度において人・農地プラ

ンの作成が実施されていたため、令和４年度において補助金の執行が少なかったと

の事情によることが窺われる。 

このように、本事業に基づく補助金が活用されたうえで、実際に、人・農地プラ

ンが作成される地域が増加していることが認められることから、本事業の有効性の

評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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１６ 水田農業担い手育成総合支援事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

水田農業について、効率的かつ安定的な担い手が生産の中

心となる農業構造への転換を図るため、担い手の規模拡大の

加速化や集落営農の組織化・法人化、専門家と連携した経営

強化、経営体の連携等の総合的な支援を行うこと。 

事業内容 

１ 大規模経営体に対する総合的な支援 

・水田営農支援チームを県民局単位で設置 

・規模拡大の推進、省力・低コスト、ＩＣＴ技術等の普

及、経営管理能力の向上 

 

２ 集落営農組織に対する総合的な支援 

・集落営農支援チームを各普及指導センターで設置 

・１チーム当たり組織化２地区、法人化２地区、経営強化

１地区の推進を実施 

 

３ 専門家と連携した経営強化支援 

・集落営農支援チームを中心に専門家と連携した支援 

・集落営農組織等の組織化及び法人化、経営分析、法人化

計画策定支援、経営計画作成の支援、多角化及び新規作

物の導入支援 

 

４ 経営体間の連携支援 

・集落営農支援チームを中心に集落営農及び個別経営体等

の連携を支援 

・座談会等の開催、経営体間の連携組織の設立・運営支援 

法令・条例・要綱等 

・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

・水田農業の担い手育成総合支援事業の実施について 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 281万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

229万 0020円 

（81％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」、

「④儲かる農林水産業加速化プログラム」の重点施策として、「生産性の高い農業

の推進」を掲げ、農地の集積・集約化によって規模拡大の推進などにより、生産性
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の高い経営体の育成に取り組むことを明らかにしている。 

かかる生き活きプランを踏まえ、農林水産プランは、米の生産振興に関する施策

として、下記のとおり定めている。 

記 

・農地の面的集積による経営規模の拡大や集落営農組織の育成、ドローン等による農薬

散布や水田センサシステムなどＩＣＴを活用したスマート農業の推進、直播栽培・

密播育苗などの省力化技術の導入促進、多収生産技術の普及等によるコスト低減に

より、生産性の高い経営体を育成します。 

以上 

 

本事業は、水田農業について、担い手の規模拡大の加速化や集落営農の組織化・

法人化、専門家と連携した経営強化、経営体の連携等の総合的な支援を行うことを

目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、研修会の講師謝金や会場使用料等を報償費等によって

支出することによって執行されているところ、かかる支出の手続きについて問題と

なる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

令和４年度の活動として、各県民局が中心となって岡山県下の複数の市町村にお

いて水田営農支援チームが設置されたこと、地域集落営農推進大会、集落リーダー

研修、経理事務研修等が開催されたことを確認した。 

なお、本事業は、担い手への支援の結果、水稲１０ｈａ以上の経営体数が増加す

ることをもって成果指標としているところ、１０ｈａ以上の経営対の平均水稲作付

面積は令和３年度は１９．２９ｈａ、令和４年度は１９．７７ｈａであり、農地の

集約が進み、経営体の大規模化、強化がなされていることが認められる。 

このように、本事業に基づいて、水田農業について一定の活動がなされた結果、

農地の集積、経営体の拡大、強化がなされていることが認められることから、本事

業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。  
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１７ 経営所得安定対策等推進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

国が実施する「経営所得安定対策等」に係るシステム改修

や麦・大豆、飼料作物など戦略作物の現地確認や要件確認

等、地域で行う各種確認作業に係る経費及びそれに係る指

導・推進に要する経費を助成すること。 

事業内容 

１ 県協議会等推進事業 

経営所得安定対策等の県段階の推進及び地域再生協議

会等への指導・推進に要する経費を支出する。 

 

２ 地域協議会等推進事業 

経営所得安定対策等の制度推進及び麦・大豆等の畑作

物に係る現地確認や要件確認等に要する経費を支出す

る。 

法令・条例・要綱等 経営所得安定対策等推進事業実施要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 １億 8300万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

１億 3103万円 

(72％) 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が策定した経営所得安定対策等推進事業実施要綱は、下記のとおり、定めてい

る。 

記 

第１ 趣旨 

経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑作物産地形成促進事業及び

畑地化促進事業（以下総称して「経営所得安定対策等」といいます。）の実施に必

要となる推進活動等のうち、都道府県段階及び地域段階の事業実施主体が行う現場

における推進活動や要件確認等に必要となる経費を助成します。 

以上 

 

本事業は、上記要綱に基づき、地域で行う各種確認作業に係る経費及びそれに係

る指導・推進に要する経費を助成することを目的とする事業であり、国の策定した

要綱に基づくものである。 
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２ また、本事業の財務事務は、経営所得安定対策等推進事業実施要綱に基づいて補助

金を交付することによって執行されているところ、かかる支出の手続きについて問

題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、国が主体となる事業であって、岡山県の職員の出張や岡山県による委

託事業はない。 

もっとも、本事業に基づく補助金の交付実績は、令和２年度１億３８５３万４０

００円、令和３年度１億４７０２万５０００円、令和４年度１億３１０２万９５０

０円であり、補助金が十分に活用されていることが認められる。 

このように、補助金が十分に活用されていることを踏まえ、本事業の有効性の評

価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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１８ 農産物安全ＧＡＰ推進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

「食」の安全・安心や環境保全への関心の高まり等を背景

に、一部の実需者からは、ＧＡＰの実践による農産物に対す

る信頼性向上が求められている。 

また、国の食料・農業・農村基本計画において、「令和１

２年度までにほぼすべての産地で国際水準ＧＡＰが実施され

るよう、現場での効率的な指導方法の確立や産地単位での導

入を推進する。」とされており、生産現場において国際水準

ＧＡＰの指導・取組拡大を図ることが重要となっている。 

このため、農業団体と連携し、新たにＧＡＰ導入を目指す

産地への支援や導入産地における取組の高度化、国際水準を

目指す産地への支援体制を強化すること。 

事業内容 

１ 県推進事業 

農業団体と連携し、岡山県ＧＡＰ推進協議会を開催す

るとともに、指導者育成研修会等を実施し、ＧＡＰ取組

の高度化に向けた支援強化を進める。 

 

２ 地域指導事業 

地域階段において、新たなＧＡＰ導入や現在ＧＡＰに

取り組んでいる産地における取組内容の高度化を推進す

るため、産地指導等を行う。 

法令・条例・要綱等 
・農林水産プラン 

・あるべき農業生産の実践（岡山県ＧＡＰ導入指針） 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 113万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

78万 0000円 

（68%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、野菜の生産振興に関する施策として、「産地へのＧＡＰの普

及・啓発に取り組むとともに、国際水準ＧＡＰの取得を支援できる指導者を育成

し、情報提供や技術的な助言等を行います。」と定めており、「あるべき農業生産

の実践（岡山県ＧＡＰ導入指針）」はＧＡＰの導入について、下記のとおり定めて

いる。 
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記 

 

３ 推進体制 

県段階では、県・農業団体で構成する岡山県ＧＡＰ推進協議会が示す「ある

べき農業生産の実践」を基本に、指導者や生産部会等に対して、指導員の養成

や資質向上に向けた研修会の開催などにより、県内産地へのＧＡＰの導入・普

及を推進します。各地域段階では、既存の協議会あるいは市町村やＪＡ等が事

務局となる「ＧＡＰ地区推進協議会」などの組織において、県、市町村、農業

団体が連携して、取組項目の選定や点検項目の設定、ＧＡＰの取組内容の高度

化など、産地の実態に応じたＧＡＰ導入を推進します。 

また、ＧＡＰ地区推進協議会内に「ＧＡＰ推進チーム」を編成するなど、導

入動機や目的を明確にすることで、よりスムーズにＧＡＰを推進することがで

きます。 

以上 

 

本事業は、農業団体と連携し、新たにＧＡＰ導入を目指す産地への支援や導入産

地における取組の高度化、国際水準を目指す産地への支援体制を強化することを目

的とする事業であり、農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、研修会の講師謝金や会場使用料等を報償費等によって

支出することによって執行されているところ、かかる支出の手続きについて問題と

なる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の活動として、県協議会の幹事会、総会等が開催されたこ

と、岡山県、中央会及び全農岡山で事務局会議や研修会が開催されたことを確認し

た。 

なお、本事業については、毎年度、農業普及指導センターやＪＡ等を通じてＧＡ

Ｐへの取組状況調査を行い、効果測定を行っているとのことであった。 

この点について、農業生産の方法は、農産物の種類や気象、土壌など様々な条件

によって異なることから、ＧＡＰの実践内容や取組項目は、一律に決められるもの

ではなく、様々な条件を考慮して定めることになるため、ＧＡＰとして、具体的な
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資格や認定がなされるわけではなく、定量的な数値を成果指標とすることは困難で

ある。 

このように、本事業に基づいて、実際に、ＧＡＰに向けた取組がなされているう

えに、岡山県において一定の成果検証がなされていることが認められることから、

本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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１９ 生産振興総合対策事業2 

(1) 産地生産基盤パワーアップ事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

農業生産強化プログラム及び令和２年１２月８日に改訂さ

れた「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に即し、産地の競争

力を強化するため、土地利用型作物（稲・麦・豆類）、園芸

作物（野菜、果樹、花き）等について、地域の営農戦略とし

て市町村及び農業者団体など地域の関係者で構成する地域農

業再生協議会が定める産地パワーアップ計画に基づき、取組

主体、地域農業再生協議会、市町村及び県が一体となって、

産地の高収益化に向けた取組を総合的に支援すること。 

事業内容 

１ 基金事業 

(1) 収益性向上対策事業 

・農業機械等の導入、リース導入及び生産資材の導入に

対する支援 

・事業計画の策定経費及び農業機械の導入実証に要する

経費等に対する支援 

(2) 生産基盤強化対策事業 

・ハウスや農業機械の再整備・改良及び全国的な土づく

り等に対する支援 

 

２ 整備事業 

(1) 収益性向上対策事業 

・集出荷貯蔵施設等の整備に対する支援 

(2) 生産基盤強化対策事業 

・生産技術高度化施設の再整備・改修及び栽培管理等の

技術実証に対する支援 

法令・条例・要綱等 ・総合的なＴＰＰ等関連政策大綱 

主な財源 国庫、諸収入 

令和４年度予算 2億 3975万 7000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1億 6159万 2000円 

(67%) 

 

                         
2本事業のうち、強い農業づくり総合支援事業及びデータ駆動型農業の実践・展開支援事業は、財務事務の執行がな

かったことから、本年度の包括外部監査の対象から除外している。 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が策定した総合的なＴＰＰ等関連政策大綱は、強い農林水産業・農山漁村をつく

りあげるため、全国の農林水産関係の生産基盤を強化することを目標として掲げて

おり、具体的な施策展開として、下記のとおり、定めている。 

記 

〇国際競争力のある産地イノベーションの促進 

（産地生産基盤パワーアップ事業の創設による地域の営農戦略に基づく農業者

等が行う高性能な機械・施設の導入や改植などによる高収益作物・栽培体系への転

換、国内外の新市場獲得に向けた拠点整備及び生産基盤継承・強化、堆肥の活用に

よる全国的な土づくりの展開、水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化、新たな国

産ブランド品種や生産性向上など戦略的な革新的技術の開発、スマート農業実証の

加速化、農業者等への資金供給の円滑化、製粉工場・製糖工場・ばれいしょでん粉

工場等の再編整備、病害虫等の侵入防止など動植物検疫体制の強化） 

以上 

 

本事業は、上記大綱に基づき、土地利用型作物（稲・麦・豆類）、園芸作物（野

菜、果樹、花き）等について、事業主体、地域農業再生協議会、市町村及び県が一

体となって、産地の高収益化に向けた取組を総合的に支援することを目的とする事

業であり、国の策定した要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、総合的なＴＰＰ等関連政策大綱及び岡山県産地生産基

盤パワーアップ事業費補助金交付要綱に基づいて補助金を交付することによって執

行されているところ、かかる支出の手続きについて問題となる点は認められなかっ

た。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、基金事業として１億１５６４万２０００円の

補助金が交付されたこと、整備事業として５５１４万円の補助金が交付されたこと

を確認した。 

なお、本事業の成果は、（目標年度の実績値－計画作成時の現状地）÷（成果目

標値－計画作成時の現状地）×１００という基準を用いて試算されているとのこと

である。 
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このように、補助金が十分に活用されていること及び成果検証がなされているこ

とを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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(2) 水田麦・大豆産地生産性向上事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

麦・大豆の需要に応じた生産拡大と収量・品質の高位安定

に向け、団地化の推進と営農技術の新規導入により、生産性

の向上を図る先進的な麦・大豆産地の取組に対し、ソフト・

ハード両面から支援すること。 

事業内容 

１ 団地化の推進 

団地化推進等に向けた地域の話し合い等に係る経費を

支援する。 

 

２ 栽培技術の導入 

排水対策等の営農技術導入に係る経費を支援する。 

 

３ 施設設備・機械導入 

増産に必要な施設・機械導入費用を支援する。 

法令・条例・要綱等 

・水田麦・大豆産地生産性向上事業補助金交付等要綱 

・水田麦・大豆産地生産性向上事業実施要領 

・岡山県農産対策関係事業補助金交付要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 7686万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

4155万 8117円 

（54％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が策定した水田麦・大豆産地生産性向上事業補助金交付等要綱は、各産地の水田

における麦・大豆生産に係る将来像を踏まえ、団地化の推進や新たな営農技術の導

入等を通じ、生産上の課題解決に向けた取組を総合的に支援することにより、収

量・品質の高位安定化、生産コストの低減を図り、麦・大豆の需要に応じた生産拡

大と収益性・生産性の向上を実現することを目標として掲げており、補助金の交付

として、下記のとおり、定めている。 

記 

（交付の目的） 

第３ 補助金は、各産地の水田における麦・大豆生産に係る将来像を踏まえ、団地

化の推進や新たな営農技術の導入等を通じ、生産上の課題解決に向けた取組を

総合的に支援することにより、収量・品質の高位安定化、生産コストの低減を

図り、麦・大豆の需要に応じた生産拡大と収益性・生産性の向上を実現するこ
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とを目的とする。 

以上 

 

本事業は、麦・大豆の需要に応じた生産拡大と収量・品質の高位安定に向け、団

地化の推進と生産性の向上を図る取組に対して支援することを目的とする事業であ

り、国の策定した要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、水田麦・大豆産地生産性向上事業補助金交付等要綱に

基づいて補助金を交付することによって執行されているところ、かかる支出の手続

きについて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、各県民局を通じて、合計４１５５万８８１７

円の補助金が交付されたことを確認した。 

なお、本事業の成果は、水田麦・大豆産地生産性向上事業補助交付金等要綱に基

づいた実績報告により確認しているとのことであった。 

このように、補助金が十分に活用されていること及び成果検証がなされているこ

とを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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(3) 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

水田農業を輸出や加工品原材料等の新たな需要拡大が期待

される作物を生産する農業へと刷新（リノベーション）する

ため、新市場開拓用米や加工用米、高収益作物（野菜等）、

麦・大豆について、産地と実需者の連携に基づく需要の創

出・拡大のための製造機械・施設等の導入を支援すること。 

事業内容 

「水田リノベーション産地・実需協働プラン」に参画する実

需者が、輸出等の需要に応じた加工品の生産体制の強化や国

産原材料への切り替えのために必要となる機械・施設の整備

を支援する。 

法令・条例・要綱等 ・新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 2000万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

196万 4000円 

（9％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が策定した新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要綱は、主食用米の

国内外の新たな需要に対応するためには、実需者ニーズに応じた米、野菜等の生産

並びに需要の更なる創出・拡大及び複数年契約を通じた新市場開拓用米の安定供給

に伴うリスクの低減等が重要であることを踏まえ、水田農業を新たな需要拡大が期

待される作物の生産等を行う農業へと刷新するべく、実需者ニーズに応えるための

低コスト生産等の取組及び需要の創出・拡大のための施設の導入支援を掲げてお

り、補助金の交付として、下記のとおり、定めている。 

記 

１ 実需者ニーズ対応低コスト生産等支援事業 

水田リノベーション産地・実需協働プラン（農林水産省農産局長（以下「農

産局長」という。）が別に定めるところにより作成する計画をいう。以下「水

田リノベーションプラン」という。）に基づき、取組主体が実需者ニーズに応

えるための低コスト生産等に取り組む農業者に対して取組面積に応じた定額助

成を行うために必要な経費について、事業実施主体が取組主体に助成する事

業。 
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２ 需要の創出・拡大のための機械・施設の整備支援 

(1) 需要創出・拡大整備支援事業 

水田リノベーションプランに基づき、事業実施主体が需要の創出・拡大に向

けて輸出等の需要に応じた加工品の生産体制の強化の取組や国産原材料への切

替えのために必要となる施設を整備する取組に必要な経費について、都道府県

が事業実施主体に補助する事業。 

 

(2) 新市場開拓用米の複数年契約に取り組む実需者による施設等整備支援事業 

水田リノベーションプランに基づき、事業実施主体が新市場開拓に向けて、

高品質な新市場開拓用米の安定供給体制の確保のための取組や複数年契約を通

じた新市場開拓用米の安定供給に伴うリスクの低減等のための取組に必要とな

る機械・施設を整備する取組に必要な経費について、都道府県が事業実施主体

に補助する事業。 

以上 

 

本事業は、水田農業を輸出や加工品原材料等の新たな需要拡大が期待される作物

を生産する農業へと刷新（リノベーション）するため、新市場開拓用米や加工用

米、高収益作物（野菜等）、麦・大豆について、産地と実需者の連携に基づく需要

の創出・拡大のための製造機械・施設等の導入を支援することを目的とする事業で

あり、国の策定した要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、新市場開拓に向けた水田リノベーション事業交付要綱

に基づいて補助金を交付することによって執行されているところ、かかる支出の手

続きについて問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、岡山市地域農業再生支援協議会及び勝央町農

業再生協議会を通じて、合計１９６万４０００円の補助金が交付されたことを確認

した。 

なお、本事業の成果は、新市場開拓に向けた水田リノベーション事業交付要綱に

基づいた事業遂行状況報告書により確認しているとのことであった。 

この点、本事業の予算に比して執行率は低いものの本事業は国が主体となる事業

であって、その予算は国費によって賄われていることから、岡山県において、事業
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遂行に関する裁量はないことを考慮すると、執行率が低いことをもって岡山県の事

業遂行において検討すべき課題と認めることは困難と考える。 

このように、補助金が十分に活用されていること及び成果検証がなされているこ

とを踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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２０ 黒大豆枝豆産地力強化対策事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

黒大豆は、水田フル活用による所得向上に向けた重要な品

目であり、水稲＋黒大豆の複合経営に黒大豆枝豆を組み合わ

せて生産することにより、多額の資本投資なしに生産者の所

得向上が期待できる。 

一方、黒大豆枝豆は、収穫期間が短い、高温等による収

量・品質の低下、収穫・調製作業が煩雑等の課題があり、需

要に応えられる供給体制の強化が必要である。 

このため、収穫時期が早い新品種の生産拡大、近年の気象

条件等に対応した栽培技術の確立、省力化機械の導入等を支

援するとともに、市場の信頼獲得やブランド力の強化を進

め、生産者の所得向上に結びつけること。 

事業内容 

１ 生産基盤の強化対策 

(1) 農業研究所に対する支援 

・優良種子の安定生産体制の整備 

・気象条件等に対応した栽培技術実証等 

法令・条例・要綱等 ・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 152万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

139万 9000円 

（91％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農林水産プランは、美作地域における農産物の特性として「黒大豆は、高齢化等に

よる小規模農家の減少に伴い、栽培の省力化や販促・ＰＲ活動による産地の活性化

が求められているほか、市場ニーズの高い枝豆の生産拡大や品質向上が必要となっ

ています。」として、黒大豆の特徴を指摘し、黒大豆に関する施策について、下記

のとおり定めている。 

 

記 

・黒大豆は、高品質化と出荷量の増加を図り、枝豆と組み合わせて首都圏など大消

費地での「作州黒」のブランド確立を図ります。 

以上 
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本事業は、黒大豆枝豆について収穫時期が早い新品種の生産拡大、近年の気象条

件等に対応した栽培技術の確立、省力化機械の導入等を支援するとともに、市場の

信頼獲得やブランド力の強化を進め、生産者の所得向上に結びつけることを目的と

する事業であり、農林水産プランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、優良種子生産のための肥料代、先進地調査に係る経費

を支出することによって執行されているところ、かかる支出の手続きについて問題

となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の活動として、優良種子の安定生産体制の整備として作業員

に対する補助がなされたこと、気象条件に対応した栽培技術の確立等のために需用

費として肥料等に関する経費が支出されたことを確認した。 

なお、本事業は、農業研究所が黒豆優良種子の安定生産体制の整備、気象条件等

に対応した栽培技術実証などを実施しているところ、農業研究所では、毎年研究成

果の発表や研究内容が公表されており、かかる研究成果の発表をもって成果を測定

しているとのことであった。 

この点、農業研究所の業務報告は、岡山県のホームページに掲載されており、令

和４年度の報告書には、「黒大豆枝豆の収量低下の要因解」等黒大豆枝豆に関する

研究成果の報告がなされていることを確認した。 

このように、本事業に基づいて、収穫時期が早い新品種の生産拡大、近年の気象

条件等に対応した栽培技術の確立に向けた取組がなされている。 

他方で、黒大豆枝豆の生産量拡大の成果については一定の期間が必要となること

を考慮すると、黒大豆枝豆の生産量が成果指標とされていないことについては、や

むを得ないと考える。 

以上を踏まえ、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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２１ 国際水準ＧＡＰ等推進事業 

【概要】  担当部署 農産課 

事業目的 

大手事業者を中心に、国際水準ＧＡＰの認証取得を求める

動きが拡大、加速化する等実需者においては、国際水準ＧＡ

Ｐに対する必要性が認識されつつある。 

産地では、国際水準ＧＡＰの重要性は理解しているが、認

証に向けた事務作業の増加に加え、認証に対して一定の経費

が必要となるため、国際水準ＧＡＰの認証取得は１２産地

（キャベツ、しいたけ等）に留まっている。 

このため、国際水準ＧＡＰへステップアップするために必

要な取組を支援し、国内外の実需者から信用、信頼度の向上

と取引拡大に取り組むこと。 

事業内容 

１ 県推進事業 

・産地紹介資料の作成 

・国際水準ＧＡＰへの移行希望調査 

 

２ 地域推進事業 

・コンサルタントの派遣 

・研修の受講等 

法令・条例・要綱等 
・農林水産プラン 

・あるべき農業生産の実践（岡山県ＧＡＰ導入指針） 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 54万 2000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

12万 3000円 

（22%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 既述の「農作物安全ＧＡＰ推薦事業」において検討したとおり、農林水産プラン

は、野菜の生産に関する施策として、「産地へのＧＡＰの普及・啓発に取り組むと

ともに、国際水準ＧＡＰの取得を支援できる指導者を育成し、情報提供や技術的な

助言等を行います。」と定めており、「あるべき農業生産の実践（岡山県ＧＡＰ導

入指針）」はＧＡＰの導入について推進している。 

本事業は、国際水準ＧＡＰへステップアップするために必要な取組を支援し、国

内外の実需者から信用、信頼度の向上と取引拡大に取り組むことを目的とする事業

であり、農林水産プランに基づくものである。 
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２ また、本事業の財務事務は、研修会の講師謝金や会場使用料等を報償費等によって

支出することによって執行されているところ、かかる支出の手続きについて問題と

なる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

令和４年度の活動として、「農産物安全ＧＡＰ推進事業」において検討したとお

り、県協議会の幹事会、総会等が開催されたこと、岡山県、中央会及び全農岡山で

事務局会議や研修会が開催され、かかる事業において、国際水準ＧＡＰの取得が推

奨されていることを確認した。 

なお、前記のとおり、本事業については、毎年度、農業普及指導センターやＪＡ

等を通じてＧＡＰへの取組状況調査を行い、効果測定を行っているとのことであっ

た。 

このように、本事業に基づいて、実際に、国際水準のＧＡＰに向けた取組がなさ

れているうえに、岡山県において一定の成果検証がなされていることが認められる

ことから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業について、予算額及び予算の執行状況とその効果を鑑みて、事業の効率性

の観点から問題となる点は認められなかったため、評価をＢとした。 
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２２ 農地中間管理機構運営事業 

(1) 農地中間管理機構運営事業 

【概要】  担当部署 農村振興課 

事業目的 

農業の担い手への農地集積と集約化を進めるため、農地の

中間的受け皿となる「農地中間管理機構」を整備し、その活

用を支援することで、農業構造の改革と生産コストの削減を

図り、もって農業の生産性の向上に資する。 

事業内容 

１ 県事業 

県が行う農地利用配分計画の認可・公告、機構が実施

する事業の認可及び市町村等関係機関との連携及び支援

を行う。 

 

２ 業務運営 

機構に対して、農地借受け希望者の募集や農地利用配

分計画の策定等農地流動化に係る業務や事業評価委員会

の開催及び関係機関との連携に係る業務を運営するため

に必要な経費を助成する。 

 

３ 農地再配分事業 

機構に対して、農地を借り受け、担い手に貸し付ける

までの間の賃借料の支払や草刈り等の保全管理、必要な

場合に行う土地改良事業にかかる経費を助成する。 

法令・条例・要綱等 
・農地中間管理法 

・農地中間管理事業の推進に関する基本方針 

主な財源 国庫、基金繰入金、一般財源 

令和４年度予算 1億 3385万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1億 3379万 6762円 

（99%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 農地中間管理法３条１項は、「都道府県知事は、政令で定めるところにより、農地

中間管理事業の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めるもの

とする。」と規定し、県では、農地中間管理事業の推進に関する基本方針を下記の

とおり定めている。 
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記 

１ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者が利用する農用地の面積の目標 

（省略） 

 

２ １以外の農地の農地中間管理事業の推進により達成しようとする農用地の利用の効

率化及び高度化の促進に関する目標 

農地中間管理機構（以下「機構」という。）が貸付け及び農作業等の受委託を

行う農用地において、分散錯圃の解消と集約化（面的集積）を図る。 

 

３ 農地中間管理事業の推進に関する基本的な方向 

(1) 農業者が自立した経営を通じて所得増大を図り、将来にわたり成長し続ける、

魅力ある農業の実現に向け、機構を担い手への農地集積・集約化を進める中核

的な事業体として位置付け、最大限に活用することで、生産性の向上を図る。 

 

以上 

 

本事業は、農業の担い手への農地集積と集約化を進めるため、農地の中間的受け

皿となる「農地中間管理機構」を整備し、その活用を支援することを目的とする事

業であり、農地中間管理事業の推進に関する基本方針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、需要費等の名目によって県事業費を支出するととも

に、要綱に基づいて補助金を支出することによって執行されており、その手続きに

ついて、問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、貸付面積が７３９ヘクタールとなり、新規貸

付面積は過去最高となったこと、かかる要因として、ラジオ、新聞掲載、リーフ

レットの配布等の周知活動が奏功したことが認められる。 

また、農地中間管理機構の活動によって農業構造改革として桃産地を対象とした

人・農地プランの実質化がすすめられた事例があること、農地の受け手となる経営

体の経営状態の変化として、コスト削減がすすめられた事例があることを確認し

た。 

さらに、今後の課題として、条件の良い地域では貸付農地が不足している一方
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で、借受希望者が不在の地域では耕作条件が整っていないため貸付希望が充足され

ないなど、地域によって実情が異なることなどが分析されており、かかる課題解決

に向けた取組について検討されている。 

このように、本事業によって、農地の集約が進むという成果が認められるうえ

に、課題についても検討がなされていることを考慮して、本事業の有効性の評価を

Ｂとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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(2) 農地中間管理機構農地集積推進事業 

【概要】  担当部署 農村振興課 

事業目的 

市町村等が事業主体となり、農地中間管理事業を推進するた

め、機構集積協力金の交付及び農地耕作条件改善事業を実施

すること 

事業内容 

１ 機構集積協力金交付事業 

(1) 地域集積協力金 

地域内の一定割合以上の農地を機構に貸し付けた地

域に対して協力金を交付する。 

(2) 経営転換協力金 

機構に農地を貸し付けてリタイア又は経営転換する

農業者等に対して協力金を交付する。 

 

２ 農地耕作条件改善事業 

受け手が農地を効率的に利用できるよう簡易な基盤整

備等の取組を支援する。 

 

３ 遊休農地解消緊急対策事業 

機構が遊休農地を借り受け、簡易な整備を行ったうえ

で、担い手に農地集積集約化する取組を支援する。 

法令・条例・要綱等 ・農地集積・集約化等対策事業費補助金交付要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 1億 1845万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

576万 4400円 

（4％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国は、農地集積・集約化等対策事業実施要綱を、下記のとおり定めている。 

 

記 

１ 遊休農地解消緊急対策事業 

担い手への農地集積・集約化を促進するため機構が行う、機構自らが借り受け

た遊休農地に対する簡易な整備に要する経費について補助します。 
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２ 機構集積協力金交付事業 

担い手への農地の集積・集約化を加速するため、機構を通じた農地の集積・集

約化等を促進するために必要となる次の事業に係る経費について補助します。 

 

(1) 地域集積協力金交付事業 

地域内の農地の一定割合以上を機構に貸し付け、又は当該貸付けと一体的に

行われる機構を通じた農作業委託により、農地の集積・集約化に取り組む地域

に対し、協力金を交付します。 

 

(2) 集約化奨励金交付事業 

地域内の農地について、機構からの転貸又は機構を通じた農作業受託によ

り、農地の集約化に取り組む地域に対し、奨励金を交付します。 

 

(3) 経営転換協力金交付事業 

機構に農地を貸し付けることにより経営転換又はリタイアした農業者及び農

地の相続人に対し、協力金を交付します。 

 

(4) 機構集積協力金推進事業 

都道府県及び市町村が実施する（１）から（３）までの協力金及び奨励金の

交付に要する経費を補助します。 

 

(5) 農地整備・集約協力金交付事業 

農地耕作条件改善事業（農地耕作条件改善事業実施要綱（平成２７年４月９

日付け２６農振第２０６９号農林水産事務次官依命通知。以下「耕作条件実施

要綱」といいます。）に基づいて行われる事業をいいます。）の実施地区にお

いて、農業者の事業費負担を軽減するため、当該農地耕作条件改善事業（以下

「対象となる農地耕作条件改善事業」といいます。）の事業実施主体に対し

て、協力金を交付します。 

以上 

 

本事業は、農地中間管理事業を推進するため、機構集積協力金の交付及び農地耕

作条件改善事業を実施することを目的とする事業であり、農地集積・集約化等対策

事業実施要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、要綱に基づいて補助金を支出することによって執行さ

れており、その手続きについて、問題となる点は認められなかった。 



 

 

 

 

- 216 - 

 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、機構集積協力金として矢掛町、津山市、勝央

町及び奈義町に対し合計４０９万４６００円、農地耕作条件改善事業として１６０

万１０００円、遊休農地解消緊急対策事業として６万８８００円が補助金として交

付されたことを確認した。 

また、本事業の成果として農地集積率が平成２４年度末には１８．３％であった

ものが令和４年度末には２６．６％まで増加した、一定の遊休農地が解消された

等、一定の成果も認められる。 

もっとも、本事業の予算額は１億１８４５万円であることを考慮すると、補助金

の交付額は予算比で４％程度であって、あまりに少ないと言わざるを得ない。 

本事業によって農地集積率の増加が認められる以上、本事業に基づく補助金は積

極的に活用されるべきであり、補助金の周知等によって、さらに補助金が活用され

るよう対応を検討する必要があると考える。 

このように、本事業について改善の余地があると思われることから、本事業の有

効性の評価をＣとした。 

 

【意見２－６】本事業の補助金活用を促す施策について検討すべきと考える。 

本事業は、担い手への農地集積・集約化を加速し、生産コストを削減することを目

的とする事業であり、本事業による事業成果も認められることから、本事業の補助金は

積極的に活用されるべきである。 

もっとも、現状では、予算に対して、約４％の補助金のみ活用されており、事後評

価における調整を踏まえても、執行率が高いとは言い難い。 

本事業の補助金に関する広報・周知活動を充実させる等本事業の補助金活用を促す

施策を検討すべきと考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。  
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(3) 儲かる農林水産業へ向けた環境整備事業 

【概要】  担当部署 農村振興課 

事業目的 

これまで一体的に取り組まれてきた生産販売活動と地域資

源管理を組織として分離し、担い手が生産販売活動に専念で

きる県下初の「２階建て方式」モデルを実践する集落を育成

し、儲かる農林水産業への環境を整えること 

事業内容 

１ 新たな地域資源管理モデル導入新進事業 

新たな地域資源管理モデルの導入を目指す実践集落の

先進的事例調査等に係る経費を補助する。 

 

２ 広域的農地集積推進事業 

広域的な経営展開を図る担い手を支援する。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・儲かる農林水産業へ向けた環境整備事業実施要領 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 302万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

29万 8000円 

（9%） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、「重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興」の一環として「④儲

かる農林水産業加速化プログラム」を掲げている。 

生き活きプランを踏まえて策定された「儲かる農林水産業へ向けた環境整備事業

実施要領」を、下記のとおり定めている。 

記 

１ 趣旨 

高齢化や人口減少の進展により、これまで地域の共同作業として行われてきた

用水路や農作業道等の地域資源管理が困難となり、農地を引き受ける担い手に管理

を委ねざるを得ない状況が生じ、その労務負担が、担い手の規模拡大を阻害する要

因となっている。 

また、担い手不在地域等では、集落内の農業者だけでは営農を継続することが

困難となり、集落外からの担い手に頼らざるを得ない集落も増えている。 

このため、これまで一体的に取り組まれてきた生産販売活動と地域資源管理を
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分離し、担い手が生産販売活動に専念できる新たな地域資源管理モデルを実践する

集落の育成や、集落を越えて農地を集積し、広域的な経営展開を図る担い手を支援

することで、儲かる農林水産業への加速化を進める。 

 

２ 事業種目及び内容等 

本事業の事業種目は次のとおりとし、事業内容、事業実施主体、採択基準、補

助率等は別表のとおりとする。 

 

(1) 新たな地域資源管理モデル導入推進事業 

新たな地域資源管理モデルの導入を目指す集落（以下「実践集落」とい

う。）の先進事例調査等に係る経費を補助する。 

 

(2) 広域型農地集積推進事業 

農地中間管理事業を活用して、集落を越えて中山間地域等の農地を集積し、

広域的な経営展開を図る担い手に奨励金を交付する経費を補助する。 

以上 

 

本事業は、儲かる農林水産業を加速するため、新たな地域資源管理モデル導入推

進事業及び広域型農地集積推進事業を実施することを目的とする事業であり、儲か

る農林水産業へ向けた環境整備事業実施要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、市町村の先進事例調査等に係る旅費などの事務費を措

置すること及び要綱に基づいて担い手に奨励金を交付する経費を助成することに

よって執行されており、その手続きについて、問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、新たな地域資源管理モデル導入推進事業にお

いて奈義町で、「２階建て方式」モデル実践集落の育成に向け、活動会議等を実施

したこと（県費１０万円）、広域型農地集積推進事業において、津山市で、担い手

不在地域への広域的な担い手の参入を支援することで、地域を越えた農地集積を推

進したこと（県費１９万８０００円）が認められる。 

なお、本事業の成果、実績報告及び聞き取りにより効果測定されており、新たな

地域資源管理モデル導入推進事業においては、津山市、新庄村、西粟倉村、奈義町
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で事業を実施した結果、担い手が営農しやすい環境整備に向けた機運が醸成され、

「２階建て方式」モデル実践集落の育成等が進んだこと、広域型農地集積推進事業

においては、津山市、鏡野町において事業を実施した結果、担い手不在地域に広域

的な担い手が参入し、担い手不在地域の減少につながったことを確認した。 

このように本事業によって、担い手が生産販売活動に専念できる県下初の「２階

建て方式」モデルを実践する集落の育成が進むという成果が認められることを考慮

して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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２３ 持続的経営体支援事業 

【概要】  担当部署 農村振興課 

事業目的 
担い手の経営発展を推進するため、意欲ある担い手等に対

して、農業用機械・施設の導入を支援すること。 

事業内容 

１ 先進的農業経営確立支援事業 

広域に展開する農業法人等の経営の高度化に必要な農

業用機械・施設の導入を支援する。 

 

２ 地域担い手育成支援事業 

農業者の経営基盤の確立や更なる発展に向けた農業用

機械・施設の導入を支援する。 

 

３ 担い手確保・経営強化支援事業 

農産物の輸出の取組など農業経営の発展に意欲的に取

組む際に必要となる農業用機械等の導入を支援する。 

法令・条例・要綱等 ・担い手確保・経営強化支援事業実施要綱 

主な財源 国庫（農山村活性化総合対策費） 

令和４年度予算 6400万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2999万 1000円 

（46％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国は担い手確保・経営強化支援事業要綱を、下記のとおり定めている。 

記 

第１ 趣旨 

総合的なＴＰＰ等関連政策大綱（令和２年１２月８日ＴＰＰ等総合対策本部

決定）に即し、次世代を担う経営感覚に優れた担い手を育成し、力強く持続可

能な生産構造を実現することが必要である。 

このため、担い手の育成・確保の取組と農地の集積・集約化の取組を一体的

かつ積極的に推進する地域において、地域の担い手が農産物の輸出の取組や将

来の輸出の取組に向けた低コスト化、品目転換・拡大の取組など意欲的な取組

により農業経営の発展に取り組む際に必要となる農業用機械・施設（以下「機

械等」という）の導入等について支援し、農業の構造改革を一層加速化するこ

ととする。 
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第２ 目標 

本事業は、第１の趣旨を踏まえ、農産物の輸出の取組など意欲的な取組によ

る付加価値額の拡大など経営発展に関する目標を定めてこの目標の達成に取り

組む担い手を支援することにより、次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育

成・確保を図るものとする。 

 

第３ 事業内容 

本事業は、次に掲げる事業により構成し、必要な事項については、別記に定

めるものとする。 

 

１ 融資主体型補助事業 

この事業は、事業実施主体が作成する担い手確保・経営強化支援計画（今後

の地域農業を担う担い手の育成・確保を図るために行われる具体的な取組内容

及びそれに対する成果目標等を定めたものをいう。以下「担い手支援計画」と

いう。）に基づき、付加価値額の拡大などの経営発展に意欲的に取り組む地域

の担い手が、主として融資機関から行われる融資を活用するなどして機械等の

導入等の事業を行う場合（以下、事業を行う場合に活用する融資を「プロジェ

クト融資」という。）において、当該事業に係る経費からプロジェクト融資等

の額を除いた自己負担部分について助成を行う事業とする。 

なお、この機械等の導入等の事業においては、農業用機械施設補助の整理合

理化について（昭和５７年４月５日付け５７予第４０１号農林水産事務次官依

命通知）の基準を適用しないものとする。 

 

２ 追加的信用供与補助事業 

この事業は、担い手支援計画に基づき、プロジェクト融資が円滑に行われる

よう機関保証の活用を図るため、プロジェクト融資を活用して１の事業を実施

する場合（別記の第１の４の（１）のイの（ウ）の地域における継続的な農地

利用を図る者として事業実施主体が認める者が活用する場合を除く）に、当該

プロジェクト融資に係る保証を行う農業信用基金協会（以下「基金協会」とい

う。）に対し、当該プロジェクト融資に係る保証債務の弁済及び求償権の償却

に伴う費用への補填に充てるための経費について助成を行う事業とする。 

以上 

 

本事業は、担い手の経営発展を推進するため、意欲ある担い手等に対して、農業

用機械・施設の導入を支援することを目的とする事業であり担い手確保・経営強化
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支援事業実施要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、要綱に基づいて農業用機械の導入に要する経費を助成

することによって執行されており、その手続きについて、問題となる点は認められ

なかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため、本事業の財務事務の合規性の

評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、農地利用効率化等支援交付金（融資主体支援

タイプ）として１３９３万６０００円、担い手確保・経営強化支援事業として１６

０５万５０００円（合計２９９９万１０００円）が支給されていることを確認し

た。 

なお、本事業の成果として、所得の向上や経営コストの縮減などの目標の達成状

況をもって効果と考えており、現時点での成果は必ずしも明らかではないとのこと

であった。 

なお、本事業の補助金の執行率は５０％を下回っているため、事情を確認したと

ころ、執行率については、本事業は全額国費であり、その採択について県が関与で

きるものではないこと、岡山県としては必要額を予算化しているが、採択にならな

いものもあるため、年度により執行率の相違が生じることは避けたいという事情が

あること、成果指標についても、国の要領で定められた指標の中から助成対象者が

自ら設定することとなっており、県が関与できるものではないことといった事情が

あるとのことであった。 

このように、本事業の予算の執行率が５０％を下回る理由が、本事業の補助金の

原資が国費であること等といった事情に基づくことを確認することができたことを

踏まえ、本事業の有効性の評価についてはＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢとし

た。 
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２４ 森林管理システム市町村等支援事業 

(1) 市町村森林管理システム推進体制支援事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

経営管理が行われていない森林について、市町村が仲介役

となり、森林所有者と経営体を繋ぐ森林経営管理制度（森林

管理システム）が円滑に実施されるためには、市町村が主体

となって取り組む必要があるが、市町村においては専任職員

が十分配置できていないなどの意見が多くある。 

このため、県と市町村との情報共有や市町村職員に対する

技術研修の充実、市町村支援のための人材の確保・育成、市

町村自ら森林を管理する際の技術支援等を総合的に支援す

る。 

事業内容 

１ 県と市町村との連携推進会議の実施 

２ 市長村職員等研修 

３ 市町村支援体制整備事業 

法令・条例・要綱等 ・森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 

主な財源 森林環境譲与税（国庫） 

令和４年度予算 4125万 2000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3654万 5434円 

（88％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律３４条は、下記のとおり規定してい

る。 

記 

第３４条 市町村は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する費

用に充てなければならない。 

一 森林の整備に関する施策 

二 森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する

普及啓発、木材の利用（脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等におけ

る木材の利用の促進に関する法律（平成二十二年法律第三十六号）第二条第三

項に規定する木材の利用をいう。）の促進その他の森林の整備の促進に関する

施策 
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２ 都道府県は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する費用に

充てなければならない。 

一 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項各号に掲げる施策の支援に関す

る施策 

二 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項第一号に掲げる施策の円滑な実

施に資するための同号に掲げる施策 

三 前項第二号に掲げる施策 

 

３ 市町村及び都道府県の長は、地方自治法第二百三十三条第三項の規定により決算を

議会の認定に付したときは、遅滞なく、森林環境譲与税の使途に関する事項につい

て、インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

以上 

 

本事業は、森林環境譲与税を財源として、県と市町村との情報共有や市町村職員

に対する技術研修の充実、市町村支援のための人材の確保・育成、市町村自ら森林

を管理する際の技術支援等を総合的に支援することを目的とする事業である。森林

の整備を担うべき人材の育成及び確保の促進に関する施策であり、森林環境税及び

森林環境譲与税に関する法律第３４条第２項に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、県と市町村との連携推進会実施事業のポータルサ

イト保守管理業務は、随意契約によって委託されていること（委託先：株式会社岡

山トレジャーシステム、委託料：３万９６００円）及び森林経営管理制度市町村支

援体制整備事業も随意契約によって委託されていること（委託先：公益社団法人お

かやまの森整備公社、委託料：３３９９万９９００円）を確認した。 

まず、ポータルサイト保守管理業務の業者選定理由は、「岡山県森林経営管理

ポータルサイト」を構築した者以外の者が保守管理する場合において、当該サイト

の仕様に著しく支障が生じる恐れがあるためとされていた。 

この点、上記の委託契約の委託料は１００万円未満であること及び委託先選定理

由についても、合理性が認められることから、随意契約について特段問題となる点

は認められない。 

次に、森林経営管理制度市町村支援体制整備事業の業者選定理由は、「県内で唯

一の森林整備法人である公益社団法人おかやまの森整備公社は、県下２０市町村に

管理地を有し、森林の施業履歴や契約者情報の管理など、県内各地域の森林の特性

や管理手法を把握している。また、平成１７年度から間伐（択伐）を繰り返して実

施し、将来、安定した森林の姿である針広混交林へ誘導する森林管理を先駆的に実

施している。さらに、厚生労働省の無料職業紹介事業の許可を受け、市町村が求め
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る人材の情報等を把握するとともに、経営が成り立たない森林の管理に必要な森林

技術のノウハウを有している県内唯一の団体であり、当該公社に市町村支援体制整

備事業を委託することにより、市町村による森林経営管理制度の円滑な推進を支援

する。」とされている。 

この点、業務委託に係る随意契約ガイドラインによれば「(6)これまでに特命随意

契約を行っている場合においては、前例や経緯、既成概念にとらわれることなく、

競争性のある契約方法がとれないかを検討すること。」とされているものの、本事

業の特殊性に鑑みれば、特命随意契約によることもやむを得ないと考える。 

ただし、同ガイドラインは、「(5)政策上の目的から、公益法人等と特命随意契約

している場合は、経済動向に留意しながら、毎年度積算単価を点検して適正な委託

料の積算を行うこと。」とされているところ、事業執行伺に積算に係る単価及びそ

の根拠資料が添付されていることを確認した。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ 県と市町村との連携推進会議の実施 

(1) 県と市町村との連携推進会議の開催 

森林経営管理制度に関する県と市町村による連携推進会議を常設し、市町村

の円滑な推進体制の確保のため、課題解決に向けた検討や情報交換等を行う

（年４回程度開催）。 

(2) 司法書士等による意向調査の支援 

相続未済の森林などにおける所有者探索について、司法書士等の専門家によ

る研修会や個別相談会を実施することで、集積計画の作成を促進する。 

具体的には研修会の開催（年 1回、連携推進会議と同時開催）、個別相談会の

開催（年１０回）を実施する。 

 

(3) 広葉樹植栽による針広混交林化の検討 

高齢級の手遅れ林分等において広葉樹植栽による針広混交林化へ誘導するた

めの調査を市町村と連携して行い、市町村が行う森林施業の方法を検討する

（調査箇所２か所）。 
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２ 市町村職員等研修 

市町村職員に対して、森林・林業に関する基礎知識（森林経営・施業技術・

林産等）に関する研修を実施する。また、地域林政アドバイザーに対して森林

経営管理法の内容に関する研修を年間４日程度を目途に実施する。 

 

３ 市町村支援体制整備事業 

(1) 人材の確保・育成 

ア 人材バンクの運営 

市町村が依頼（雇用）する地域林政アドバイザー候補者（国、県職員ＯＢ

等）、森林調査、固定資産税課税業務及び登記事務等の経験者の募集、情報提

供等。 

 

イ 実務研修の実施 

求職者への新たな森林管理システムの実施に必要な実務研修の実施。 

 

ウ 林業技術者等へのアドバイス・相談対応 

市町村、地域林政アドバイザー、業務推進委員の業務等に伴う指導・相談対

応等。 

 

(2) 森林管理の技術支援等 

ア 市町村等への技術指導 

市町村からの森林経営管理に関する技術的な相談・指導要請への対応 

 

イ 森林の情報把握・管理方法の技術提案等 

森林資源量等の状況把握や森林管理手法についての技術提案・情報提供 

 

ウ 針広混交林等施業実証試験の実施等 

間伐後の公社造林地において、天然更新により針広混交林等へ誘導する施業

の実証試験を実施し、その結果を市町村へ周知 

以上 

 

監査の過程において、本事業の令和４年度に、①県と市町村との連携推進会議

は、年４回開催し、市町村が森林経営管理制度を推進するにあたっての課題解決に

向けた検討や情報交換を行ったこと、②森林経営管理制度及び森林環境譲与税に関

する全国会議等に職員を派遣したこと、③森林経営管理制度個別相談業務につい



 

 

 

 

- 227 - 

 

て、司法書士への相談はなかったものの、土地家屋調査士については、１回相談が

あったこと、④広葉樹植栽による針広混交林化の検討について、当初２か所を想定

されていたが、森林所有者の同意が得られなかったため、１か所のみ調査が実施さ

れたこと、⑤市町村職員等を対象に、森林・林業に関する専門知識の取得を目的と

した「市町村等支援研修」を４回実施し、延べ６６名の参加があったこと及び⑥森

林経営管理制度を行う市町村に対して、専門的人材の紹介、技術職員の派遣、森林

施業方法の研修などを実施したこと（専門的人材の紹介１組、実務研修６回実施

（参加者数：６８名）、市町村等の相談対応、技術支援２７市町村）などをそれぞ

れ確認した。 

なお、本事業の成果について、森林経営管理制度に取り組む市町村に対し、各種

支援を行った結果、令和４年度末までに２０市町村で意向調査が実施され、うち４

市町村が集積計画を策定し、森林整備を実施しているとのことであった。 

以上のとおり、令和４年度において予定されていた事業は、概ね実施され、事業

成果が認められる。 

なお、県と市町村との連携推進会議について、令和４年度の会議の議事録は作成

されていないとのことであったため、会議結果の共有の方法等について確認したと

ころ、議事録と同様の内容の復命書を作成しており、担当課内での情報共有を図る

ことで会議の効果や効率性の向上を図っているほか、令和５年９月に開催した令和

５年度第２回連携推進会議以降は、議事録を作成し、ポータルサイトに掲載するこ

とで、全ての構成団体との情報共有を図り、会議の効果や効率性の向上を更に図っ

ているとのことであった。 

このように、本事業は、目的達成のために遂行されていることが認められること

から、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

既に指摘した点を除いて、本事業の効率性について問題となる点は認められな

かったため、本事業の効率性の評価をＢとした。 
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(2) 森林クラウドを活用した新たな森林管理システム支援事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

新たな森林管理システムでは、市町村が森林所有者への意

向調査や経営管理権の設定、林業経営に適した森林か否かの

判断等を行うこととなり、膨大なデータの管理や分析等が必

要となることから、市町村の事務の軽減や林業経営の判断等

を支援するため、県が保有する森林情報（森林クラウド）の

充実を図ること。 

事業内容 
１ 地籍情報による森林資源情報の整備事業 

２ 森林計画図等の更新事業 

法令・条例・要綱等 ・森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 

主な財源 森林環境譲与税（国庫） 

令和４年度予算 5411万 1900円 
令和４年度決算 

（執行率） 

3066万 4000円

（56％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業は、森林環境譲与税を財源として、市町村の事務の軽減や林業経営の判断等

を支援するため、県が保有する森林情報（森林クラウド）の充実を図ることを目的

とする事業である。森林の整備に関する施策であり、森林環境税及び森林環境譲与

税に関する法律第３４条第２項に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、地籍情報による森林資源情報の整備事業及び森林

計画図等の更新事業の森林経営計画策定情報整備事業が、いずれも一般競争入札に

よる方式によって委託されていることを確認した。 

なお、一般競争入札の手続きについて、問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、森林クラウドを活用した新たなシステムの活用実績を確認

したところ、下記のとおり、回答を得た。 
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記 

・市町村では、森林経営管理制度の意向調査対象森林の抽出のため航空写真や森林

簿情報から人工林資源を把握するとともに、林地台帳を活用した所有者情報の

取得、進行管理等に活用されている。 

・県では、森林クラウドに搭載する森林簿、森林計画図等の情報をより精度の高い

ものとするため、最新の衛星写真を活用して森林の変化情報を整備し、森林簿

等の更新に活用し、翌年度以降の森林情報として森林クラウドに反映してい

る。また、地籍毎の森林資源情報を整備し、市町村が意向調査対象森林等の把

握が効率的にできるように情報整備に努めている（令和５年４月に新庄村分を

森林クラウド上で公開） 

以上 

 

上記のとおり、森林クラウドは、県及び市町村において活用されており、森林環

境税及び森林環境譲与税に関する法律が定める森林の整備に関する施策として実施

されている。 

このように、本事業は、目的達成のために遂行されていることが認められること

から、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業は、一般競争入札の手続きを経て委託されており、効率性について問題と

なる点は認められなかったため、本事業の効率性の評価をＢとした。 
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(3) 意欲と能力のある経営体育成事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

森林経営管理制度が円滑に実施されるためには、市町村職

員の林業技術知識の習得や市町村から森林の経営管理を再委

託される意欲と能力のある林業経営体の育成を積極的に進め

ていく必要がある。 

このため、林業経営体の代表者を対象とした研修の実施、

市町村職員や林業就業者等を対象とした林業技術研修の施設

を整備し、人材育成環境の充実を図る。 

事業内容 

１ 林業経営体代表者等育成事業 

２ 林業技術研修環境整備事業 

３ 林業経営体提案型研修事業 

法令・条例・要綱等 ・森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 

主な財源 森林環境譲与税（国庫） 

令和４年度予算 2492万 0000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

2224万 7069円 

（89％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 本事業は、森林環境譲与税を財源として、林業経営体の代表者を対象とした研修の

実施、市町村職員や林業就業者等を対象とした林業技術研修の施設を整備し、人材

育成環境の充実を図ることを目的とする事業である。森林の整備を担うべき人材の

育成及び確保のための施策であり、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第

３４条第２項に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、需要費等の名目によって支出することによって執行さ

れており、その手続きについて、問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業及び本事業の財務事務の執行に関する法令等の根拠を確認

し、その手続きに違法な点は認められなかったため本事業の財務事務の合規性の評

価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、本事業の令和４年度の実績を確認したところ、下記のとお

りであった。 
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記 

・林業技術研修環境整備事業では、人材育成環境の充実を図るため、研修実施に必

要な備品等を整備した。 

・林業経営体代表者等育成事業では、林業経営体代表者等を対象に、「林業経営体

育成研修」を９回実施し、延べ７１名の参加があった。 

・林業経営体提案型研修では、林業経営体が自らの課題解決に向けて実施する研修

（４件）を支援した。 

以上 

 

また、本事業の効果について、研修棟整備前までの森林研究所における研修利用

者数は年間３２０名であったが、研修棟の利用が開始された令和３年度には９７６

名、令和４年度には１１４７名と着実に効果が上がっていることを確認した。 

このように、本事業によって、人材育成環境の充実を図るという目的に寄与して

いることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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２５ 晴れの国おかやまの林業就業促進事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

林業のサイクルを循環させ、森林を適正に管理するために

は、林業の担い手の確保が必要である。しかし、林業の現状

について知る機会は少なく、就職や転職といった職業選択に

おいて候補となりにくい。 

また、近年、中山間地域では人口減少や少子高齢化が進

み、身近な地域から林業の担い手を確保していくことは困難

な状況にある。 

このため、移住などにより林業への就業を検討している者

を対象とした都市圏で開催される「就職ガイダンス」への参

加及び林業への就業に関する情報発信により、Ｉターンなど

による林業への就業者確保に向けた取組を促進する。 

事業内容 

１ 就業相談の実施 

森林研究所・林業技術研修棟（勝央町）内に就業相談

窓口を開設し、就業希望者からの相談に応じるととも

に、林業体験イベントを実施する。 

また、東京・大阪など都市圏で開催される「移住・定

住フェア」や「森林の仕事ガイダンス」への参加及び

「晴れの国おかやま林業就業ガイダンス」を開催し、I

ターン等による林業への就業希望者の岡山県への招致活

動を行う。 

 

２ 地域活動の展開 

地域の林業の担い手確保において、地域の特色に応じ

た林業体験、就業相談、情報発信等を行う。 

 

３ 就業情報の発信 

林業就業や移住等に関するホームページ、県内の主要

駅やエリア情報誌等に県内での林業就業を促進する情報

や「晴れの国おかやまの林業就業ガイダンス」の広告掲

載を行う。 

法令・条例・要綱等 
・林業労働力の確保の促進に関する法律 

・林業労働力の確保の促進に関する基本計画 

主な財源 おかやま森づくり県民税 

令和４年度予算 1104万 6000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1094万 4000円 

（99％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 林業労働力の確保の促進に関する法律第４条は、「都道府県知事は、基本方針に即

して、当該都道府県における林業労働力の確保の促進に関する基本計画（以下「基

本計画」という。）を定めることができる。」と規定し、岡山県が策定した林業労

働力の確保の促進に関する基本計画は、下記のとおり規定している。 

記 

(1) 新たに林業に就業しようとする者の林業技術の習得その他の就業の円滑化に関

する目標林業労働者については、林業事業体への新規就業を促進するために、

就業希望者に対する林業・林業労働についての啓発や雇用情報の収集・提供を

行いながら、事業体における効果的な募集活動や受け入れ体制等の整備を支援

するとともに、就業に必要な林業の知識・技術の習得に向けた研修等の支援体

制の整備や効果的な活用を図るものとする。 

以上 

 

本事業は、新たに林業に就業しようとする者を確保することを目的に、森林・林

業の就業に関心がある方であれば、どなたでも気軽に直接電話やオンラインで相談

することができる相談窓口を通年で設置するほか、移住などにより林業への就業を

検討している者を対象とした都市圏で開催される「就職ガイダンス」への参加や林

業への就業に関する情報発信等を行うことで、ＵターンやＩターンなどによる林業

への就業者確保に向けた取組を実施する事業であり、林業労働力の確保の促進に関

する基本計画に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、随意契約によって委託されているところ（委託先：公

益財団法人岡山県林業振興基金、委託料：１０９４万５０００円）、随意契約とさ

れた理由は「本業務は、森林を適正に管理するために必要な森林整備を担う林業就

業者を確保するため、就業相談や林業体験等を実施するものである。業務上の林業

に関する知識、技術、県内の林業経営体の情報を備え、林業の就業先としての魅力

を効果的に発信できるノウハウ、発信力を有する必要があり、その性質及び目的が

競争入札に適さないため、特命随意契約とする。」とされている。 

この点、業務委託に係る随意契約ガイドラインによれば「(6) これまでに特命随

意契約を行っている場合においては、前例や経緯、既成概念にとらわれることな

く、競争性のある契約方法がとれないかを検討すること。」とされているところ、

上記の特命随意契約とされている理由によれば、就業相談窓口の設置については、

岡山県林業の特色や各事業体における待遇や休日、一日の作業ルーティンや資格の

取得方法などの林業に関する内容だけでなく、自然の中で暮らしたいという相談者
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とその家族の毎日の暮らしや移住のことなど、未経験者が林業に就く場合の様々な

疑問に対し、分かりやすく説明する必要があり、専門の知識を持った優れた人材を

必要とする特殊性のある業務である。 

また、常設の相談窓口の設置は、専門的知識を有した相談員の確保（１２名）や

窓口の運営及び相談者への適切な対応等、林業就業者の確保に関して大変重要で特

殊性の高い取り組みであり、林業労働力の確保の促進に関する法律第１１条によ

り、林業労働力確保支援センターとして岡山県が指定した県内唯一の団体である岡

山県林業振興基金を本事業の委託先として適当であるといえる。 

もっとも、相談窓口やガイダンスでの相談者数は低調であることは否めず、岡山

県において、受託者に対して、今後増加に向けた対策について積極的に提案を求め

たり、競争原理が働く形での契約方法についても検討する必要があると考える。 

このように、本事業の財務事務の執行に関して、改善を検討すべきと思われる点

が認められたため、本事業の財務事務の合規性の評価をⅮとした。 

 

 

【指摘事項２－１】本事業の成果を挙げるため、委託の方式を含めて施策を検討する

必要があると考える。 

本事業は、特命随意契約を締結する方式によって委託されており、その委託業務の内容

に鑑みれば、委託先が限定されることは理解できる。 

もっとも、本事業の委託金額は１０９４万５０００円と高額であるうえに、相談窓

口やガイダンスでの相談者数は低調であることを踏まえると、受託者に対して、積極的

な施策を促す必要があると考えられる。 

このような状況を前提とすれば、岡山県及び受託者が連携し、就業相談者を増加さ

せるなど、新規就業者を確保する取組について積極的な施策を検討することを促すため

に、岡山県としての対応（例えば、特命随意契約を締結するのではなく、企画提案型

の、プロポーザル方式による公募を選択する、又は特命随意契約を締結するとしても、

受託先に積極的な施策の提案を求める等）の方法を検討すべきと考える。 

 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

令和４年度の本事業の実績は、県内での林業就業ガイダンスの開催、都市圏で開

催されるガイダンスに参加、林業就業相談窓口を設置し就業相談や林業体験を実施

するとともに、林業への就業に関する情報発信等であり、詳細は下記のとおりであ

る。 

記 
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１ 就業相談の実施 

(1) 就業ガイダンス参加 

ア 「森林の仕事ガイダンス」４回参加 

イ 休日（土曜日）における「オンライン林業就業相談会」１回開催 

ウ 「林業就業ガイダンス」１回開催（相談者：１６名） 

エ 「林業就業相談会（中国ブロック）」１回参加（相談者：０名） 

 

(2) 就業相談窓口の設置 

ア 就業相談 

・オンライン相談（相談者：６名） 

・対面相談（相談者：１名） 

イ 林業体験 

・林業体験４回（参加者：合計１９名） 

 

２ 地域活動の展開 

(1) 西粟倉村との連携 

林業体験会の開催 

(2) 鏡野町との連携 

林業就業希望者説明会等情報発信用バナースタンドの作成 

 

３ 就業情報の発信 

・チラシ、ポスターの作成（林業大学校、高校、市町村、ハローワーク等へ送付） 

・ＪＲ岡山駅デジタルサイネージ、さりお（フリーペーパー）での広告等 

以上 

 

上記のとおり、令和４年度において、本事業の内容が鋭意実施されていることは

認められるものの、ガイダンスや相談会の参加者数は低調であると言わざるを得な

い。 

この点、林業の新規就業者は、国の緑の雇用事業によりやや回復基調にはあるも

のの、過去から比較すると減少傾向にあることから、林業の就業希望者を確保する

ことは容易ではないことは理解できる。 

また、岡山県の認定事業体の林業就業者数が平成２０年度は４６６人、令和４年

度は４５９人と横ばいではあるものの、減少することに対して歯止めをかけてお

り、本事業について一定の成果を認めることができる。 

もっとも、現状の相談者数やガイダンスの参加者数は、やはり極めて少ないと言
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わざるを得ず、かかる状況は林業人口の確保の観点から問題があると言わざるを得

ない。 

このように、事業の実施について検討の余地があると思われることから、本事業

の有効性の評価をⅮとした。 

 

 

【指摘事項２－２】本事業の成果を挙げるため、委託の方式を含めて施策を検討する

必要があると考える。 

林業の新規就業者は、前記のとおり、減少傾向にあることから、林業の就業希望者

を確保することは容易ではなく、岡山県としても新規就業者の確保に向けて、全力で尽

力していることは、監査の過程を通じて十分に理解することはできた。 

もっとも、本事業の委託金額は１０９４万５０００円と高額であることから、一定

の成果を確保することは、極めて重要である。 

また、岡山県の面積のうち中山間地域が７５．７％を占めており、林業は、岡山県

の産業として、重要な産業であるとこと踏まえると、林業の新規就業者を確保すること

は、岡山県にとって重要かつ喫緊の課題である。 

このような状況を前提とすれば、本事業の委託先の選定方法や林業の新規就業者の

確保に向けた積極的な施策が必要と考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業が特命随意契約となっている結果、競争原理が働かず、委託料が相対的に

高額となっている可能性はあるものの、その点を除いて効率性について問題となる

点は認められなかったため、本事業の効率性の評価をＢとした。 
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２６ 林業担い手育成総合対策事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

林業のサイクルを循環させ、森林を適正に管理するために

は、林業の担い手の確保・育成が不可欠である。 

このため、新規就業者を対象にした林業に必要な知識・技

術の習得のほか、林業労働の安全安心を確保するための、装

備・器具等、労働条件を改善するための制度・施設の導入を

支援し、労働力の確保に努めること。 

事業内容 
１ ニューフォレスター育成支援事業 

２ 林業就業条件の改善事業 

法令・条例・要綱等 
・林業労働力の確保の促進に関する法律 

・林業労働力の確保の促進に関する基本計画 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 2170万 4000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1867万 275円 

（86％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 林業労働力の確保の促進に関する基本計画は、下記のとおり規定している。 

記 

(2) 新たに林業に就業しようとする者の林業技術の習得その他の就業の円滑化を図

るために講じようとする施策 

林業への新規就業を促進するため、林業・林業労働についての啓発や雇用情

報の収集・提供を円滑に行いながら、事業体における明確な求人条件の設定等

による効果的な募集活動等受け入れ体制等の整備を支援・指導するとととも

に、就業に必要な林業の知識・技術の習得に向けた研修等を実施及び各種制度

資金の活用等の普及啓発を行う。 

また、新規就業者の育成に要する事業体の経費負担を軽減するため、林業事

業体の行う職場内研修やＯＪＴ（実地訓練）の中で施業技術を習得するための

研修の場の提供や安全作業を確保するため装備の導入や現場作業で必要な装

備、資材等を就業者に貸与するために必要な経費の一部を助成する。 

以上 

 

本事業は、新規就業者を対象にした林業に必要な知識・技術の習得のほか、林業
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労働の安全安心を確保するための、装備・器具等、労働条件を改善するための制

度・施策の導入を支援し、労働力の確保に努めることを目的とするものであり、林

業労働力の確保の促進に関する基本計画に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち林業就業条件の改善事業は、随意契約によって委託

されているところ（委託先：公益財団法人岡山県林業振興基金、委託料：２５８万

７０００円））、随意契約とされた理由は前項の事業と「県内林業事業体を個別に

訪問し、雇用管理改善に係る指導及び助言等を行うもので、専門性が非常に高く、

県が法第１１条により、林業労働力確保支援センターとして指定する唯一の団体で

ある「岡山県林業振興基金」が当該業務を行うことのできる唯一の団体であり、契

約の相手先として適当である。」とされている。 

この点、本委託自要は林業就業条件の改善事業は、林業に関する安全装備等導入

や林業労働強度の低減を図る等、林業に密接に関連した業務であり、特殊性が極め

て高いといえる。 

このように、本事業の財務事務の執行に関して、特命随意契約とする合理性を認

めうることから、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ ニューフォレスター育成支援事業 

(1) 職場内研修支援 

認定事業体等に年度途中で採用された新規就業者は、国の緑の雇用事業の対

象とならないため、岡山県において、職場内研修の費用を支援する。 

 

(2) 技術習得支援 

一定要件事業体等に雇用された現場作業員（原則として就業５年以内で６５

歳未満）を対象に、林業労働に必要な専門的知識及び技能を習得させるための

各種技能講習等の外部受講に要する経費を支援する。 

 

２ 林業就業条件の改善 

(1) 林業労働の安全・安心を確保するための装備・器具等（防音・防蜂ヘルメッ

ト、耐切創ズボン、防振・耐切創手袋、蜂アレルギー検査、熱中症対策等）の

導入経費を助成する。 

(2) 事業体が雇用する労働者の林業退職金共済制度等（林退共、木退共）の掛金を

一部助成する。 
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(3) 林業労働強度の低減を図るため、現場作業資材・機材導入経費を助成する。 

(4) 林業従事者の定着率向上を図るため、雇用管理改善に関する林業経営体への改

善指導を実施する。 

以上 

 

本事業の令和４年度の実績は、ニューフォレスター支援事業として職場内研修支

援が９事業体（１１名）、技術習得支援が３事業体（３名）に実施されたこと、林

業就業条件の改善事業として、安全装備等導入が２６事業体（延べ４２８名）、退

職金共済の助成が１９事業体（延べ２０１名）、林業労働強度の低減等が８事業体

に実施されたことなどを確認した。 

なお、事業の成果について、「認定事業体の林業就業者数は、平成２０年度は４

６６人であったが、令和４年度は４５９人とほぼ横ばいで推移している。しかし、

３９歳以下の割合は２６％から３３％に上昇しており、若者を中心とする新規就業

者の確保育成対策に取り組んだ結果と考えられる。」との回答を得ている。 

この点、全国の林業労働力の動向（林野庁）によれば、全国の林業従事者数は令

和２年時点において４万４０００人とされており、高齢化率（６５歳以上の割合）

は令和２年で２５％、若年率（３５歳未満の割合）は令和２年において１７％とさ

れているところ、岡山県の林業従事者数のうち６０歳以上の割合は令和２年で２

１％、令和４年で２２％、３９歳以下の割合は令和２年及び令和４年で３３％と高

齢化率及び若年率において全国の平均を上回る数値となっている。 

また、岡山県の林業就業者数は、毎年６０人前後の離職者が発生していることを

踏まえると、令和２年で４４２名、令和４年で４５９名の就業者を確保しているこ

とは、本事業によって若年の就業者の確保等の成果があがっていることが窺え、本

事業の有効性が認められる。 

もっとも、岡山県の林業者数を確保するにあたっては、現状の成果は十分とはい

い難く、さらなる就業者を確保すべく施策を検討する必要があると考える。 

以上のとおり、本事業の有効性は認められるものの、更なる改善の余地があると

思われることから、本事業の有効性の評価をＣとした。 
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【意見２－７】本事業において、さらなる新規就業者を確保するとともに離職者を減

少させること等も考慮した積極的な施策を検討する必要があると考える。 

前記のとおり、本事業における取組によって、一定の林業就業者を確保することが

できており、この点について、本事業の成果を認めることができる。 

もっとも、将来にわたって岡山県の林業を持続的に成長させるためには、林業の就

業者が増加傾向に転ずることが望ましいことはいうまでもない。 

このように、本事業の更なる成果を期待し、新規就業者を確保するとともに離職者

を減少させるための積極的な施策を検討すべきと考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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２７ 林業・木材産業成長産業化促進対策事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎えるなか、これ

らの森林資源を循環利用し、林業の成長産業化を図ることが

重要となっている。 

このため、意欲と能力のある経営体について森林の管理経

営を集積・集約化し、木材を低コストで安定供給するための

条件整備、木材産業の競争力強化、木材利用の拡大のための

施設整備等、川上から川下までの取組を総合的に支援するこ

と。 

事業内容 

１ 持続的林業確立対策 

持続的な林業経営の確立、木材の安定供給確保のため

の高性能林業機械の導入を推進する。 

 

２ 木材産業等競争力強化対策 

木材産業等の競争力強化、木材製品の安定的・効率的

な供給、木材利用の拡大等を図るために必要な木材加工

流通施設、木質バイオマス利用促進施設等の整備につい

て支援する。 

 

３ 林業成長産業化地域創出モデル事業 

地域の森林資源の利活用により、多くの雇用や経済価

値を生み出す明確なビジョンを持つ地域に対しソフト面

での対策を支援する。 

法令・条例・要綱等 ・森林・林業基本計画 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 1420万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1225万 4000円 

（86％） 

 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 林野庁が策定した森林・林業基本計画は、下記のとおり規定している。 
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記 

エ 生産性の向上 

林業経営体の生産性は未だ十分な水準になく、その向上を図ることは、収益

確保のために不可欠である。また、人口減少が進む中にあっては、林業生産の

各段階において、新技術を活用して省力化・軽労化を図る必要がある。このた

め、路網整備と高性能林業機械を適切に組み合わせた作業システムの導入とそ

の効果的な運用を促進する。 

 

イ 中小製材工場等における「地場競争力」の強化 

中小規模の製材工場等については、地域経済を支える役割を担っているが、

規模拡大を通じた低コスト化等の対応は取りづらく、その特性を活かして競争

力を強化していく必要がある。このため、高い単価の地域材製品の生産、細か

なニーズに対応した柔軟な製品供給等を通じて、その競争力を強化していく。

具体的には、関係者が連携して施主等のニーズに応える「顔の見える木材での

家づくり」の取組を引き続き促進し、優良材やデザイン性の高い内外装材の活

用を図っていく。また、大径材も活用しつつ、単価の高い板材を始め、平角・

柱角など多品目の地域材製品を生産できるよう、加工流通施設の切替え等を促

進する。 

 

(5) 木質バイオマスの利用 

ア エネルギー利用 

燃料材については、ＦＩＴ制度開始以来、未利用材の有効活用と木材需要の

下支えの役割を担い、再生可能エネルギーの普及に貢献してきた。他方、地域

によっては、その需要が急激に増加し、既存需要者との競合、森林資源の持続

的利用等への懸念が生じている。このため、木質バイオマス発電事業の自立化

と、燃料の供給元としての森林の持続可能性の確保を両立させるため、令和２

年に、関係府省と関係事業者団体等で「林業・木質バイオマス発電の成長産業

化に向けた研究会」を設置した。本研究会の報告書に基づく取組を推進すべ

く、次のとおり、再造林の確保など森林資源の保続が担保された形での木質バ

イオマスの利用を図っていく。 

以上 

 

本事業は、木材を低コストで安定供給するための条件整備、木材産業の競争力強

化、木材利用の拡大化のための施設整備等川上から川下までの取組を総合的に支援

することを目的とするものであり、森林・林業基本計画に基づくものである。 
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２ また、本事業の財務事務は、国から交付される補助金について、各事業者等に対し

て交付するものであり、その財務事務の執行について問題となる点は認められな

かった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、令和３年度から繰り越された木質バイオマス供給

施設：貯木場（西粟倉村）、令和４年度の実施事業として林業機械の導入（２事業

者）、先進的モデル提案（真庭市・新見市）に対して補助金が交付されており、当

初予定されていた予算（１４２０万円）のうち、８６％にあたる１２２５万円を交

付していることが認められる（なお、令和３年度からの繰り越しの交付金は２８６

２万３０００円である。）。 

また、本事業の成果については、計画作成時に設定した目標値に対する実績値の

達成率により効果測定を行っており、事業成果の検証がなされていることが確認で

きた。 

このように、本事業について事業実績が認められるうえに、成果の検証がなされ

ていることを考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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２８ 県産材需要拡大総合対策事業 

(1) 木づかい提案・実証事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

人口減少に伴う住宅着工戸数の減少が見込まれるなか全国

知事会の国産木材活用ＰＴの取組とも連動し、非住宅建築物

の木造化等の推進や民間事業者等における国産木材の利用拡

大に向けて、市町村、民間事業者等による県産材（ＣＬＴを

含む）を活用した普及性や先駆性が高い中大規模木造建築物

等の整備への取組を支援し、そのノウハウを蓄積し、広く公

表することで建築物等への県産材の需要拡大を図ること。 

事業内容 

１ 中大規模木造建築物等における提案・実証 

木造建築物等の整備に県産材を使用する場合に必要な

経費の一部を支援する。 

 

２ 審査会の開催 

事業計画の審査・選定に当たって、木材・建築等関係

団体や学識経験者等で構成する審査会を開催する。 

法令・条例・要綱等 
・県産材利用促進条例 

・県産材利用促進指針 

主な財源 おかやま森づくり県民税 

令和４年度予算 3185万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1761万 9000円 

（55％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 県産材利用促進条例は、岡山県は基本理念にのっとり、県産材の利用の促進に関す

る総合的な施策を策定して実施するものとすると規定し（同条例第４条）、条例に

基づき策定した県産材利用促進指針は、下記のとおり規定している。 

記 

(1) 非住宅建築物への利用促進 

広く県民に対して、木と触れあい木の良さを実感する機会を幅広く提供し、

木材の特性やその利用の促進の意義についての理解の醸成を効果的に図るた

め、公共建築物（地方公共団体以外の者が整備する建築物を含む。）のほか、

展示効果や中大規模建築物などの先駆性、普及性の高い民間の建築物において

木造化、木質化を進め、森林認証材など県産材の利用を促進する。 
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（4）ＣＬＴ等の普及促進 

中高層建築物等への新たな需要が期待される県内で製造されたＣＬＴや木質

耐火部材等の普及を図るため、公共建築物や展示効果の高い施設等での利用を

促進するものとする。 

 

以上 

 

本事業は、非住宅建築物の木造化等の推進や民間事業者等における県産材の利用

拡大に向けて、市町村、民間事業者等による県産材（ＣＬＴを含む）を活用した普

及性や先駆性が高い中規模木造建築物等の整備への取組を支援し、そのノウハウを

蓄積し、広く公表することで建築物の県産材への需要拡大を図ることを目的とする

ものであり、県産材利用促進条例及び県産材利用促進指針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、要綱に基づき補助金を交付することを内容とするもの

であり、その財務事務の執行について問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、県産材を使用した中大規模建築物（延床概ね

５００㎡以上又は階数３以上）の整備に対する支援が５件実施され、１７６１万９

０００円の補助金が交付されていることを確認した。 

このように、本事業に基づく補助金の交付により、県産材の利用が促進されてい

ることが認められる。 

なお、令和４年度の補助金活用の実績は、当初予定されていた予算（３１８５万

円）の約５５％であったところ、本事業の推進に当たっては、県の出先事務所や関

係団体、市町村等への周知に加え、各種会議等も含めて様々な機会を通じてＰＲが

なされており、令和４年度には岡山県建築士会や住宅メーカーなどと木材利用促進

に関する協定を締結し、意見交換や情報交換などにより事業の広報を一層強化した

が、４年度はウッドショックの影響や資材価格の高騰などから建築物の着工に影響

が出るとともに、１件当たりの助成額が小規模であったことから、執行率が低く

なったものであるとのことである。 

なお、広報強化の効果は翌年度以降に現れるとともに、事業内容の拡充により推

進を図った結果、５年度では予算額を超える要望があり執行しているとのことであ

る。 

このように、本事業に基づく補助金について、PR がなされたうえに、活用が進ん

でいることが認められることから、本事業の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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(2) 県産材利用促進対策事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

県内の人工林資源は本格的な利用期を迎えており、豊富な

森林資源の循環利用に向けて、木材の特性やその利用の促進

の意義について理解の醸成を効果的に図ることが重要となっ

ている。このことから、展示効果の高い県施設への県産材を

利用した木製品の導入等や展示会、木工教室、広報媒体を利

用したＰＲを行うとともに公共建築物等のＰＲ効果の高い施

設の県産材による木造化、木質化及び木製品導入を積極的に

推進し、県民等が直接、県産材に触れ合う機会を通じて、エ

ンドユーザーや都市住民等に県産材の利用促進を図ること。 

事業内容 

１ 県産材利用促進ＰＲ事業 

県産材をＰＲする目的で、エンドユーザーや都市住民

等を対象とした展示会、木工教室、広報媒体を利用した

ＰＲ等の取組を支援する。 

 

２ 県産材利用促進対策事業 

(1) 設計支援 

公共施設等展示効果の高い建築物の木造化に一定量

以上の県産の森林認証材を使用する設計をした場合に

必要な経費の一部を助成する。 

(2) 木造化支援 

公共施設等展示効果の高い建築物の木造化に一定量

以上の県産の森林認証材を使用する場合に必要な経費

の一部を助成する。 

(3) 木質化支援 

公共施設等展示効果の高い建築物の内外装（床・

壁・天井等）であって、来訪者から見える部分に一定

量以上の県産の森林認証材を使用する場合に必要な経

費の一部を助成する。 

(4) 木製品導入支援 

公共施設等展示効果の高い建築物等において、テー

ブルや椅子等の県産の森林認証材を使用した木製品を

導入する場合に必要な経費の一部を助成する。 

法令・条例・要綱等 
・県産材利用促進条例 

・県産材利用促進指針 

主な財源 おかやま森づくり県民税 

令和４年度予算 5298万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

5209万 3000円 

（98％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 県産材利用促進指針は、下記のとおり規定している。 

記 

(2) 木造住宅等の普及促進 

住宅等建築物の建築材料としての利用が、県産材需要の大半を占めているこ

とから、木造住宅の普及と森林認証材、品質・性能に優れた県産乾燥材の積極

的な利用を促進するものとする。また、県産材の利用相談に応じられる人材の

育成や、県産材が消費者に届くまでのサプライチェーンの構築を促進するもの

とする。 

 

(5) 県民等への普及・ＰＲ 

県産材の利用の促進が、健康的で温もりのある快適な生活空間の形成や、県

内の林業を活性化させ、森林の適切な管理を促進することにより、森林の有す

る公益的機能が十分に発揮されるとともに、環境への負荷の少ない循環型社会

の形成に資すること等を関係団体等と連携し、普及・ＰＲするものとする。 

以上 

 

本事業は、展示効果の高い県施設への県産材を利用した木製品の導入等や展示

会、木工教室、広報媒体を利用したＰＲを行うとともに公共建築物等のＰＲ効果の

高い施設の県産材による木造化、木質化及び木製品導入を積極的に推進し、県民等

が直接、県産材に触れ合う機会を通じて、エンドユーザーや都市住民等に県産材の

利用促進を図ることを目的とするものであり、県産材利用促進条例及び県産材利用

促進指針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、要綱に基づき補助金を交付することを内容とするもの

であり、その財務事務の執行について問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、公共建築物等展示効果の高い施設の木造化に

対する支援が３件、木質化に対する支援が１４件、木製品導入に対する支援が５４

件及び設計に対する支援が３件（合計７４件）実施され、５２０９万３０００円の

補助金が交付されていることを確認した。なお、令和２年度の実績は５３件、令和

３年度の実績は６２件であって、本事業に基づく補助金の交付実績は増加している

ことが認められる。 
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このように、本事業に基づく補助金の交付により、県産材の利用が促進されてい

ることが認められるうえに、予算の執行率も約９８％であって、補助金が十分に活

用されているといえ、これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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(3) おかやまの木で家づくり支援事業 

【概要】  担当部署 林政課 

事業目的 

豊かな岡山の森林を造成し、森林資源を有効活用するため

には、適正な森林の管理・保全とともに、そこから生産され

る県産材の需要拡大が重要な課題となっている。 

そこで、県産材需要の大半を占める住宅建築において、木

造住宅の普及と品質・性能に優れた県産乾燥材の利用を促進

すること。 

事業内容 
県産森林認証材等を使用して県内で新築される木造住宅に対

し、材料費の一部を支援する。 

法令・条例・要綱等 
・県産材利用促進条例 

・県産材利用促進指針 

主な財源 おかやま森づくり県民税 

令和４年度予算 9320万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

8421万円 

（90％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、県産材利用促進指針は、「(2)木造住宅等の普及促進」として、木

造住宅の普及と森林認証材、品質・性能に優れた県産乾燥材の積極的な利用を促進

するものとすると規定している。 

本事業は、県産材需要の大半を占める住宅建築において、木造住宅の普及と品

質・性能に優れた県産乾燥材の利用を促進することを目的とするものであり、県産

材利用促進条例及び県産材利用促進指針に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、要綱に基づき補助金を交付することを内容とするもの

であり、その財務事務の執行について問題となる点は認められなかった。 

これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、３９８戸の木造住宅に対し、７９０１万円の

補助金が交付されたことを確認した。なお、令和２年度の実績は３９４戸、令和３

年度の実績は４００戸に対し補助金が交付されている。 

この点、近年の補助金交付件数は横ばいであるものの、本事業が開始された平成

１４年度の木造建築率は４８．６％（全国平均は４３．８％）であったものが、令

和４年度の木造建築率は６１．５％（全国平均は５５．６％）であって、木造建築
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率が増加しており、その水準は全国平均を上回っていることが認められる。 

このように、本事業に基づく補助金の交付により、木造建築が進み、県産乾燥材

の利用を促進されていることが認められるうえに、予算の執行率も約９０％であっ

て、補助金が十分に活用されているといえる。 

このように、本事業について事業実績が認められるうえに、補助金が十分に活用

されていることを考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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２９ 持続的林業確立対策事業 

【概要】  担当部署 治山課 

事業目的 

戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中、豊富な

森林資源を循環利用しつつ、森林・林業の持続的な発展と公

益的機能の発揮を図ることが重要となっている。 

このため、地域の創意工夫を生かし、木材の安定供給を図

るための条件整備や木材利用の拡大・促進、木材産業の体制

整備等川上から川下までの連携による総合的な取組を支援す

ることにより、カーボンニュートラルを見据えた森林・林

業・木材産業によるグリーン成長の実現につなげること。 

事業内容 

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現するため、

意欲と能力のある経営体や同経営体が森林の管理経営を集

積・集約化する地域に対し、間伐や路網整備を重点的に支援

する。 

法令・条例・要綱等 

・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 

・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付

等要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 1億 9000万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

4225万 7000円 

（22％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 林野庁が推進する森林・林業・木材産業グリーン成長対策は、「カーボンニュート

ラルを見据えた森林・林業・木材産業によるグリーン成長を実現するため、「新し

い林業」経営モデルの構築、路網の整備、間伐や再造林、木材加工流通施設の整

備、「林業イノベーション」の推進、都市部における木材利用の強化、輸出を含む

新たな需要の創出、国民運動の展開等、川上から川下までの取組を総合的に支援し

ます。」と規定し、「森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等

要綱」は「戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中、森林資源の循環利用

を推進するとともに、森林の適正な管理と、森林資源の持続的な利用を一層推進す

る必要がある。このため、林業・木材産業が内包する持続性を高めながら成長発展

させ、人々が森林の発揮する多面的機能の恩恵を享受できるようにすることを通じ

て、社会経済生活の向上とカーボンニュートラルに寄与する「グリーン成長」の実
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現を図るべく、川上から川下までの総合的な取組に対して支援を行う。」と規定し

ている（同要綱第２）。 

本事業は、上記の、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策及び森林・林

業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、国から交付される補助金について、各事業者等に対し

て交付するものであり、その財務事務の執行について問題となる点は認められな

かった。これらの点を考慮して、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績として、４２２５万７０００円の補助金が交付されて

いることを確認した。 

このように、本事業に基づく補助金の交付により、県産材の利用が促進されてい

ることが認められる。 

なお、本事業の令和４年度の補助金活用の実績は、当初予定されていた予算（１

億９０００万円）の約２２％に留まっていたことから、事情を確認したところ、

「県としては必要額を予算化しているものの、当該事業の財源は全額国費であり、

その採択について県が関与できるものではないため、国からの予算配分によって執

行率が低位となることがある。」との説明を受けた。 

本事業の補助金の原資が国費であるため、執行率を向上させるため、国に対する

予算の要求額を減額することは、却って岡山県に利益とはいえないため、本事業の

ように国費を原資とする補助金については、執行率が低廉となることもやむを得な

いと考える。 

このように、本事業に基づく補助金について、執行率が低いこと考慮しても、一

定の事業成果が認められることに鑑み、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について、問題となる点は認められなかったため、その評価をＢ

とした。 
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３０ 農林水産総合センター連携促進事業費 

(1) ６次産業化支援事業 

【概要】  担当部署 
農林水産総合セン

ター 

事業目的 

農山漁村には農林水産物をはじめとする優れた地域資源が

豊富に存在している。 

そこで、１次産業の担い手である農林漁業者等が２次及び

３次産業の担い手である流通業者、食品事業者等と連携しな

がら、地域資源の価値を高め、消費者や実需者等に提供する

６次産業化や農商工連携、地産地消等の取組を支援し、農林

漁業者等の所得を増大し、農山漁村の活性化を図ること。 

事業内容 

１ 農山漁村振興交付金 

(1) 農山漁村発イノベーション推進支援事業 

(2) 農山漁村発イノベーションサポート事業 

(3) 農山漁村発イノベーション等整備事業 

 

２ 地域食品産業連携プロジェクト推進事業 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産業の６次産業化推進戦略（改訂） 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 2311万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

823万 9000円 

（35％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、「儲かる農林水産業加速化プログラム」の推進施策として、

「６次産業化と農商工連携の推進」を掲げ「人材育成研修会の開催や経営改善を目

指す事業者への専門家派遣、県内外の販路開拓への支援などを通じて、農林漁業者

自らが生産・加工・販売等を行う６次産業化や農商工連携を推進し、生産者の所得

向上と雇用創出を図ります。」と定めている。 

生き活きプランを受け、推進戦略では下記のとおり、具体的な施策を明らかにし

ている。 
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記 

Ⅳ ６次産業化を推進する施策 

６次産業化に取り組もうとする意欲ある農林漁業者等の経営規模や方針、目標と

する形態等の取組段階に沿った幅広く、きめ細かい相談対応や事業化に向けた専門

的な個別指導の実施に加え、魅力ある商品開発や加工技術の習得等６次産業化に取

り組む初期段階への支援を強化するとともに、県段階及び地域段階での支援体制の

整備を図り、次のような事業を活用し６次産業化を推進します。 

 

２ 農山漁村振興交付金 

(1) 農山漁村発イノベーション推進支援事業 

新商品開発・販路開拓等の取組を支援します。 

(2) 農山漁村発イノベーションサポート事業 

①農山漁村発イノベーション中央サポート事業 

都道府県段階で不足する専門的な人材やサプライチェーン全体を見渡せるエ

グゼクティブプランナーを派遣します。 

②農山漁村発イノベーション都道府県サポート事業 

岡山県農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、農林漁業者等

からの相談対応を行うとともに、経営改善・発展を目指す支援対象者等を対象

に、経営改善戦略の策定と実行に向けて、地域プランナーによる新商品開発、

販路開拓等に関するアドバイス等により支援します。また、岡山県６次産業化

推進協議会を組織し、６次産業化を推進するための戦略（県戦略）を策定（更

新を含む）するとともに、戦略に基づき人材育成研修会等を開催します。 

(3) 農山漁村発イノベーション等整備事業（産業支援型） 

六次産業化・地産地消法又は農商工等連携促進法の認定を受けた農林漁業者

等が、２次・３次事業者とネットワークを構築し、制度資金等の融資を活用し

て６次産業化に取り組む場合に必要となる、加工・販売施設等の整備に対して

支援します。 

 

３ 地域食品産業連携プロジェクト推進事業 

地域の農林水産物が地域産業の中で有効活用されるように、地域の食品産業

を中心としたプラットフォームを形成し、社会的課題解決と経済的利益の両立

を目指した新たなビジネスモデルの創出を支援します。 

以上 

 

本事業は、生き活きプラン及び６次産業化推進戦略に基づいて、６次産業化や農
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商工連携、地産地消等の取組を支援することで、農林漁業者等の所得を増大し、農

山漁村の活性化を図ることを目的とする事業であり、生き活きプラン及び６次産業

化推進戦略に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、農山漁村振興交付金の農山漁村発イノベーション

サポート事業は、公募型プロポーザル方式によって委託先が選定されており、特段

問題となる点は認められなかった。 

このように、本事業の財務事務の合規性に関して、問題となる点は認められな

かったため、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ 農山漁村振興交付金 

(1) 農山漁村発イノベーション推進支援事業 

２次・３次産業と連携した加工・直売に係る商品開発、農林水産物や農林水

産業に関わる多様な地域資源を新分野で活用した商品・サービスの開発等を支

援する。 

 

(2) 農山漁村発イノベーションサポート事業 

＜サポートセンター事業＞ 

県段階にサポートセンターを配置し、専門家の派遣等により農山漁村発イノ

ベーションに取り組む事業者等を支援する。 

＜推進体制整備事業＞ 

農山漁村発イノベーションに取り組む人材の育成を図る。 

 

(3) 農山漁村発イノベーション等整備事業 

六次産業化・地産地消法に基づき、農林漁業者の組織する団体等が作成した

総合化事業計画等の実現に向けて、加工・販売施設等の整備を支援する。 

 

２ 地域食品産業連携プロジェクト推進事業 

地域の食品産業を中心とした多様な関係者が参画した地域食品産業連携プロ

ジェクト（ＬＦＰ）を構築し、社会的課題解決と経済的利益の両立を目指した持続

可能な新たなビジネスモデルの創出を支援する。 

以上 
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監査の過程において、補助金の交付実績及びその他の事業の実績を確認したとこ

ろ、令和４年度の本事業の実績は下記のとおりであった。 

記 

(1) 農山漁村発イノベーションサポート事業 

・農山漁村発イノベーション都道府県サポート事業として４２５万３０００円を委

託（委託先２件：岡山県商工会連合会、一般社団法人岡山県農業開発研究所） 

・岡山県農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、経営改善意欲のあ

る６次化事業者（５事業者）を対象に専門家派遣を延べ２７回、食品衛生や加

工に関する研修会を４回実施。 

＜事業成果＞ 

・農山漁村発イノベーションの取組を推進することにより、農林水産物の付加価値

の向上による所得が向上します。サポートセンター設置に係る事業の成果目標

は支援対象者等の数および地域プランナーの派遣回数としており、地域委員会

で検証しました。人材育成研修会の開催に係る成果目標は、農業経営体の農産

加工品の販売金額としており、農林水産省「６次産業化総合調査」の結果に基

づき算出し、検証しました。 

 

(2) 農山漁村発イノベーション推進支援事業 

・農山漁村発イノベーション推進支援事業として３９８万６０００円を交付（事業

実施主体１件に交付） 

・推進支援事業としてコケ原糸体培養及びコケの生産体制を整えるとともに、コケ

商品の試作及び製品生産販売を行い、ビジネスモデルの構築に取り組んだ。 

＜事業成果＞ 

・耕作放棄地を低減し、農地の新たな選択肢を提供することで、農家収益が増加し

ます。成果指標は売上高や関係農事組合法人の収益向上としています。 

以上 

 

以上のとおり、令和４年度の本事業の実績があり、一定の事業成果があがってい

ることが認められる。 

なお、本事業の目標件数５件は、事務委託したイノベーションサポート事業の経

営改善支援対象者数であり、令和４年度は５事業者に対し、延べ２７回のプラン

ナー派遣が実施されており、その成果については、国の実施要領に基づき、支援対

象者から財務状況を提出させ、委員会で検証し国に報告されている。 

もっとも、補助事業については、目標は設定されておらず、補助事業の対象とさ

れたのは、イノベーション推進支援事業の１件のみであって、予算の執行率は３
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５％に留まっている。 

このように、本事業に係る補助金をさらに活用すべく、改善の余地が認められる

ことから、本事業の有効性の評価をＣとした。 

 

【意見２－８】本事業の補助金の更なる活用を促す施策について検討すべきである。 

前記のとおり、令和４年度の補助対象とされたのは１件であり、予算の執行率は３

５％に留まっている。 

本事業の目的に鑑みると、補助金は積極的に活用されるべきであると思われること

から、本事業の補助金の更なる活用を促すことを検討すべきと考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

既に指摘した点を除いて、本事業の効率性について問題となる点は認められな

かったため、本事業の効率性の評価をＢとした。 
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(2) 産学連携推進事業 

【概要】  担当部署 
農林水産総合セン

ター 

事業目的 

大学、国等の公的試験研究機関や産業界等との協働を強化

し、相互の持つ技術や経験等の活用による共同研究を推進す

るとともに、農林水産総合センターの活動のＰＲや研究成果

の普及等を包括的に推進すること。 

事業内容 

１ 外部知見活用型・産学官連携研究事業 

農林水産分野での試験研究において、大学や企業等の

持つ専門的知識やノウハウと農林水産総合センターのそ

れぞれの研究所が有する技術や経験を活用し、産学官連

携による共同研究を積極的に進めることにより、新たな

品種や栽培技術、商品の開発等を図り、本県農林水産業

の発展につなげる。 

 

２ 産学官連携の推進 

農業とその関連分野に係る連携を強化し、地域農業の

課題を協働して解決するため、産学官連携推進協議会の

取組を一層推進する。 

また、セミナーの開催や広報イベントへの参加等によ

り農林水産総合センターの活動内容や成果を広く普及

し、本県農林水産業の振興に資する。 

法令・条例・要綱等 
・農業とその関連分野に係る産学官連携推進協議会設置要領 

・外部知見活用型・産学官連携研究事業実施要綱 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 515万円 
令和４年度決算 

（執行率） 

515万円 

（100％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 岡山県は、岡山大学、岡山県農業協同組合中央会及び農林水産省中四国農政局との

間で、農業とその関連分野における各種施策情報、人材、設備、知識、技術等、そ

れぞれの有する人的・物的資源の有効活用を図り、高齢化や担い手不足、耕作放棄

地の増加、環境保全や地球温暖化への取組など、農業が掲げる様々な課題に対処

し、農山漁村の活性化と岡山県農業の持続的発展を図ることを目的として、農業と
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その関連分野に係る包括提携協定を締結している。 

本事業は、上記の協定に基づいて、大学、国等の公的試験研究機関や産業界等と

の協働を強化し、相互の持つ技術や経験等の活用による共同研究を推進するととも

に、農林水産総合センターの活動のＰＲや研究成果の普及等を包括的に推進するこ

とを目的とする事業であり上記の協定の目的に合致するものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、外部知見活用型・産学官連携研究事業は、随意契

約によって委託されていること（委託先：岡山大学、委託料：４０万７０００円）

を確認した。 

この点、上記の委託契約の委託料は１００万円未満であること及び委託先は学術

機関である岡山大学であって合理性が認められることから、随意契約について特段

問題となる点は認められない。 

このように、本事業の財務事務の合規性に関して、問題となる点は認められな

かったため、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、本事業の令和４年度の実績を確認したところ、下記のとお

りであった。 

記 

１ 外部知見活用型・産学官連携研究事業 

令和４年度は、４件の研究課題に取組みました。また、令和３年度の実績及

び令和５年度要望の研究についての外部評価会を１回実施しました。 

 

２ 農業とその関連分野に係る包括連携協定に関する活動 

協議会・幹事会を各１回、岡大の講義や現地研修の受入れ及び講師派遣を６

件実施しました。 

また、各事業で実施の岡山大学との共同研究４件、岡山大学と協働で開催し

たセミナー等９件について調整や開催に向けた支援を行いました。 

 

３ 夏の体験学習事業 

各研究所、農業大学校で計７回実施し、小・中・高校生及び保護者の延べ１

０８人が参加しました。 

以上 

 

なお、本事業の成果について、外部知見活用型・産学官連携研究については外部

評価会によって普及性、費用対効果等を評価するとともに、研修会における紹介、
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県ＨＰへの掲載等により、技術の普及を図っていること、包括連携協定に関する活

動については、共同研究数、協働で実施した研修、講義等の回数を成果としている

こと及び体験研修では農林水産業や研究への理解が深まったかを参加者へのアン

ケートを実施し研修の効果を把握していることをそれぞれ確認した。 

このように、本事業について、目的に沿った事業の実施がなされており、事業の

成果について外部評価会における評価やアンケートの実施によって検証されてい

る。 

以上のとおり、本事業の有効性について問題となる点は認められなかったため、

その評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性の評価について問題となる点は認められなかったため、その評価

をＢとした。 
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(3) ６次産業化による地域ビジネス創出支援事業 

【概要】  担当部署 
農林水産総合セン

ター 

事業目的 

近年、企業からの 6次化相談が増える傾向にあるが、相談

内容が多岐にわたり、課題解決に向けたヒントにつながる他

の事業者等との情報交換会や連携が求められている。 

また、新たな地域ビジネスを創出するため、将来の地域農

業の担い手となる農業大学校生に対して、６次産業化関連講

座の開講等により、新たなアグリビジネス創出による地域活

性化を図ること。 

事業内容 

１ ６次産業化の取組支援 

(1) おかやま６次化ふぇを活用したオープンセミナーの開催 

農林漁業者等や支援機関を対象とした最新テーマ（機

能性、ワイン等）のセミナー・情報交換会・視察研修等

や自家栽培ぶどうによりワインの生産販売に取り組む事

業者とバイヤー、飲食店、ソムリエ等との交流会を開催

する。 

 

(2) 先進的な地域ビジネスの取組紹介 

講演会、セミナー、視察研修等の開催 

 

２ 農業大学校での６次産業化関連講座の開講 

(1) ６次化起業論Ⅰ（１年生対象） 

特産物を活かした６次化商品の取組を知ることで、ビ

ジネスとしての６次産業化を理解するとともに、食品加

工を体験する。 

 

(2) ６次化起業論Ⅱ（２年生対象） 

商品開発等の演習を通じて、商品開発手法、マーケ

ティング等について、習得を目指す。 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産業の６次産業化推進戦略（改訂） 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 198万 9000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

197万 4063円 

（99％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ ６次産業化推進戦略は、下記のとおり、６次産業化推進のための具体的な施策を明

らかにしている。 

記 

(1) 人材の育成・確保 

①６次産業化に取り組もうとする意欲ある農林漁業者等に対する人材育成研修会の

開催や各種セミナー等の活用により、経営感覚を有する人材の育成を進めてい

きます。 

②専門家等の指導・助言や他産業との連携により、加工技術や販売力など必要とす

る知識、能力を補完していきます。 

③県農業大学校における入門教育を実践していきます。 

 

前記のとおり、生き活きプランは、「儲かる農林水産業加速化プログラム」の推

進施策として、「６次産業化と農商工連携の推進」を掲げ「人材育成研修会の開催

や経営改善を目指す事業者への専門家派遣、県内外の販路開拓への支援などを通じ

て、農林漁業者自らが生産・加工・販売等を行う６次産業化や農商工連携を推進

し、生産者の所得向上と雇用創出を図ります。」と定め、数値目標として「農業経

営体の農産加工品の販売金額」を設定するとともに、６次産業化推進戦略（改

訂）」は前項に記載したとおり、人材の育成・確保に関する事業を掲げている。 

本事業は、生き活きプラン及び６次産業化推進戦略に基づいて、他の事業者等と

の情報交換会や連携を図るとともに、農業大学校生に対して、６次産業化関連講座

の開講等により、新たなアグリビジネス創出による地域活性化を図ることを目的と

する事業である。 

２ また、本事業の財務事務のうち、先進的な地域ビジネスの取組紹介事業は、随意契

約によって委託されていること（委託先：一般社団法人岡山県農業開発研究所、委

託料：７６万４０００円）を確認した。 

なお、業者選定理由は、「岡山県６次産業化グループ協議会は、６次化商品の開

発・流通販売のための知識習得や６次化商品の共同でのＰＲと販路開拓による岡山

県６次化商品としてのブランド化を図ることを目的として６０会員で組織されてお

り、（一社）岡山県農業開発研究所は、その事務局であるとともに、県産農産物の

加工品開発・商品化技術の研究・指導の拠点となっていることから、本事業の目的

の達成のために適切な事業を実施・展開できるものは（一社）岡山県農業開発研究

所しかない。」とされている。 

この点、上記の業者選定理由は、些か他の業者の検討が十分ではないとも思われ
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るものの委託契約の委託料は１００万円未満であることから、随意契約について特

段問題となる点は認められないと判断した。 

このように、本事業の財務事務の合規性に関して、問題となる点は認められな

かったため、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

監査の過程において、本事業の令和４年度の実績を確認したところ、下記のとお

りであった。 

記 

１ ６次産業化の取組支援 

農業開発研究所に委託し、農林漁業者や支援機関等を対象とした先進的な地

域ビジネスの取組を紹介する講演会や情報交換会等を開催。 

また、県主催の研修会１回、情報交換会１回を開催。 

 

２ 農業大学校での６次産業化関連講座の開講 

農業開発研究所に委託し６次産業化の理解を深めるための６次化起業論ⅠⅡ

を開講。 

以上 

 

なお、本事業の成果について、６次産業化の取組支援事業は、農業経営体の農産

加工品の販売金額について、農林水産省「６次産業化総合調査」の結果に基づき算

出し、岡山県６次産業化推進協議会で検証していること及び農業大学校での６次産

業化関連講座の開講は、講座終了後に受講生にテスト及びレポートを実施し、６次

産業化の知識習得の効果を計っていることをそれぞれ確認した。 

また、おかやま６次化ふぇを活用したオープンセミナーは、令和５年１月２３日

におかやまワインカフェとして開催されている。 

このように、本事業が鋭意実施されていることが認められるものの、本事業の定

量的な効果については、不明であった。 

以上のとおり、本事業の有効性について、改善の余地があると思われることか

ら、本事業の有効性の評価をＣとした。 
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【意見２－９】おかやま６次化ふぇを活用したオープンセミナーを積極的に開催する

とともに定量的な成果指標を盛り込むことを検討すべきである。 

おかやま６次化ふぇを活用したオープンセミナーは、事業者とバイヤー、飲食店、

ソムリエ等との交流会を開催することを内容とする事業であり、６次産業化を進めるう

えで有効な事業と思われる。 

もっと、本事業が生き活きプランの定める県産農産物の首都圏販売金額及び輸出金

額に貢献していることを明らかにすべく、上記の指標に関連した定量的な指標を設定す

ることを検討すべきと考える。 

 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。  
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(4) 岡山農林水産物知的財産総合支援事業 

【概要】  担当部署 
農林水産総合セン

ター 

事業目的 

岡山県を代表する白桃やぶどう等の農林水産物は、県や県

内農業者の長年にわたる品種改良や技術開発により、全国に

誇れる高品質なブランドとして定着している。 

国内においては人口減少に伴い市場の縮小が想定される一

方、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）やＥＵとの経済連

携協定（ＥＰＡ）の締結等、海外に農産物を輸出する環境が

整いつつあり、本県でも農産物の海外輸出を積極的に支援し

ている。 

そこで、国内はもとより世界に通じる「岡山ブランド」の

確立を目指し、県や県内農林水産業者において育成された新

品種や開発された新技術、ブランド商品名といった知的財産

の保護・活用を積極的に進めること。 

事業内容 
１ 知的財産マーケティング等推進事業 

２ 「岡山ブランド」農産物の知的財産海外推進事業 

法令・条例・要綱等 ・農林水産プラン 

主な財源 一般財源 

令和４年度予算 624万 7000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

624万 7000円 

（100％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 前記のとおり、生き活きプランは、「儲かる農林水産業加速化プログラム」の推進

施策として、「海外でのブランド確立による輸出拡大」を掲げている。 

また、生き活きプランを受けて、農林水産プランは、下記のとおり、具体的な施

策を明らかにしている。 

記 

・経済成長著しいアジア地域において、白桃やぶどうを中心に、県産農林水産物の

プロモーションを積極的に展開するととともに、急増するインバウンドへの効

果的かつ継続的な情報発信に取り組み、世界に通じる「岡山ブランド」の確立

を図ります。特に、台湾、香港、シンガポールを重点市場と位置付け、輸出拡

大を目指します。 



 

 

 

 

- 267 - 

 

・また、米や畜産物、水産物等については、現地ニーズや検疫条件等を踏まえなが

ら、販路開拓を進めます。 

・木材の消費が増加傾向にある韓国等での展示会・商談会へ出展し市場調査を行う

など、品質・性能に優れたヒノキ製材品等の販路開拓に向けた取組を強化しま

す。 

以上 

 

本事業は、国際的な「岡山ブランド」の確立を目指し、その前提として知的財産

権の保護等を図ることを目的とする事業であり、生き活きプラン及び農林水産プラ

ンに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、海外新興市場における知的財産権の侵害事例調査

事業は、随意契約によって委託されているところ（委託先：ＣＬＳ日比谷東京法律

事務所、委託料：１４３万００００円）、業者選定理由は、「上記の業者は、農林

水産省生産局種苗課・知的財産課や東京地方裁判所での勤務経験があり、特に種苗

法に精通した弁護士である。また、現在、農林水産省の植物品種等海外流出防止緊

急対策事業において、ＪＡＴＡＦＦから海外出願代理人に指定されており、海外に

おける品種登録制度にも詳しい。さらに、昨年度岡山県輸出農産物における海外の

知的財産連絡会議幹事会のアドバイザーとして参画し、知的財産事業の方針決定の

牽引役となっている。このため、本事業の目的達成のため、適切に事業を実施・遂

行できる者が他にいない。」とされている。 

この点、本件の業務は、専門性が極めて高いことから、特命随意契約となること

もやむを得ないと思われる。 

このように、本事業の財務事務の合規性に関して、問題となる点は認められな

かったため、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の詳細は、下記のとおりである。 

 

１ 知的財産マーケティング等推進事業 

(1) 知的財産権専門相談員の設置 

知的財産権に精通した専門員を配置し、知財戦略の検討、実績許諾先企業と

の交渉及び海外等からの特許権侵害等に対する対策の実施等、県が保有する知

的財産の積極的な活用や保護を図る。 
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(2) 知的財産のＰＲ活動 

県が保有する知的財産の有効活用を進めるため、セミナー開催や展示会に出

展する等、PR 活動を強化するとともに、許諾先候補の企業に知的財産の実用

化・事業化に向けた提案を行う。 

 

(3) 企業ニーズ掘り起こし活動 

上記セミナーや展示会を通じて県有知的財産に関心のある企業をリストアッ

プし、知的財産権専門相談員が中心となって重点的に企業訪問を行うことで、

新たな実施許諾先の企業の掘り起こしを行う。 

 

 

２ 「岡山ブランド」農産物の知的財産海外推進事業 

(1) 知的財産海外展開推進事業 

外部専門家をアドバイザーとした知的財産連絡会議の開催 

 

(2) 権利侵害等防止対策事業 

・海外市場及び知的財産状況調査（外部委託も含む） 

・商標出願状況等の監視及び冒認出願への対応（外部委託も含む） 

・各都道府県との交流・情報共有（農林水産知的財産保護コンソーシアム） 

・優良品種の海外流出防止に向けた県内生産者等への県育成品種扱いの周知 

 

(3) 知的財産権取得等支援事業 

・「岡山ブランド」強化のための商標権、ＧＩ取得支援 

・県内農業者等の品種登録支援 

・知的財産啓発活動（相談対応、研究会の開催及び啓発資料作成） 

以上 

 

本事業の令和４年度の実績は、知的財産権専門相談員の相談件数は、知的財産審

査会に関すること１９件、海外商標の監視に関すること１２件、電話での相談を数

件であったこと、海外商標の登録１件、出願４件、知財研修会１回開催（３２名参

加）及びアグリビジネスフェアへ参加であることを確認した。 

以上のとおり、本事業について一定の実績が認められることを考慮して、本事業

の有効性の評価をＢとした。 
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【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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(5) スマート農業加速化実証プロジェクト 

【概要】  担当部署 
農林水産総合セン

ター 

事業目的 

農林水産業の担い手不足の解消や大規模化に対応するため

には、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を活用した「ス

マート農業」の社会的実装を進めることが重要である。この

ため、農研機構が公募したスマート農業加速化実証プロジェ

クトに県からも応募し、令和元年度に２か所（中山間地域の

水田作）、令和２年度に１か所（露地野菜）がスマート実証

農場に採択され、実証コンソーシアムを設立して先進技術の

実証及び普及啓発に取り組んできた。 

令和元年度、令和２年度採択分は、実証が終了したが、さ

らに新たな取組についても検討しており、実証コンソーシア

ムの一員として参画し、技術面から指導、助言に携わるとと

もに、得られた成果の普及推進により、県内農業の発展に資

すること。 

事業内容 

１ スマート実証農場の検討状況 

スマート実証農場は、農業者、農業機械メーカー、市

町村、県等で実証コンソーシアムを構成して実証に取り

組んでおり、令和３年度も新たに農研機構の公募への応

募を検討している。 

 

２ 県の役割 

農林水産総合センター及び普及指導センター等は、進

行管理役と共同実証機関として実証コンソーシアムに参

画し、研究の進行管理、農研機構との連絡調整、実証

データの取り纏め、得られた成果の PR等の業務を受け持

つ。 

 

３ 経費配分 

県は、各実証コンソーシアムの代表機関（実証管理運

営機関）から必要な経費（旅費、需用費等）について、

配分を受けて活動する。 

法令・条例・要綱等 スマート農業の総合推進対策交付等要綱 

主な財源 国庫 

令和４年度予算 492万 5000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

492万 5000円 

（100％） 
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（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 国が定めるみどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業費補助金等のうちス

マート農業の総合推進対策交付等要綱は、農業の担い手の減少・高齢化に伴う人手

不足が深刻化し、産地の生産基盤がぜい弱化している中、農業・農村を持続的に維

持・発展させていくためには、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ・ドローン等の先端技術を

活用した「スマート農業」の実現により、省力化や生産性の向上、高品質な農産物

生産を図っていくことが必要であることを明らかにし（第１）、生き活きプラン

は、重点施策として、「生産性の高い農業の推進」として、「市町村や農業団体等

と連携し、ロボットやＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用したスマート農業の実証な

どに取り組み、最適な技術体系を確立するとともに、必要な新技術の普及により、

農業の超省力化や高品質生産等の実現を図ります。また、ハイブリッド産地の育成

を進めるとともに、農地中間管理事業等を活用した農地の集積・集約化による規模

拡大の推進などにより、生産性の高い経営体の育成を進めます。」として、スマー

ト農業の推進に取り組むことを明らかにしている。 

本事業は、岡山県が実証コンソーシアムの一員として参画し、技術面から指導、

助言に携わるとともに、得られた成果の普及推進により、県内農業の発展に資する

ことを目的とする事業であり、スマート農業の総合推進対策交付等要綱及び生き活

きプランに基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務は、国の令和３年度補正予算であるスマート農業技術の開

発・実証・実装プロジェクトのうち、戦略的スマート農業技術等の開発・改良に応

募し採択され、国との委託契約に基づいて執行されており、特段問題となる点は認

めらなかった。 

このように、本事業の財務事務の合規性に関して、問題となる点は認められな

かったため、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の令和４年度の実績は、学会発表（農業研究所２、協力１）、研究概要Ｐ

Ｒリーフレット１０００部作成、農林水産総合センターが主催する有識者を交えた

検討会の開催３回であった。 

なお、本事業の成果について、本事業の事業期間は令和４年度から６年度で、委

託契約元に単年ごとに技術開発状況を報告するものの、開発中の技術は秘匿されて

おり、令和７年度市販化されることが事業の成果となることを確認した。 

このように、本事業の性質上、事業成果の公表は差し控えられているものの、令

和４年度の活動実績が認められることから、本事業の有効性について問題となる点
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はないと判断し、その評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の有効性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 
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(6) おかやま農林水産ＤＸ推進事業 

【概要】  担当部署 
農林水産総合セン

ター 

事業目的 

農林水産業従事者の減少や高齢化の進展により、生産性の

向上や省力化・軽労化の推進、熟練技術の伝承等が課題と

なっている。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大により、流通市場の

変容が進んでおり、非接触型・非対面型のｅコマース（電子

商取引）等への対応が急がれている。 

このような状況のなか、デジタル技術を活用した高品質・

省力栽培技術に関する研究や６次化商品の販路開拓、デジタ

ルデータを営農や販路開拓に活用できる人材育成等の取組を

総合的に推進すること。 

事業内容 

１ ＤＸ技術開発事業 

２ ６次産業化ＤＸ活用推進事業 

３ デジタル人材育成事業 

法令・条例・要綱等 
・生き活きプラン 

・農林水産プラン 

主な財源 国庫（576万 2000円）、一般財源（1001万円） 

令和４年度予算 1577万 2000円 
令和４年度決算 

（執行率） 

1530万 558円 

（97％） 

 

（監査結果） 

【財務事務の合規性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

１ 生き活きプランは、前記のとおり、重点施策として、「生産性の高い農業の推進」

として、「市町村や農業団体等と連携し、ロボットやＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を

活用したスマート農業の実証などに取り組み、最適な技術体系を確立するととも

に、必要な新技術の普及により、農業の超省力化や高品質生産等の実現を図りま

す。また、ハイブリッド産地の育成を進めるとともに、農地中間管理事業等を活用

した農地の集積・集約化による規模拡大の推進などにより、生産性の高い経営体の

育成を進めます。」として、農業のＤＸ推進に取り組むことを明らかにしている。 

生き活きプランを受け、農林水産プランは下記のとおり、具体的な施策を明らか

にしている。 
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記 

（５） 先進技術の研究開発 

現状と課題 

・本県農林水産物の商品価値をさらに高めてブランド化を推進するため、新品種育

成や新技術等の開発をさらに加速することが求められています。 

・また、生産者が減少する中、高品質な県産農産物の生産を維持していくために

は、栽培技術の確実な伝承や、より一層の省力化・低コスト化が必要となって

います。 

 

施策の展開方向 

・消費者等の多様化するニーズに的確に対応するため、岡山の強みを生かした新品

種育成や高品質安定生産に必要な新技術等の開発を進めるとともに、その成果

物の知的財産の権利化や活用を推進します。 

・地域や産地で育まれた技術を次世代に継承するため、ＩＣＴ（情報通信技術）等

を活用し、栽培技術のデータ化、情報の蓄積に取り組みます。 

・先端技術を活用したスマート農業の実証などに取り組み、最適な技術体系を確立

するとともに、必要な新技術の普及により、農業の超省力化や高品質生産等の

実現を図ります。 

以上 

 

本事業は、生き活きプラン及び農林水産プランに基づいて、デジタル技術を活用

した高品質・省力栽培技術に関する研究や６次化商品の販路開拓、デジタルデータ

を営農や販路開拓に活用できる人材育成等の取組を総合的に推進することを目的と

する事業であり、生き活きプラン及び６次産業化推進戦略に基づくものである。 

２ また、本事業の財務事務のうち、温暖化対策等研究強化事業、岡山県スマート農業

技術等開発支援事業、６次産業化ＤＸ活用推進事業及びデジタル人材育成事業は委

託されている。 

まず、温暖化対策等研究強化事業において、気候変動に対応した水稲品種の選定

に係る現地試験業務が随意契約によって委託されており（委託先：農事組合法人平

営農組合等、委託金額１０万９４２８円）、業者選定の理由は「作業の管理が的確

で、委託場所も適し、本調査に理解の得られるものを選定した」とされていた。か

かる随意契約は、契約金額が１００万円未満であって、特に問題となる点は認めら

れなかった。 

次に、６次産業化ＤＸ活用推進事業は、プロポーザル方式（技術提案型）による

随意契約とされており（委託金額：８９７万６０００円）、委託の手続きに問題と
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なる点は認められなかった。 

このように、本事業の財務事務の合規性に関して、問題となる点は認められな

かったため、本事業の財務事務の合規性の評価をＢとした。 

 

【事業の有効性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の詳細は、下記のとおりである。 

記 

１ ＤＸ技術開発事業 

(1) 温暖化対策等研究強化事業 

岡山県農林水産業温暖化対策研究チームの取組に加え、限られた資源を有効

に活用するため、試験研究分野においてデジタル技術を活用し、温暖化等気象

変動に対応した新品種の育成や選定、高品質安定生産技術の開発を行う。 

 

(2) スマート農業技術等開発支援事業 

プラットフォーム活動により立ち上げたコンソーシアムが行う共同研究を円

滑に実施するため、必要となる現地調査や研究機材等の導入を支援する。 

 

２ ６次産業化ＤＸ活用推進事業 

(1) ＤＸ活用スタート応援事業 

デジタル技術を活かした６次産業化を推進するため、専門的な知識を有する

「６次化ＤＸアドバイザー」を設置しオンライン相談等を行うとともに、ＤＸ

の取組意欲がある事業者を対象としたＤＸ活用マーケティング講座等を開催す

る。 

 

(2) ＤＸ販売促進支援事業 

ネット販売等の取組を始めた事業者を公募し、個々の課題解決に向けて、専

門家からのアドバイスを行う「ＥＣサイト活用支援」やバイヤーとのマッチン

グを行う「オンライン商談支援」等を行う。 

 

(3) ＤＸマーケティング実践モデル事業 

ＤＸを活用した経営展開を実践し、更なる所得向上等を目指す事業者を公募

し、デジタルマーケティングによる顧客ニーズ等の調査・分析やそれに基づく

商品改良、新たな販売手法の導入等を支援し、岡山県の６次産業化のトップラ

ンナーを育成する。 

 



 

 

 

 

- 276 - 

 

３ デジタル人材育成事業 

従来のプラットフォーム会員企業とのマッチングに関する取組に加え、会員

企業や関係機関のＤＸに関する知見も活用して、人材育成も実施し、プラット

フォーム活動の充実を図る。 

具体的には、企業が持つ得意分野や現場のニーズについて情報交換を図ると

ともに、大学などが持つ先進的な知見も活用し、新たなコンソーシアムの構築

をプロデュースする。 

併せて、デジタルデータを分析し、その結果を農業経営における生産性向上

に活用する等デジタル技術やデータを活用できる農林漁業者を育成する。 

以上 

 

本事業の令和４年度の実績は、温暖化対策等研究強化事業において、８件の研究

を実施、スマート農業技術等開発支援事業において、共同研究１件、デジタル人材

育成事業において、研修会４回、情報交換会２回を実施、６次産業化ＤＸ活用推進

事業では、専門的知識を有する６次化ＤＸアドバイザーによる相談対応、入門講座

の開催、情報発信の改善指導やオンライン商談支援、デジタルマーケティング等の

活用支援等を実施であった。 

また、事業成果について、温暖化対策等研究強化事業では、岡山県農林水産業温

暖化対策研究チーム会議により研究成果を検討し、その結果普及しうる技術をＨＰ

において公開していること、デジタル人材育成事業では、研修会受講者やプラット

フォーム会員にアンケートを実施し活動の効果を計っていること、スマート農業技

術等開発支援事業では、生産者が普及の可能性があると判断できる商品や技術が出

来た件数により効果を測定していること、６次産業化ＤＸ活用推進事業では、支援

を行った事業者が設定した売上等の目標達成状況を調査したこと、入門講座につい

ては、アンケートにより理解度を調査したこと、農業経営体の農産加工品の販売金

額は、農林水産省「６次産業化総合調査」の結果に基づき算出し、岡山県６次産業

化推進協議会で検証していることをそれぞれ確認した。 

このように、本事業について、一定の実績が認められ、事業の成果指標が用いら

れるとともに、検証のための資料としてアンケートが実施されており、有効性は認

められる。 

これらの点を考慮して、本事業の有効性の評価をＢとした。 

 

【事業の効率性 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ】 

本事業の効率性について問題となる点は認められなかったため、その評価をＢと

した。 



 

 

 

 

- 277 - 

 

第５章 結語 

１ 総論において述べたとおり、岡山県には２７の市町村が存在するが、中山間地

域には、そのうち８１．５％の２２の市町村が存在し、岡山県の人口の１７．

７％にあたる３３万５０２０人が居住しており、岡山県の中山間地域の面積は

５３８３．５２平方キロメートルであって、岡山県全体の７５．７％を占め

る。 

なお、岡山県全域の高齢化率は３０．７％であるが、中山間地域の高齢化率

は、より高い４０．１％となっている。 

このように、岡山県の中山間地域は、人口比、面積比においても岡山県の重

要な構成要素であり、中山間地域の活性化は、岡山県の経済の活性化にも直結

するといっても過言ではない。 

２ 本監査においては、中山間地域の活性化における岡山県の取組を監査する趣旨

で、「持続可能な中山間地域等形成プログラム及び儲かる農林水産業加速化プ

ログラムに関する財務事務の執行及び事業の管理について」をテーマとするこ

ととした。 

この点、持続可能な中山間地域等形成プログラムは、中山間・地域振興課

（県民生活交通課）、儲かる農林水産業加速化プログラムは農産課を中心とし

た農林水産部において執行されているところ、監査の過程をつうじて、それぞ

れの担当部署において、各職員の方が各事業に真摯に取り組んでおられること

は確認することができた。 

他方で、中山間地域の活性化を図るためには、地域の拠点づくりの手段とし

て、産業の活性化を図るなど、拠点づくりの施策と産業の活性化の施策が効果

的かつ一体的に実施される必要があると思われる（例えば、持続可能な中山間

地域等を形成するにあたっては、産業、特に農林水産業の振興を図ることは不

可避であって、拠点づくりと農林水産業の振興は切り離すことはできない。ま

た、今回の監査においては主に農林水産業を中心に扱ったが、中山間地域の特

性に応じて、企業の誘致に積極的に取り組むことで産業の活性化を図ることも

十分に検討の余地があると考える。）。 

しかしながら、現在の組織体制は、中山間地域の活性化と儲かる農林水産業

加速化プログラムがそれぞれ別々の部署で実施されており、それぞれの部署が

連携することはあるものの、その連携の度合いは必ずしも高いものとは感じら

れなかった。 

このような現状を踏まえると、中山間地域の活性化という課題に取り組むた

めには、中山間地域における拠点づくりやそれぞれの地域に応じた産業の振興

について、現在の組織体制から更に進めて、中山間地域の活性化を一体的に取
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組む組織の仕組みづくりについて、検討する余地があると考えるに至った。 

監査人としては、今回の監査において、意見又は指摘事項とした点について

は、岡山県において真摯に受け止めて改善を検討することをお願いするととも

に、中山間地域の活性化に取り組む組織体制の在り方について、今後の検討の

一助にしていただければ幸いである。 

３ 最後に、本件の包括外部監査において対象となった担当職員各位並びに岡山県

行政改革推進室の担当職員に多大なる協力をいただいたことについて心より感

謝を申し上げるとともに、本監査が岡山県の中山間地域の活性化の一助になる

ことを祈念して、本件の包括外部監査を終えることとする。 

以上 
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【凡例】 

 

基本用語 略称 

岡山県果樹農業振興計画 果樹農業振興計画 

岡山県中山間地域の振興に関する基本条

例 
中山間地域の振興に関する基本条例 

岡山県中山間地域活性化基本方針 中山間地域活性化基本方針 

岡山県県産材利用促進条例 県産材利用促進条例 

岡山県県産材利用促進指針 県産材利用促進指針 

岡山県農地中間管理事業の推進に関する

基本方針 

農地中間管理事業の推進に関する基本方

針 

岡山県花き振興計画 花き振興計画 

岡山県野菜農業振興計画 野菜農業振興計画 

岡山県離島振興計画 離島振興計画 

農地中間管理事業の推進に関する法律 農地中間管理法 

農林水産業の６次産業化推進戦略 ６次産業化推進戦略 

第３次晴れの国おかやま生き活きプラン 生き活きプラン 

２１おかやま農林水産プラン 農林水産プラン 
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【用語解説】 

 

基本用語 解説 

ＡＩ 

人工知能（Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ）の

略。大量のデータに対して、人間のように言葉の理解や問題解決など

を行うコンピュータシステム（このほかにも、ＡＩには様々な定義が

ある。）。 

ＧＴＦＳ－ＪＰデータ 

国土交通省が定めるバス事業者と経路検索事業者との間で簡単なバス

等の運行情報（路線、停留所、ダイヤ）の受渡が可能となる「標準的

なバス情報フォーマット」。国が事業者によるデータの作成及び公開

を推進している。 

ＩｏＴ 

モノのインターネット（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ）の

略。自動車や家電製品など、様々なモノがインターネットに接続さ

れ、相互に情報交換を行うこと。 

ＭａａＳ 

Mobility as a Service の略。様々な交通手段を連携し、その最適化を

図り、快適な移動手段やそれに付随するサービスを提供する新しい概

念。 

再エネ基金 

再生可能エネルギー等導入推進基金。再生可能エネルギー等導入推進

基金事業（グリーンニューディール基金制度）を活用し、地震や台風

等による大規模な災害に備え、避難所や防災拠点等において、災害時

等の非常時に必要なエネルギーを確保するために、再生可能エネル

ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援するため、岡山県が

造成する基金。（環境省ＨＰ参照） 

パーソントリップ調査 
地域内の人の移動状況を把握するために、人の移動目的、経路、時間

帯、交通手段等を個人の属性とセットで調査するもの。 

 

 


